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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

1. 外資への諸規制・障壁（参入規制、撤退規制、優遇政策縮小、利益回収等）

1 製薬協 低い薬価、長
期を要する保
険償還

・薬価について、以下の問題がある。
－提示される薬価が低く、ビジネスが成り立たないケースも発生してい
る。
－提示される薬価が低く、薬価交渉に時間を要することから、薬価償還
まで時間を要しドラッグラグ、ドラッグロスが生じている。

新規 ・医薬品産業においてビジネスが成
立する環境の整備。

2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 時計協 高輸入関税 ・腕時計の関税は、完成品6.4％、ムーブメント4％と高い。RCEPが施行
されたが、譲許率は即時撤廃もあるものの10年〜15年かけての段階的撤
廃が多い。

継続 ・関税の低減及び撤廃。 ・関税法

2 印刷機械 高輸入関税 ・欧州は韓国とFTAを結んでおり、欧州の機械は関税がゼロになってい
る。競合する機械に対して不利な状況にある。

継続 ・すぐに韓国側の関税を下げてもら
いたい。

3 日機輸 FTAによる関
税格差

・軸受に対するMFN税率は、日本側では0％に対し、韓国側では8％また
は13%である。また近年発効したRCEPにおいても、日韓協定下では軸受
は譲許対象外であることから、日本製軸受へは通常関税率が賦課され、
不公平な状況が継続している。
他方、他国・地域からの韓国への輸入軸受は、FTA活用により無税か減免
税率が適用されている。特に米国・EU・インド・中米等は無税であり、
それらの協定と比較して大きく劣後している。
結果として、韓国現地製および韓国とのFTA締結国・地域製の軸受に対し
て競争力が削がれている。

新規 ・日本製軸受の競争力が阻害されて
おり、韓国側の輸入関税の撤廃を要
望する。

4 日機輸 FTAによる関
税格差

・日本から韓国への出荷の際、発電設備の主要機器であるガスタービン
と蒸気タービンに対して韓国の輸入関税が課される（RCEP協定下では日
本側の輸入関税は免税されることになっているが、韓国側での輸入関税
は引き続き課される片務的な扱いになっている）。
弊社競合企業（GE, Simenens）が製造拠点を持つ米国、独国（EU)は韓
国政府との間でFTA締結済であり輸入関税込での評価では弊社が不利な立
場に置かれている。

継続 ・ガスタービンと蒸気タービンに対
する韓国輸入関税の撤廃。

5 日鉄連 長期に渡るア
ンチダンピン
グ課税

・2003年7月5日、日本製ステンレス棒・形鋼に対してAD調査開始（イン
ド、スペインも対象）。
・2004年7月30日、最終決定でクロ、アンチダンピング課税決定。
・2009年3月27日、日本・インド・スペイン製のステンレス棒鋼に対する
サンセットレビュー開始。
・2010年2月24日、アンチダンピング措置継続（3年間）
・2012年9月20日、日本・インド・スペイン製のステンレス棒鋼に対する
2度目のサンセットレビュー開始。
・2013年7月25日、アンチダンピング措置継続（3年間）。
・2016年6月3日、日本・インド・スペイン製のステンレス棒鋼に対する3
度目のサンセットレビュー開始。
・2017年6月2日、ステンレス棒鋼アンチダンピング措置継続（3年間）
・2018年6月21日、日本政府がステンレス棒鋼アンチダンピングのサンセ

継続 ・措置撤廃。
・調査中止。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

ットレビュー調査の認定内容についてWTO紛争解決機関に提訴。
・2020年11月30日、WTO紛争解決機関が、ステンレス棒鋼アンチダンピ
ングのサンセットレビュー調査の認定内容について日本側主張を認め、
韓国の措置はアンチダンピング協定違反と判断され、韓国に対してアン
チダンピング協定を順守する措置をとるように勧告する、パネル最終報
告書を公表。
・2021年1月22日、日本・インド・スペイン製のステンレス棒鋼に対する
4度目のアンチダンピングサンセットレビューで措置継続決定（3年
間）。
・2024年1月22日、韓国産業通商資源部(MOTIE)が国内製造者から措置延
長申請が行われなかったとして、4回目の措置延長期間の満了により終了
する旨、公示。

6 日鉄連 長期に渡るア
ンチダンピン
グ課税

・2010年4月28日、日本製ステンレス厚板に対してアンチダンピング調査
（予備調査）を開始。
対象品目は厚さ8mm以上80mm以下、幅1,000mm以上3,270mm以下のも
ので、主要用途は石油化学・LNG船・建設・原子力発電所・淡水化設備
等。
・2010年9月15日、予備調査の結果、クロ裁定。3〜5ヵ月に亘る本調査
を開始。
・2011年2月23日、最終決定でクロ、アンチダンピング課税決定。
・2015年12月11日、日本製ステンレス厚板に対するサンセットレビュー
開始。
・2016年12月6日、ステンレス厚板アンチダンピング措置継続（3年間）
・2019年7月15日、日本製ステンレス厚板に対する2度目のサンセットレ
ビュー開始。
・2020年6月15日、企画財務部が日本製ステンレス厚板に対するアンチダ
ンピング措置の3年間延長を決定。
・2020年7月14日、日本製ステンレス厚板に対するアンチダンピングサン
セットレビューでクロの最終決定。3年間の措置延長決定。
・2023年3月10日、第3回アンチダンピングサンセットレビュー開始。
・2024年2月5日　企画財政部が貿易委員会(調査当局)の決定を認め、措
置を延長せずに終了する旨を最終決定。同日に措置が終了。

変更 　 　

7 印刷機械 原産地証明書
発給申請のた
めの資料取
得・準備の難
しさ

・韓国の大手企業との取引においてEPAでの取引を要求された。しかし
弊社のような150名足らずの中小企業においては、ほぼ一品生産品のよう
な機械の原産地証明の発給を受けるのは非常に難しい。（協力会社での
製作部品が多く協力会社から発給のための基準を証明する資料を得るの
が困難である。）

継続

8 印刷機械 K-REACH対応
要求
(100%成分開
示の成分表)

・K-REACH（化学物質の登録および評価に関する法律）対応のために、
100%成分開示の成分表の提出を求められることがあるが、仕入品の場合
はメーカーと秘密保持契約書の締結が必要であったり、提出できない場
合もあり、確認や手続きに非常に時間がかかる。
また、配合情報は重要な機密情報のため、その情報がしっかり管理され
ているか、他に流用されていないのか、の懸念がある。

新規 ・K-REACHの廃止もしくは簡素化
と、100%開示の廃止。

・K-REACH
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

そもそもK-REACH対応のための手続きが煩雑でかなりの手間がかかるた
め、販売にも影響が出ている。

9 日機輸 重量物の内陸
輸送規制

・40t以上の重量物を内陸輸送する場合、補強工事が必要となるが、天候
の関係で工事中の災害発生率が高くなるという理由で下記の期間につい
ては工事認許が発行されず輸送もできない。
【韓国国内重量物輸送制限期間】
夏季：毎年5月15日から10月15日まで
冬季：毎年12月1日から翌年3月15日まで

継続 ・工事認許/内陸輸送制限期間の緩
和/撤廃。

10 印刷機械 物流(輸出・輸
入)コストの増
加

・製品の輸出入コスト（海上輸送費・航空輸送費・燃油サーチャージ）
が増加しており、販売価格を値上げせざるを得ない。

新規

4. 為替管理・金融

1 日農工 船積み書類取
扱の不整合
ー主にDA決済

・銀行間で貿易送金手続きする際に、相手国銀行の求める書類内容が、
一般的な要請と異なるため、書類の修正等のやり取りに時間を要し、送
金が遅延する。
例えば、DAとTT決済案件を同送した場合のDA書類内容について販売国
と購入国での認識が違う。

新規 ・国際慣行に合致した書類様式を受
け入れて欲しい。

2 日機輸 クロスボーダ
ーの為替・資
金取引制限

・資本流出規制により、韓国ウォンを国外に持ち出すことが禁止されて
いる。また、居住者と非居住者間（インターカンパニー）での資金貸
出、預入実施に制約がある（当局の認可が必要）。

継続 ・外国為替取引の自由化をして頂き
たい。
・居住者と非居住者間での資金貸
出、預入の自由化をして頂きたい。

・外国為替管理法

3 日鉄連 クレジットカ
ードの保証人
要件、上限規
制

・銀行発行クレジットカード申請の際、保証人が必要。また銀行発行ク
レジットカードの上限が、カード使用者のレベル、銀行への預金額の大
小に関わらず低すぎるため、業務上不便が生じる。（200万W）

継続 ・基準緩和。

5. 税制

1 時計協 重い税負担 ・CIF価格と関税の合計がKRW 2,000,000を超える製品については、KRW
2,000,000超過分に対して26％ 20％の特別消費税(Special Consumption
Tax)が輸入時に追加で課され、更に、上記特別消費税額の30%が
Education taxとして課税される。

継続 ・各種税の低減及び撤廃。 ・関税法
・Individual Consumption
Tax Act
・Education Tax Act

2 日機輸 親子間配当に
おける源泉徴
収課税の懸念

・親子間配当について10％の源泉徴収課税が行われており現地子会社か
ら日本親会社への利益還流の障害要因となっている。

継続 ・親子間配当の源泉税を免税(0％)に
して頂きたい。

・租税条約

3 日機輸 移転価格事前
確認制度
(APA)の活用
の困難

・事前確認の申請自体を当局の意向に沿ったものでないと受け付けない
事例がある。

継続 ・納税者が合理的と考える内容での
事前確認申請の提出を行う権利を尊
重して頂きたい。

4 日鉄連 移転価格評価
での法人税の

・法人税を設定する際の移転価格評価が他国との比較において相対的に
高い。

継続 ・適正な外資企業への課税制度。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

扱いの不適正

5 日機輸 移転価格税制
にかかる第二
次調整の源泉
税負担

・独立企業間価格レンジを外れた際に行う移転価格調整の際に行われる
第二次調整によりみなし貸付利息やみなし配当にかかる源泉税の負担が
生じる。

新規 ・移転価格調整に際して、源泉税負
担が生じることがない様、第二次調
整にかかる制度を見直して頂きた
い。

6. 雇用

1 日機輸 就業規則の不
利益変更時の
同意義務

・韓国の勤労基準法では、就業規則を不利益に変更する場合、労働組合
等の合意を得なければならず、就業規則の改定に最大の障壁となってい
る。
韓国へ進出している日系企業よりも「就業規則の改定内容が合理的であ
っても同意手続きが必要で、会社経営の重大な危機に繋がる」「定年延
長義務化にも拘わらず、賃金ピーク制の導入は組合同意が必要」等のコ
メントがあり、勤労者への利益変更のみが担保される状況である。

継続 ・企業が経営環境の変化に柔軟に対
応出来るよう、勤労基準法第94条第
1項にある「不利益変更時の同意義
務」の撤廃と、同2項に規定されて
いる手続きの改定(雇用労働部長官へ
の届出義務の撤廃、及びそれに代わ
る判断力のある司法機関での判断)を
お願いしたい。

・勤労基準法第94条第1
項、及び同2項

2 日機輸 解雇の困難 ・勤労基準法第23条第1項の定めに基づいて、使用者は勤労者を｢正当な
理由｣無しに解雇できないが、その基準が非常に厳しい為、現実的に低成
果を事由にて勤労者を解雇するのは不可能な状況である。

継続 ・社会通念上の納得性・合理性を揃
えた場合、低成果者の解雇が出来る
よう、｢正当な事由｣の判断基準の緩
和をお願いしたい。

・勤労基準法第23条第1項

7. 駐在員・出向者等に関する問題

1 日鉄連 駐在員就労ビ
ザ発給の基準
の不明確さ

・駐在員事務所の就労ビザは、韓国人従業員を管理する立場の役職でな
いと発給不可との説明を受け、ビザ取得に支障をきたしているが、明確
な発給基準は示されていない。

継続 ・外国人就労法制度の整備。

8. 知的財産制度運用

1 日機輸 通常実施権の
対抗要件

・通常実施権は、登録しないと第三者に対抗することができない。しか
し、open-innovationで通常実施権の許諾が頻繁に使われる現状を考慮す
ると、それらをいちいち登録し、管理することを求めるのは、企業らに
は非常に負担になる。また実施許諾契約は、条件はもちろんのこと、そ
の存在自体も秘密であることが多く、登録することによって公になるの
は好ましくない。
実際に、実施許諾を受けている特許権に基いて提訴される事件も発生し
ており、一刻も早く当然対抗制度の導入を求めたい。

継続 ・通常実施権を登録しなくとも第三
者に対抗できるようにして頂きた
い。

・韓国特許法第118条1項

2 日機輸 訂正審判等請
求時の通常実
施権者の承諾
義務

・特許権について通常実施権の許諾をしている場合は、訂正審判請求等
を行う時、通常実施権者の承諾を得る必要がある。しかし、ライセンス
態様の複雑化により、全ての通常実施権者の承諾を得ることが現実的に
困難なことが多い。そうなると、無効審判請求に対する訂正審判等がで
きなくなり、特許権者の防御手段が実質的に失われる。

継続 ・訂正審判を請求するとき又は特許
無効審判若しくは特許異議の申立て
において訂正の請求をするときは、
通常実施権者の承諾を不要として頂
きたい。本件は、日本で改正された
ので、令和3年特許法改正を参考に
して頂きたい(日本特許法127条並び
に同条を準用する同法第120条の5第
9項及び第134条の2第9項)。

・韓国特許法136条第8項並
びに同条を準用する附則
[2001.2.3]、132条の3第3項
及び133条の2第4項
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3 日機輸 間接侵害規定
の曖昧

・現行特許法第127条では、いわゆる間接侵害を規定しているが、対象を
専用部品（その生産にのみ使用する物、その方法の実施にのみ使用する
物）に限定している。そのため、「のみ」の要件が厳格に解釈される
と、間接侵害規定による救済が難しくなる。
近年、ソフトウェア関連発明の保護が拡充されている（2020年3月11日施
行法）。ソフトウェア関連発明では、ソフトウェアの部品にあたる各モ
ジュールが一般的に他のソフトウェアの開発にも使えるよう汎用性を持
たせて作られているケースも多く、「のみ」という要件を厳格に解釈す
ると、間接侵害規定の適用による救済がほとんど受けられないとも懸念
される。
なお、日本においても、2002年の特許法改正前は、「専用品」にしか間
接侵害を認めていなかったが、当時間接侵害の成否を争った50件の裁判
において、半数を超える29件で「専用品」ではないとの理由で間接侵害
の成立が否定されている。

継続 ・権利保護強化の観点から、「専用
品」に加えて、「専用品ではないが
特許の重要部品」については「悪
意」(特許法第94条第2項の「特許権
または専用実施権を侵害するという
ことを知りながら」のような内容)で
供給することを条件に、間接侵害と
認定するよう成立範囲を拡大して頂
きたい。
※海外での事例
1.日本・海外での法令・実施状況
日本国特許法101条、ドイツ特許法
10条、米国特許法271条©

・特許法第127条

4 日機輸 故意侵害に対
する懲罰的損
害賠償の不適
切

・2019年改正特許法において、故意侵害の際の懲罰賠償の規定が追加さ
れた。しかしながら、他の知的財産権と異なり、侵害や有効性について
高度且つ微妙な判断が必要とされることが多い特許権については、懲罰
賠償は馴染まないと考える。悪質な特許権侵害行為についての懲罰は刑
事罰で処理すればよく、特許権侵害に基づく当事者間の損害賠償は実際
に発生した損害の填補に止めるべきである。

継続 ・懲罰賠償を定めた条文を削除して
頂きたい。

・特許法第128条

5 製薬協 不合理な医薬
品特許権の延
長期間

・新薬の許可手続等に必要な期間について、特許権の存続期間を延長す
る制度が設けられている。
韓国特許庁では、「食品医薬品安全処長の承認を得て実施した臨床試験
期間と食品医薬安全処で必要とされた許可申請関連書類の検討期間を合
わせた期間」を当該許可等に必要な期間としている。
韓国食品医薬品安全処（MFDS）は、新薬の許可等手続において申請者が
提出した外国での臨床試験結果を参酌して新薬許可する場合がある。
そのような場合、当該外国での臨床試験期間は、MSDSの承認を得て実
施した臨床試験期間として認められていない。その結果、過去に韓国で
認められた延長期間は、日米欧で認められた延長期間と比較して短い。
2020年10月29日の韓国特許法院判決において、国内臨床試験期間のみを
考慮する現在の審査基準に法的根拠がないことが示唆され、初めて海外
での臨床試験期間を延長期間の算定に含めることが認められた（Ⅱ型糖
尿病治療薬Galvus事件）。しかし、現在もMFDSは外国での臨床試験結
果は延長期間に算入しないという運用を維持している。
2024年12月27日に可決され2025年1月21日に公布され、同7月22日より
施行される特許法一部改正法は、国民の後発医薬品へのアクセスの向上
および特許延長制度の国際調和という理由で、「許可等による延長され
た特許権の存続期間の上限14年の設定」および「一つの許可等に対して
延長可能な特許件数を単数に限定し、複数の特許権に対する存続期間の
延長登録出願がある場合には、いずれの特許権の存続期間も延長不可」
という一方的に特許権者側に不利益な内容であり、韓国での新医薬品の
開発投資のより大きな障壁となる。

変更 ・MFDSが新薬許可のために参酌し
た臨床試験については、海外で実施
されたものであっても、その臨床試
験期間を特許権の存続期間延長の算
定に加入するよう要望する。
・新薬の品目許可のために必要な原
料医薬品登録審査、安全性・有効性
評価審査、基準及び試験方法審査、
並びに医薬品の製造及び品質管理基
準評価の手続きにおいて資料の補完
要請を受けた場合の当該資料の補完
期間については、特許権者が、補完
が帰責事由によるものではないこと
を立証するか、帰責事由であったと
してもそれにより許可が遅れたこと
についての相当の因果関係がないこ
とを立証することができる限りにお
いて、延長期間に含める運用とする
よう要望する。
・特許権者側が審査で認定された延
長期間に不服がある場合、日本と同
様に、延長登録出願が係属している
限り、拒絶査定不服審判の請求後で
あっても、随時、延長を求める期間

・韓国特許法92条
・特許庁告示第2012-17号
・特許法一部改正法案(議
案番号6928)(2024年12月発
議)
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

を補正できるよう法改正を要望す
る。
・国際調和という理由で特許延長制
度を改正し、米国と同様に、1つの
品目許可等に対して延長可能な特許
権数を単数に限定し存続期間14年の
上限を設定したのであれば、①米国
で認められているように複数の特許
権に対する存続期間の延長登録出願
は認めた上で審査後に延長対象特許
１つを選択できる制度とすること、
②延長された特許権の効力が欧米同
様に広く保証されること、すなわ
ち、延長された特許の効力が、延長
登録の理由となった許可の対象物の
有効成分と同じ有効成分（異なる塩
やエステルも含む）を含む後から許
可された医薬品や後から許可された
効能・効果にも及ぶことを特許法に
明文化すること、の２点を要望す
る。

6 日機輸 コンピュータ
ソフトウェア
関連発明の保
護範囲の不明
確

・2020年3月11日の特許法改正により、方法の発明の実施行為として、そ
の方法の使用を申し出る行為が追加された。この改正については歓迎す
べきものである一方、以下に示すように、改正の内容や改正によって拡
張された実施行為について一部不明確な部分がある。そのため、改正後
の特許法における方法の発明に関して不明確な部分を明確にして頂くこ
とを希望する。
①改正後の第2条第3項ナ目における「方法の使用を申し出る行為」の定
義が不明確であることによる問題：
「方法の使用を申し出る行為」として「情報通信網を通じてソフトウェ
アやデータを使用者に転送する行為」が含まれることは明確ですが、そ
のほかの行為が明確化されていない。例えば、ソフトウェアやデータの
提供に供する「情報通信網」がプライベートに作成されたクラウドやプ
ラットフォームだった場合、その「情報通信網」を用いてソフトウェア
を配信者に提供する行為は「方法の使用を申し出る行為」に該当するか
否か明確に示されていない状況である。
また、ソフトウェアやデータの配信以外の行為については、具体的にど
のような行為が「方法の使用を申し出る行為」に含まれるのか不明確で
あると思われる。
②第94条第2項における「知りながら」という文言の定義が不明確である
ことによる問題：
「知りながら」とは、「特許公報が発行されたにもかかわらず」である
のか、「警告状が送付されたにもかかわらず」であるのか、あるいは他
の定義であるのかが明確化されていない。
なお上記について明確化されたとしても、その内容次第では、侵害行為

継続 ・改正後の特許法における方法の発
明に関して不明確な部分を明確にし
ていただきたい。今後、判例を待っ
て定義を明確化させていく場合、判
例が出るまでの期間は定義が不明確
なことにより発明の保護が不十分と
なるおそれがある。このため、特に
解釈の機会が多いと思われる第2条
第3項の「方法の使用を申し出る行
為」と「情報通信網」、および第94
条第2項における「知りながら」の
定義を明確にしていただくことを希
望する。詳細につきましては以下に
説明する。
①改正後の第2条第3項ナ目における
「方法の使用を申し出る行為」の定
義の明確化：
(i)「方法の使用を申し出る行為」に
は具体的にどのような行為が含まれ
るかを、ガイドライン等でより明確
にして頂きたい。
(ii)それに加え「情報通信網」がどの
ような態様が想定されるか明確に示
していただくことを希望する。具体

・特許法第2条第3項ロ目、
第94条第2項
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の立証が非常に難しくなる。このため、当初意図していたソフトウェア
関連発明に関する特許権の保護強化が実質的に実現できない可能性があ
ると思われる。

的には専用のクラウドやプラットフ
ォームが情報通信網として含まれる
か明確にして頂くことを希望する。
(iii)どのような行為が含まれるのか明
確化された結果、上述したケースに
おける「情報通信網（専用のクラウ
ドやプラットフォーム）を用いてソ
フトウェアを配信者に提供する行
為」が「方法の使用を申し出る行
為」に含まれないとされる場合は、
「情報通信網を用いてソフトウェア
を配信者に提供する行為」に対して
も権利侵害を主張できるようにして
頂けるよう、さらに希望する。
具体的には、例えば、「情報通信網
を用いてソフトウェアを配信者に提
供する行為」も特許法により定義さ
れる方法の行為に含まれるよう、特
許法において「方法の行為」を再定
義したり、ソフトウェアを物の発明
とすることでソフトウェア自体を保
護対象としたりして頂くことを希望
する。
②第94条第2項における「知りなが
ら」の定義の明確化：
(i)「知りながら」の定義を明確にし
て頂くことを希望する。具体的には
例えば、「知りながら」とは、「特
許公報が発行されたにもかかわら
ず」であるのか、「警告状が送付さ
れたにもかかわらず」であるのか、
あるいは他の定義であるのかを明確
にして頂くことを希望する。
(ii)また、「知りながら」を立証する
ための具体的な方法や、被告側への
立証責任の転換をするケースがあり
うるのかについても、明確にしてい
ただくことを希望する。
【日本の事例】
日本においては、コンピュータプロ
グラム自体が特許を受けることがで
きる旨、特許法に規定されている。
また台湾においても、2008年5月の
審査基準の改正によりコンピュータ
プログラム自体を特許の対象とし、
英国においても2008年2月よりコン
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ピュータプログラム自体を特許の対
象としている。また、欧州において
は、EPC52条(2)で保護対象から除外
はされているが、審査便覧G部第Ⅱ
章 3.6、F部第Ⅳ章 3.9で「プログラ
ムクレーム」が認められている。
2014年4月30日付でJIPAより大韓民
国産業通商資源部宛で意見提出
http://www.jipa.or.jp/jyohou_hasin/teig
en_iken/14/140430_korea.pdf
どのような行為が「知りながら」に
該当するのか明確化された結果、実
質的に保護が十分行われないと思わ
れる場合は、「知りながら」の定義
を再定義したり、「知りながら」と
いう要件をなくしたり、「知りなが
ら」の立証が容易となるように立証
要件を検討して頂くことをさらに希
望する。

11. 非能率な行政手続き・予見性を欠く法制度等

1 日機輸 「重大災害処
罰法」の過度
な罰則、運用
の曖昧

・韓国国会は2021年1月、「重大災害処罰などに関する法律」を新規制定
した(施行は2022年1月から)。
内容として、企業で死亡事故などの「重大災害」発生時、経営責任者(法
人・事業主・元請者)に2-5年以上の懲役または最大10億ウォン(法人には
最大50億ウォンまで)の罰金を賦課すると定めている。
人命被害を予防する趣旨は尊重すべきであるが、以下の諸観点で批判を
浴びているところ。
①懲役と罰金水準があまりにも過度で、中小企業には当法律違反が破産
まで繋がりかねない。
②経営責任者が「支配・統制」できる範囲の外にある産業災害に対して
も責任を取ることになり、連座の恐れがある。
③災害が下請事業場で発生しても、自動で元請企業も責任を取らざるを
得なくなっている。

継続 ・法律違反に該当する条件をより明
確にするとともに、災害発生と処罰
間の因果関係で不当な被害が出ない
よう、補完立法が必要である。

・重大災害処罰などに関す
る法律 第5-11条

2 日機輸 「重大災害処
罰法」の過度
な罰則

・重大災害撲滅の観点からは一部了承すべきところはあるが、産業災害
処罰として、経営責任者に過重な責任（罰金＋懲役刑）を規定している
ことは問題。

継続 ・経営責任者の懲役刑の免除：一般
刑事責任の処罰ではなく、産業災害
安全責任としての処罰が懲役という
のはグローバル観点から国際的先進
国の姿ではない。

・重大災害処罰法
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1. 外資への諸規制・障壁（参入規制、撤退規制、優遇政策縮小、利益回収等）

1 製薬協 低い薬価、薬
価調整方法案

・薬価について、以下の問題がある。
－提示される薬価が低くビジネスが成り立たないケースも発生してい
る。
－提示される薬価が低く薬価交渉に時間を要することから、薬価償還ま
で時間を要する。
－「十ヵ国の最低価格」を参照する薬剤分類について、再検討されてい
る。

新規 ・医薬品産業においてビジネスが成
立する環境の整備。

2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 時計協 高輸入関税 ・腕時計の輸入関税が最大5％と高い。 継続 ・関税の撤廃を要望する。 ・関税法

2 日鉄連 原産地証明書
の提出要求

・2017年11月7日、経済部国際貿易局が2017年12月1日より65品目の輸入
鉄鋼製品を対象に原産地証明書が必要である旨、公告。

継続 ・貨品輸入管理弁法第11条
・経済部国際貿易局公告貿
服字第1067030635號

3 JEITA ECFAの関税
引下げ措置停
止による輸入
コスト増

・台湾と中国の海峡両岸経済協力枠組み協定（ECFA）項目を続々と取消
されてるため、中国から購入している部材の輸入税金が高くなる恐れが
ある。

新規 ・中国以外の国のサプライヤーの開
発をご支援頂きたい。

日本JETRO記事：
https://www.jetro.go.jp/bizne
ws/2024/06/6def0f3f2f8655
c0.html

4 日鉄連 I/L制施行 ・2002年4月15日、鉄鋼製品に対して輸入申告の義務付け（471品目）。
2004年10月19日、輸入申告制度撤廃（465品目）。
政府の貿易推進政策に加え、鉄鋼製品の不足を考慮して決定した。残り6
品目(鉄筋、H形鋼など)は、公共工事の安全品質を考慮し、撤廃せず（適
用持続）。

継続 ・制度の撤廃。

5 日機輸 個人消費の輸
入貨物への課
税

・本人入国前に荷物が台湾に到着すると全量課税となる。
運賃(船便または航空便)＋荷物明細書の合計金額の約10％が関税となる。
別送品申告書を提出する事でTD20,000（約90,000円）の免税枠が付与さ
れるが、荷造・運送の容量が多いと免税枠を超える可能性が高い。

継続 ・本制約の撤廃をして頂きたい。

6 印刷機械 物流(輸出・輸
入)コストの増
加

・製品の輸出入コスト（海上輸送費・航空輸送費・燃油サーチャージ）
が増加しており、販売価格を値上げせざるを得ない。

新規

4. 為替管理・金融

1 日機輸 クロスボーダ
ーの為替・資
金取引制限

・資本流出規制により、台湾ドルを国外に持ち出すことが禁止されてい
る。また、居住者と非居住者間（インターカンパニー）での資金貸出、
預入実施に制約がある（当局の認可が必要）。

継続 ・外国為替取引の自由化をして頂き
たい。
・居住者と非居住者間での資金貸
出、預入の自由化をして頂きたい。

・外国為替管理法

5. 税制

1 JEITA 報酬支払時の
煩雑な手続き

・中国(香港を含む)企業が台湾企業に技術サービス報酬を支払う(または
労働関連)時、源泉徴収を行わなければならない、取得した納税証明書は
SEF（財團法人海峽交流基金會）とARATS (海峽兩岸關係協會) (または

継続 ・他国と同様に、政府からの納税証
明書により、税額控除ができる制度
に変更を希望する。

・臺灣地區與大陸地區人民
關係條例施行細則第21條第
5項規定
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

HKETCO(香港經濟貿易文化辦事處))によって証明された場合、税額控除
される。他国では政府の納税証明書により税額控除が可能であることと
比べて、明らかに異なる。
煩雑かつ時間のかかる当該手続きはビジネス上の影響がある。

2 日機輸 親子間配当に
おける源泉徴
収課税の懸念

・親子間配当について10％の源泉徴収課税が行われており現地子会社か
ら日本親会社への利益還流の障害要因となっている。

継続 ・親子間配当の源泉税を免税(0％)に
して頂きたい。

・租税条約

3 日機輸 電子商取引に
係る外国(法)
人の源泉所得
税

・外国（法）人（台湾非居住者）が台湾域内で提供する電子役務に係る
対価は、台湾源泉所得となり、買手（台湾居住者）が売手への送金時に
原則20％分を源泉徴収する形で徴収されている。
2018年1月に交付された「台財稅字第10604704390號令規範外國營利事業
的我國來源收入認定原則」の解釈令により、一定の要件を満たす電子商
取引については、販売価格ではなくみなし利益率（または実際のコスト
に基づく利益額）をベースに課税がされることとなった。
実際に要したコストを証明する証憑を提出できない場合には、同業者利
益率30％（電子商取引に係る役務）で利益を概算するため、販売価格に
対し30%×20%=6%の税率で課税されることになる。

継続 ・今後国際的な合意形成に向けた議
論が進む中で、それに沿った課税と
なるよう適宜改正して頂きたい。

・台財稅字 第10604704390
號令規範外國營利事業的我
國來源收入認定原則
Taiwan Ministry of Finance
Order No. 10604704390:
Principles for Recognizing
Income from Foreign
Enterprises as Domestic
Source Income

4 日機輸 日台租税条約
適用手続きの
煩雑

・日台租税協定の適用手続きが煩雑である。また、PEのない事業所得に
関しても他国との間とは違い、免税適用のために申請手続きが必要とな
っているが、実務的に対応が困難である。

継続 ・配当や利息に関する租税協定に基
づく軽減税率適用のための文書に公
証人や台北駐日経済文化代表処の認
証が必要でかなりの日数を要してい
る。他国ではそのような事が求めら
れることは少なく、手続きの簡素化
して頂きたい。
・また、PEのない事業所得に関して
は事前申請の手続き自体を不要とし
て頂きたい。

5 日機輸 日台租税協定
を利用した源
泉税の軽減税
率適用および
還付申請手続
きの煩雑・否
認

・日本へ支払うシステム利用料やロイヤリティーなどに係わる源泉税は
日台租税協定によって台湾側で軽減税率の適用ができるはずであるが、
提出資料が膨大で台湾当局からの注文も多く申請が認められにくい。ま
た過去一度支払したものについても条件が合えば制度上は還付申請も可
能であるが、台湾当局へ提示する書類が細かくボリュームも多いので実
質的に利用しにくいものとなっている。

継続 ・台湾側へ提出すべき資料の簡素
化。特に日本で納税が確認された場
合は、台湾側で即時還付出来るよう
にしてもらいたい。

・日台租税協定
・台湾公司法

6. 雇用

1 JEITA 外国人労働者
の雇用規制

・台湾の工場などでは外国人労働者への依存度が高い。
Covid-19が終息に向かい、外国人労働者新規雇用制限が解除されたが、
台湾政府は少子化に対して外国人労働者の導入について国別、導入人数
の上限などを検討し始めている。これらの制度が導入されれば、再び労
働力不足の懸念が生じる。

継続 ・外国人労働者新規雇用に対して、
過度な制限を課すことはやめて頂き
たい。

・就業服務法
・雇主聘僱外國人許可及管
理辦法
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

2 JEITA 労働時間・残
業時間規制

・労働法改正により、完全週休2日制の法制化、及び月間の残業時間の上
限規制により、勤務時間が制約され、労務コストが増加した。常に稼働
している産業機器に突発的なトラブルが発生した際に、当該制限により
顧客に十分満足いくようなサービスが提供できない。

継続 ・所定残業時間や休暇日の設定につ
いて一部見直しやより弾力的な法整
備が望ましい。

・労働基準法

3 日機輸 労働時間・残
業時間規制

・現行労働基準法で1日の労働時間（12時間制限）や残業時間（月46時
間）が制限されているが、24h x 365日で稼働している産業機器の突発的
なトラブルシュートの際に、この制限で顧客に十分満足いくようなサー
ビスが提供できない。

継続 ・半導体/FPD工場サポートは、規制
対象外グループにカテゴリーを変更
してほしい。

・勞動基準法第32条

4 日機輸 未消化有給休
暇の買取義務

・有給休暇制度は労働者の長時間労働を抑制し、健康で文化的な生活を
促進させるための労働者の権利、企業の義務であるにも関わらず、「余
剰年休買取制度」導入以降、労働者の年休取得率は低下し、有給休暇の
本来の目的から乖離していると考えられる。

継続 ・制度自体の廃止、制度適用を限定
的にする(管理職は適用外とする
等)。

・労働基準法

8. 知的財産制度運用

1 日機輸 通常実施権の
対抗要件

・通常実施権は、登録しないと第三者に対抗することができない。しか
し、open-innovationで通常実施権の許諾が頻繁に使われる現状を考慮す
ると、それらをいちいち登録し、管理することを求めるのは、企業らに
は非常に負担になる。また実施許諾契約は、条件はもちろんのこと、そ
の存在自体も秘密であることが多く、登録することによって公になるの
は好ましくない。

継続 ・通常実施権を登録しなくとも第三
者に対抗できるようにして頂きた
い。

・専利法第62条

2 日機輸 無効審判時の
訂正における
通常実施権者
の承諾要請

・実際に、実施許諾を受けている特許権に基いて提訴される事件が発生
している国もあり、一刻も早く当然対抗制度の導入を求めたい。

継続 ・特許無効審判において訂正すると
きは、通常実施権者の承諾を不要と
して欲しい。本件は、日本で改正さ
れたので、令和3年特許法改正を参
考にして頂きたい(日本特許法127条
並びに同条を準用する同法第120条
の5第9項及び第134条の2第9項)。

・台湾専利法69条第1項
・専利審査基準第1編第20
章

3 日機輸 特許法におけ
る間接侵害の
規定の不在

・台湾の特許法上には間接侵害の規定がないため、他人が特許製品の生
産にのみ用いる物（専用部品）を生産、販売することや、特許方法の使
用にのみ用いる物を生産、販売等することに対する特許権者がとれる手
段が限られる。
現状は、共同不法行為の規定があるが、それでは不十分と考えている。
台湾民法で共同不法行為を定めた185条は、日本の民法719条とほぼ同内
容と理解してる。
そうすると、共同不法行為では損害賠償しか求められず、特許権侵害に
対するもう一つの大きな救済である差止救済が得られない。これがまず
最大の問題だと考える。
また、他国でいうところの間接侵害行為は必ずしも典型的な共同不法行
為に該当するとは限らず、その場合は185条第2項の「教唆またはほう
助」で拾うことになるが、果たしてどのような条件を満たせば「教唆ま
たはほう助」に該当するのか定かではない。
間接侵害として責任を負うべき行為類型を専利法において定めるべきと
考える。

継続 ・間接侵害に関する日本やアメリカ
などの特許法と同等な規定を新設し
て頂きたい。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

以上から、民法における共同不法行為の準用だけでは十分な権利保護が
得られないおそれがあり、他国と同程度の間接侵害制度の整備を引き続
き求めていきたい。

4 製薬協 台湾パテント
リンケージ制
度の不合理

・現行のパテントリンケージ制度（後発医薬品承認時に先発医薬品の有
効特許を考慮する仕組み）下では、新規有効成分を含まず、新効能でも
ない医薬品（新剤形、新用量、新規格、および新規有効成分を含有しな
い新規配合剤）は薬事法上の「新薬」に該当しないため、パテントリン
ケージ制度の対象外であるというのが台湾衛生福利部（MOHW）の見解
である。新規有効成分の医薬品製造許可を取得した後に（用量が異な
る）新規格や新剤形の医薬品の製造許可を取得することは製薬企業が通
常行なうことであり、これらについても先発-後発間の特許侵害訴訟が起
こりうることから、これらをパテントリンケージ制度から除外すること
は不合理である。
2023年11月23日〜12月7日に最高行政裁判所が4件（Novartis, CIMA,
Allergen and MSD）について、薬事法上の新薬の定義に該当しないとの
理由で新製剤医薬品の特許登載を拒否する判決を下したが、米国型パテ
ントリンケージ制度が導入されている米国、カナダ、韓国、中国のいず
れもそのような制限はなく、国際的にみて異様である。

継続 ・新剤形、新用量、新規格、および
新規有効成分を含有しない新規配合
剤についてもパテントリンケージ制
度の対象とする運用にして戴きた
い。現行法はそのような解釈をせざ
るを得ないのであれば、法改正を要
望する。

・台湾薬事法 第1章 第7
条、第4章 第48条の3
・最高行政法院111年度上
字第531號判決(2023年11月
23日)
https://judgment.judicial.gov.
tw/FJUD/data.aspx?
ty=JD&id=TPAA%2c111%2
c%e4%b8%8a%2c531%2c
20231123%2c1
・最高行政法院111年度上
字第532號判決(2023年11月
23日)
https://judgment.judicial.gov.
tw/FJUD/data.aspx?
ty=JD&id=TPAA%2c111%2
c%e4%b8%8a%2c532%2c
20231123%2c1
・最高行政法院112年度上
字第165號判決(2023年11月
30日)
https://judgment.judicial.gov.
tw/FJUD/data.aspx?
ty=JD&id=TPAA%2c112%2
c%e4%b8%8a%2c165%2c
20231130%2c1
・最高行政法院112年度上
字第110號判決(2023年12月
7日)
https://judgment.judicial.gov.
tw/FJUD/data.aspx?
ty=JD&id=TPAA%2c112%2
c%e4%b8%8a%2c110%2c
20231207%2c1

9. 工業規格・基準・安全認証

1 日鉄連 適合性評価手
続き

・2013年8月8日、標準検験局（BSMI）が溶融亜鉛めっき鋼板/コイルに
対する適合性評価手続きを導入する旨、WTO TBT通報。
－2013年12月25日、BSMIが上記品目に対する適合性評価手続きを2014
年3月1日より導入する旨、官報ドラフトを公布（中国語のみ）。なお、
①再輸出向け、②自動車/自動二輪用は適用除外。
－2014年5月28日、BSMIが本適合性評価手続きの導入を廃止する旨、官

継続 ・措置導入の見合わせ。
・適切な適用除外規定の設置。

・商品検査法
・商品検査登録法
・経済部標準検験局公告 経
標三字第10930003340号
・経済部標準検験局公告 経
標三字第10930006350号
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報告示（今後の導入については当局が業界関係者と協議、検討中）。
－2018年6月14日、BSMIが熱延H形鋼に対する適合性評価手続きを2019
年7月1日より導入する旨、官報公示。
－2019年7月1日、BSMIが熱延H形鋼に対する適合性評価手続きを導入。
－2020年7月16日、BSMIが溶融亜鉛めっき鋼管に対する適合性評価手続
きを2021年7月1日より導入する制定予告の旨、官報公示。
－2020年11月25日、BSMIが溶融亜鉛めっき鋼管に対する適合性評価手続
きを2021年7月1日より実施する旨、官報公示。
－2021年6月30日、BSMIがコロナ禍の影響を考慮し、溶融亜鉛めっき鋼
管に対する強制検査の関連検査規定（2020年11月告示）を修正。（当該
製品HSの変更、22年1月1日からの検査実施への変更、検証実施日前に商
品検証登録証証書を取得した場合の証書の有効期間を2022年1月1日から
2024年12月31日までとする。）

・經濟部標準檢驗局公告 経
標三字第11000042043号

2 医機連 製造許可
(QSD)審査の
厳格

・医療機器製造許可審査の簡素化の条件として独立行政法人医薬品医療
機器総合機構（PMDA）または台湾の公認認証機関（RCB）が発行した
QMS調査結果報告書とQMS適合証明書（基準適合証）の提出となってい
るが、QMS調査結果報告書は基準適合証で調査免除となることから報告
書を得られるケースがほとんどなく、基準適合証は調査を行った品目の
記載と製造許可（QSD）のスコープが合わず、複雑な日本の規制を説明
することになり、非常に手間が掛かるため、簡素化を選択することがで
きない。

継続 ・簡素化条件の緩和。 ・医療機器管理法

3 JEITA SDSフォーマ
ットの不統一

・台湾と日本のSDS（安全データシート）フォーマットが異なるため、
台湾における工場安全審査の際に指摘を受けた。

継続 ・日本と台湾のSDSフォーマートを
一致させて頂きたい。

・危害性化學品標示及通識
規則
https://law.moj.gov.tw/LawCl
ass/LawAll.aspx?
pcode=N0060054

4 製薬協 製剤化・包装
工程の製造所
登録の制限

・現行制度では、1製品につき製剤化工程の製造所が1か所しか登録が出
来ず、安定供給のためのバックアップ体制を整備することが出来ない。
（切り替えは許容されるが、サイト追加は不可）
一方で、原薬の製造所は複数登録が可能である。

継続 ・製剤化、包装工程の製造所追加が
可能となるよう、緩和をして頂きた
い。

・薬品査験登記審査準則上
記規制には、①原薬につい
てはサイト追加・変更につ
いて記載、②製剤について
は変更のみが記載されてお
り、製剤については追加で
きる記載となっていない。
2015年より、生物製剤等は
複数箇所の製造所登録が可
能。一方で、2020年11月
17日のT-FDAとのmeeting
materialおよびminutesで、
低分子医薬品は複数サイト
の登録は認められない旨、
記録があるとのこと。

5 製薬協 製剤証明書提
出の厳格

・米国における製剤証明書（CPP：Certificate of Pharmaceutical
Product）発行方針が変更され、CPPが発行されるためには既存製品でも

継続 ・FSC(自由販売証明書)などの提出
によるCPP提出(特にUS)の代替え資

・藥品查驗登記審查準則第
38條
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

US国内での製造である必要がある。一方で、グローバルサプライチェー
ンの最適化の過程では、US国外での製造所を選定する場合もあり、US-
CPPの入手で問題となるケースがある。変更申請やライセンス更新など
の際にCPPが必要となるが、代替の書類で受け入れられるようになれ
ば、ビジネスとしての障壁が低くなる。

料の受け入れを検討して頂きたい。

6 日農工 電波認証規制
の不明確

・自動直進機能など日本国内では明確になっている電波法が台湾では管
轄部局がわからず、試験を行うにもできない状態になっている。

新規 ・電波認証規制の明確化。
・乗用車でも農業機械でもワンスト
ップで相談できる行政窓口を設置し
て欲しい。

・電波法

16. 地域紛争に起因する問題

1 電機工 地政学的リス
ク

・調達品の多くを中国・台湾等の東アジアから輸入しているため、地政
学的なサプライチェーンリスクを抱えている。

継続

99. その他

1 JEITA 公共料金の上
昇

・中国進出台湾企業の台湾回帰投資、TSMC工場の拡張により電力消費量
の大幅増加と世界的にガス価格の高騰などの原因で、今後電力不足や電
気料金値上げの可能性が高くなる。

継続

2 日機輸 物価上昇によ
る弊害

・世界的な原材料価格及び輸送費の高騰などによるサプライチェーンへ
の影響は、台湾国内社会インフラ関連案件での請負業者のコストオーバ
ーラン、工期遅延などの問題を引き起こしている。

継続 ・2020年以降の公共工程委員会の通
達によると、物価変動による価格調
整の範囲が資機材に限定されてお
り、適用範囲の拡大の検討をお願い
したい。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

1. 外資への諸規制・障壁（参入規制、撤退規制、優遇政策縮小、利益回収等）

1 日鉄連 外資マジョリ
ティ出資規制

・鉄鋼業においては「鉄鋼産業発展政策」により外資の出資が50％まで
しか認められていない。

継続 ・規制の撤廃。 ・鉄鋼産業発展政策

2 日機輸 外商投資法の
規定、運用の
曖昧

・2020年1月1日から「外商投資法」「外商投資法実施条例」および最高
人民法院による「外商投資法の若干問題に関する解釈」が施行されてい
る。
外商投資法の抽象的な規定がある程度条例等で具体化されているもの
の、今後さらなる関連規定や細則等の制定も想定される。

継続 ・(貿易・投資円滑化ビジネス協議会
へのリクエスト)
今後は、外商投資法の運用動向に目
を配っていただき、中国における既
存の日系現地法人及びこれから日本
から中国に進出する日本企業に関す
る有益な情報を随時にご教示頂きた
い。

・外商投資法

3 自動部品 投資案件への
補助金制約

・国務院令783号にて、競争法の観点から「2024年8月1日以降、特定の
事業者に対して、税制上の優遇措置または選択的で差別化された金銭的
優遇措置または補助金を付与してはならない」となり、認可済みの補助
金への影響や今後の投資案件での補助金が不透明となっている。

新規 ・本発令の実運用について明確化し
て頂きたい。(i.e., 過去に地方政府と
合意した補助金支給への影響)

・中華人民共和国国務院令
(第783号)
・公平竞争审查条例_2024
年第18号国务院公报_中国
政府网

4 日鉄連 外資優遇税恩
典の廃止

・2010年12月1日、外資系投資企業、外資企業、外国人に対する「都市維
持建設税」と「教育費付加」の徴収を開始。
外貨獲得、外資誘致の一環として国内企業よりも優遇的な税制が適用さ
れていたが、年を追って優遇税制が廃止され（2006年に土地使用税の優
遇撤廃、2008年に企業所得税の優遇撤廃、2009年に不動産税の優遇撤
廃）、今回の優遇撤廃により、外資企業への優遇税制は全廃された。

継続 ・外資優遇を撤廃する一方で、自国
企業への不公平な優遇（政府調達、
補助金交付等）を行わないよう要
望。

・国務院 内外資本企業及び
個人に対する都市維持建設
税、教育費付加制度に関す
る通知(国発[2010]35号)

5 日機輸 法人格による
ハイテク企業
の認定

・現在の政策は、ハイテク企業の認定は単体法人が申請対象になってい
る。認定条件のうち、研究開発従業員人数及び研究開発費用は一定の比
率を満たす必要があるが、研究開発機能が独立法人の場合は、認定条件
を満たせないことになる。

継続 ・申請対象の拡大（単体法人⇒グル
ープ）、人数＆費用の配賦も認め
る。
・認定条件を緩和するようルールを
改定して欲しい。

・ハイテク企業認定ガイド
ライン－科学技術局

6 印刷機械 会社法改訂に
よる出資額払
込期限の明確
化

・2023年12月29日、第14回全国人民代表大会常務委員会第七回会議は新
改訂の会社法を可決し、2024年7月1日より施行する。
全株主が引き受けた出資額は株主が会社定款の規定に従って会社成立か
ら5年以内に払い込むことを明確にしたことである。また、新会社法施行
前に既に登記設立した会社の出資期限が本法に規定する期限を超える場
合、法律、行政法規または国務院に別途規定がある場合を除き、本法に
規定する期限以内に逐次調整しなければならないと規定している。

継続 ・会社成立から10年以内と払い込み
期間の延長。
・新会社法施行前に既に登記設立し
た会社の出資期限も同様。

・会社法「第四十七条　有
限责任公司的注册资本为在
公司登记机关登记的全体股
东认缴的出资额。全体股东
认缴的出资额由股东按照公
司章程的规定自公司成立之
日起五年内缴足。」
https://www.jetro.go.jp/ext_i
mages/world/asia/cn/law/pdf
/invest_080_rev.pdf

7 日機輸 新公司法に従
業員董事に関

・新公司法第68条、従業員の人数が300名以上の有限責任会社には、法に
より監事会を設置し、且つその中に従業員がいる場合を除き、その董事
会の構成員には従業員が含まれなければならない。然し、従業員設置の

新規 ・法律の規定の解釈や実行の細則な
どを制定して欲しい。

・新公司法
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

する実施細則
未発行

実施細則はない。
例：
①「従業員が300 人以上」という要件の確定方法（人数の計算時点・方
法について）
②従業員董事の選任条件　などについては不明

8 日機輸 消費品以旧換
新政策の運用
条件

・消費品以旧換新政策（条件を満たした車、家電の購入に対する、国家
財政より消費者に補助金を支給）は、販促に対する効果は大、しかし販
社法人所在省内消費者の購買（当社の場合は浙江省）のみが対象となっ
ており、外省消費者の購買に、補助金が出ない。

新規 ・消費者所在地域などの条件を付け
ずに、政策を運用することを期待。

・消費品以旧换新行動方案

9 時計協 銀行保証金制
度の一律適用

・従来は時計部品メーカーで制限品を扱っている会社でも比較的小規模
企業に対してのみ保証金を積むよう求められ、大規模メーカーは保証金
免除と優遇されていたが、2007年8月以降全ての時計部品メーカーに一律
に保証金を求めるようにルールが変わった。

継続 ・保証金制度の廃止。 ・2007年7月23日付で発布
された海関総署公告2007年
第44号

10 日鉄連 銀行保証金台
帳制度の適用

・1999年10月1日、加工貿易に従事する企業の自律的な遵法精神を高め、
保税貨物の横流し（密輸）を防止する為に企業をA、B、C、Dに審査区分
し、Aを除くB、C区分企業が鉄鋼（電磁鋼板を除く）を含む11の制限品
目を保税輸入する際に銀行保証金台帳制度の実転（保証金を積む）を義
務付けた。
熱・冷・表面処理鋼板が対象で、B、Cに区分された企業の保証金負担は
深刻。陳情の末に負担を軽減するべく、保証金半額化､担保差し入れ、
EGの除外等が行われた。
保証金半額化は2000年5月、EGの除外は2000年7月以降も実施され、
2004年も継続。
2007年8月23日、銀行保証金台帳制度について東部地区（北京市、天津
市、上海市、遼寧省、河北省、山東省、江蘇省、浙江省、福建省、広東
省）と中西部地区での適用に差を設け、中西部地区への加工貿易企業の
進出を促すこととした。具体的にはA類企業制限類について東部で空転→
実転（50％）、B類企業制限類について中西部で実転（50％）→空転と
変更された。
2008年12月1日、景気悪化に伴い、キャッシュフローの改善を通じて、加
工貿易企業を支援するため、A類企業の制限類は空転（保証金積み立て免
除）へと変更された。

継続

11 日機輸 保税加工貿易
(手冊、保税部
材)の運用ルー
ルの不統一

・保税加工貿易（手冊、保税部材）について、各地の運用ルールにばら
つきがあり、会社として統一的な運用・管理規則が立てられなく、運用
ミスの防ぎが困難となり、長期的に一元化されることを要望する。
－深加工結転（二次加工された生産用部材を輸出入する行為）、にて完
成品を販売する場合の国内調達部材の増値税控除基準が地域によって違
う（認められないケースが多いが、一部では認められるケースもあると
聞く）等。
－政府主導の「金関二期」導入により徐々に改善されているものの、電
子手冊使用時の備案後核銷（消込）前の通関BOM情報の修正申告に対す
る対応の違い（修正申告が認められるケースもあれば、認められないケ
ースもある）。

継続 ・税関内部にて各地方税関の保税加
工貿易に関しての管理ルールを統一
するプロジェクトもしくは監査制度
を推進する。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

12 時計協 保税区におけ
る外国企業へ
の増値税賦課

・外国企業及び保税区域外企業に、保税倉庫物流サービスに対する増値
税（倉庫賃借・運送の税率：11％）を課している。

継続 ・保税区域における増値税撤廃。

13 日鉄連 加工貿易制限
の強化

・2015年11月25日、商務部が貿易の安定成長を維持し、輸出入商品の構
造調整を図るため、加工貿易制限類目録の調整を公告。税関は、企業の
信用状況に基づき、高級認証企業、一般認証企業、一般信用企業、信用
喪失企業の認定を行う。

継続 ・規制の撤廃。 ・商務部税関総署公告2015
年第63号

14 日鉄連 加工貿易にお
ける保税措置
の撤廃

・2014年7月2日、財政部税関総署が78品目の鉄鋼製品に対する保税措置
の撤廃を公告。
2014年8月28日、実施につき、保税政策の移行期間が2014年末まで延長
され、2015年1月1日より廃止。

継続 ・保税措置の延長。

15 自動部品 撤退規制 ・現地進出時に受けた優遇措置が撤退時に障害となり、撤退プロセスが
複雑になる。

継続

16 医機連 国産化要請 ・医療機器において国産製造品限定の入札が急増している。また、国産
メーカーに対しての登録期間等は優遇されている。

継続 ・医療の質が低下しているので業界
団体を通じての申し入れ。

17 医機連 国産優遇政策 ・入札において輸入品が排除される。 継続 ・国産／輸入を区別しない国際調達
制度の導入。

18 日機輸 複合機の国産
化要求

・中国政府が日本を含めた外国オフィス機器メーカーに対し、複合機な
どの設計や製造の全工程を中国国内で行うよう定める「事務設備情報セ
キュリティ」の国家標準規制改訂を導入する方針である。複合機技術の
技術移転を狙った規制であるとも報道されている。
TBT協定、中国のWTOの加盟議定書、RCEPの公定書関係の経済安全保
障の観点からも問題があり、ワールドワイドで複合機事業の権益を厳し
く棄損する懸念があったものの2023年末に要件はほぼ確定され、内容は
緩和された。しかしながら、今後も承認の動向や規制の整備状況を注視
する必要がある。

継続 ・規制の撤廃、または要件の緩和が
望まれる。

・情報安全技術 事務設備安
全規範(事務設備情報セキ
ュリティ)

19 医機連 国産優遇によ
る公平な競争
の阻害

・輸入品は国産品同様に一般的な購入対象として扱われず、機能の特殊
性が認められた場合のみ選定のテーブルに乗れる状況に変化してきた。
その為、購入対象となる台数が減少する傾向にある。
2024年中華人民共和国財政部より『政府調達分野における国産品の基準
及び実施政策に関する事項に関する通知（意見募集稿)』が発出された。
国産品基準の定めに厳しい要求が出されており、当該規制は輸入と国内
企業にも大きな影響を与える。

継続 ・日本製医療機器、特に中国製で直
接の機能・性能代替が叶わない製品
についての国産化推進戦略関連法規
の適用除外。
・企業の意見をしっかりと聞き取
り、輸入品と国産品の平等、透明、
合理的な市場競争環境をさらに強化
し、企業の発展を促進して欲しい。

・政府調達法(改正草案)
・政府調達分野における国
産品の基準及び実施政策に
関する事項に関する通知
(意見募集稿)

20 医機連 輸入製品の入
札制限

・入札時に輸入製品の購入必要性等の論証/審査が必要になるケースが多
いため、輸入製品の販売に関する影響が大きい。

継続 ・国産／輸入を区別しない国際調達
制度の導入。

・医療機器監督管理条例

21 日鉄連 WTO約束の流
通業自由化の
未実施

・中国のWTO加盟時の「約束」に関するうち、「（国内）流通業の自由
化」（外資の出資制限の廃止、地域制限・出資者資格要件の東南アジア
の廃止）については、2004年6月に「外商投資商業分野管理法」が施行さ

継続 ・実施細則の制定による実質的な開
放。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

れ、表向きは「開放」されたように見えるが、実施細則が規定されてお
らず、事実上閉鎖されたまま。

2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 時計協 高輸入関税 ・ウオッチ、クロックに関し、輸入税、付加価値税（増値税）等の税制
により、採算が確保しにくくなっている。RCEPが施行されたものの、譲
許率は10年〜20年かけての段階的撤廃が多い。
RCEPにおいて、アナログクォーツウオッチムーブメントの関税は、
16％のまま低減の予定は全く無い。
－ウオッチ完成品：8〜15％（持ち帰り品の高級時計は60%）
－ウオッチムーブメント：10〜16％
－クロック完成品：10〜15％
－クロックムーブメント：16％

継続 ・関税の低減および撤廃。 ・関税規則
・条例

2 印刷機械 高輸入関税 ・欧州の機械は日本の機械と比べて関税が低く、さらに当社の最大の競
合先はFTAにより関税がゼロになっている。

継続 ・すぐに中国側の関税を下げてもら
いたい。

3 自動部品 製造ノウハウ
の関税課税

・中国子会社が日本の親会社から輸入する部材の価格に、日本の親会社
へ支払っている製造ノウハウライセンスのロイヤルティを加算。ノウハ
ウは輸入部材とは関係がない。

継続 ・国際標準に従った関税評価ルール
運用の徹底。

4 日機輸 関税分類の不
統一・不明確

・日本と中国のHSコードの分類は一致しておらず（前の6位は違う）、
RCEPの特恵関税を享受できない結果となっている。具体的に言えば、当
社事業場が直面した課題は、中日両国の税関が化学工業材料、電子部品
が専用部品に属するか、それとも通用部品に属するかHSコードの分類に
異なる判定をしていることである。
また、①特殊業務：例えば、国内販売の税金追納、特許権使用料のRCEP
の使用については政策が不明確で、各地税関の実際要求も相違がある。
②中継貨物について、全過程の連絡輸送伝票、未加工証明に対する要求
が不明確で各地の認定に差異がある。一部の事業場が特恵関税を享受で
きない。

継続 ・中日両国のHSコード分類の相違に
対し、両国税関がコミュニケーショ
ン、協調体制を構築し、企業の実際
業務における困難を解決し、企業が
RCEP減税の優遇を真に享受できる
ように要望する。

・RCEP協定

5 医機連 関税分類の不
統一・不明確

・過去に輸出入実績のある貨物の輸出入品目分類（HSコード）に関し
て、企業から税関に相談をおこなえるシステムがない。
「中華人民共和国税関事前教示管理暫定弁法」（税関総署第236号令）
は、その貨物を初めて輸出入する前に、税関が申請者の申請に応じて輸
出入に関連する税関実務について事前教示を行うケースに適用される。
しかし第十四条によれば、事前教示について既に輸出入された実績のあ
る貨物に対しては範疇外である。輸出入実績がある貨物に対して、事後
に税関によってHSコードの申告ミス、不一致に起因する税金の未納等の
問題を指摘されるケースがあり、企業と税関に時間的、経済的損失をも
たらしている。

継続 ・税関がHSコード分類の参考用APP
を発布して、企業がHSコードを簡易
に確認し、通関コンプライアンスを
高められるようにして欲しい。
① 税関よりHSコード分類APPなど
公式見解を発布。
② HSコードの判定基準の全国統一
化。
③ 既に輸出入実績のある貨物につい
て、企業が申告したHSコードと税関
が最終的に認定したHSコードが一致
しない場合であっても、故意の誤り
ではないと税関側が認定したケース
では追徴される税金の減免。

・中華人民共和国海関事前
教示管理暫行弁法(税関総
署令第236号)第十四条
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6 自動部品 関税分類の不
統一・恣意性

・担当官によりHS コードの解釈が異なる。
また、担当官が使用するHSコードの全桁数の公開情報が無く、担当官の
判断により適用区分が異なる判定をされることがある。

継続 ・HSコード判定基準の統一化。
・判断基準の情報公開。

7 日鉄連 関税分類の不
統一・恣意性

・現在中国に輸入される無方向性電磁鋼板は、シリコン含有量0.6%未満
の汎用グレードが大半を占めるが、この品種の通関コード(HS CODE)の
認定が各地税関で不統一。これに起因して、関税の地域的不平等、通関
処理の遅れ、日本からの船積み書類の緊急訂正など多々問題あり。ま
た、再輸出加工手帳（保税手帳）に基づく異地通関の際や加工後製品の
手帳消し込み処理などでも、CODE認定不一致に起因する税関でのトラ
ブルが散発している。

継続 ・当品種に対する通関コード認定の
統一。

8 日鉄連 関税評価ルー
ル運用の不透
明

・税関より輸入通関材の価額が低すぎるとして、税関が把握している平
均価額との差額分の関税を追加徴税しようとする動きが散発的にあり。
正式な徴税通知で無く、一般的に口頭で行われるため、強制力はなく、
ルール違反を問うことは難しいものの、輸入者にとり税関対応に大きな
負担となっている。

継続 ・運用の透明化。

9 日機輸 関税と移転価
格税制の相反

・税関による輸入品の移転価格（輸入価格）に関する調査が実施されて
いるが、税務局の移転価格調査と観点が相反しており、両方の要求を満
たすことは困難である。
税関：輸入品の利益水準が高い場合には、輸入価格が低いとして輸入関
税及び増値税が課される。
税務局：輸入品の利益水準が低い場合には、移転価格に問題があるとし
て法人税が課される。

継続 ・輸入品の移転価格に関わる取り扱
いにつき、税関と税務局の間で整合
した運用を望む。

・中華人民共和国海関進出
口貨物完税価格方法

10 日鉄連 高い輸出税の
賦課・引上げ

・中国からの原料等の輸出にあたり、輸出税や暫定輸出税率が賦課され
ており、マーケット上昇の要因となっている。
国務院関税税則委員会が2011年の関税実施方案を発表、レアアース含有
量の高いフェロアロイの一部について、HS細分化と併せて暫定税率を従
来の20％から25％に引き上げ。
2010年12月2日、国務院関税税則委員会が2011年の関税実施方案を発
表。ネオジムフェロボロンの一部(7202.99.11)を0％から20％に引き上
げ。

継続 ・原材料に対する輸出抑制策の緩
和。

・国務院関税税則委員会関
税実施方案的通知

11 日鉄連 高い輸出税の
賦課・引上げ

（改善）
・2011年12月14日、コークスの輸出暫定税率撤廃（2704.0010、
40％→0%）。
・2012年1月1日、（コークス40%→0%、金属マンガン20%→0%、等）
・2013年1月から一部品目について関税撤廃。

継続

12 日鉄連 高い輸出税の
賦課・引上げ

（改善）
・2016年1月1日、銑鉄（輸出税率）25%→20%
・2017年1月1日、フェロアロイ一部（輸出（暫定）税率）25%→20%、
20%→15%、（フェロニッケル 20%→0%）、
銑鉄、非合金半製品　20%→15%
合金半製品　15%→10%
・2018年1月1日、フェロアロイ一部（輸出（暫定）税率）15%→10%

継続
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・直接還元鉄、非合金半製品15%→10%（非合金半製品一部　
15%→5%）
非合金棒鋼、非合金線材一部15%→0%
ステンレス半製品、ステンレス厚板・薄板一部、その他合金半製品
10%→5%
・2019年1月1日、フェロアロイの一部、直接還元鉄、非合金鋼・ステン
レス鋼・合金鋼半製品、ステンレス熱延鋼板類の一部の輸出税が0%に。
・2019年1月1日、石炭（一般炭・原料炭・無煙炭）について関税撤廃
（3%→0%）。
・2021年5月1日、銑鉄、スクラップ等の輸入暫定税率を0％、フェロシリ
コン、クロム、高純度銑鉄等の輸出税率を引き上げ。

13 日鉄連 アンチダンピ
ング提訴の濫
用

・2015年5月27日、武漢鋼鉄、宝山鋼鉄が国内産業を代表して日本、韓
国、EU製の方向性電磁鋼板を提訴。
－2015年7月23日、商務部がアンチダンピング調査を開始する旨、官報告
示。
－2016年4月1日、商務部が日本、韓国、EU製の方向性電磁鋼板に対し、
クロの仮決定。
－2016年7月23日、商務部が日本、韓国、EU製の方向性電磁鋼板に対
し、クロの最終決定。
－2021年7月23日、商務部がサンセット調査を開始する旨、官報告示。
－2022年7月22日、商務部がサンセットレビュー調査で、日本、韓国、
EUに対して5年間の措置延長を最終決定。

変更 ・日本に対する措置の撤廃。 ・商務部公告2015年第23号
・商務部公告2016年第10号
・商務部公告2016年第33号
・商務部公告2022年第22号

14 日鉄連 アンチダンピ
ング提訴の濫
用

・2018年7月23日、太原鋼鉄が日本、韓国、インドネシア、EU製のステ
ンレスビレット及びステンレス熱延鋼板・コイルに対するアンチダンピ
ング調査を開始。
・2019年3月22日、商務部が日本、韓国、インドネシア、EU製のステン
レスビレット及びステンレス熱延鋼板・コイルに対し、クロの仮決定。
・2019年7月22日、商務部が日本、韓国、インドネシア、EU製のステン
レスビレット及びステンレス熱延鋼板・コイルに対し、クロの最終決
定。
・2021年6月11日、日本政府がWTO協定に基づく二国間協議を要請
・2021年9月27日、パネル設置（DS601）
・2022年6月27日、WTOパネルがDS601最終報告書を2023年第1四半期
に公表する予定の旨通知。
・2023年4月13日、日本と中国がDS601に係るDSU第25条に基づく仲裁
手続きに合意したことがDSBより回覧。
・2023年6月19日、中国がWTO上級委へ上訴せず、パネルの最終報告書
がWTOより公表。
・2023年7月28日、WTO紛争解決機関(DSB)会合において、パネル報告書
が採択され、パネル認定・中国に対する措置の是正勧告が確定。
・2023年11月9日、中国商務部が本アンチダンピング措置の再調査を行う
旨、公示。
・2024年5月8日、中国商務部が再調査の結果、日本を含む4カ国・地域に
対する措置を継続する旨の最終決定を公示。
・2024年7月23日、中国商務部が韓国、インドネシア、EUに対するサン

変更 ・商務部公告2018年第62号
・商務部公告2019年第9号
・商務部公告2019年第31号
・WT/DS601/4
・商務部公告2024年第30号
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セットレビュー調査開始を公告。日本は含まれていなかったことから、
措置期限である7月22日経過により、日本に対するアンチダンピング措置
が終了。

15 日機輸 米国政権の関
税政策による
米中貿易摩擦
の激化・高率
関税賦課

・米国が発動した通商法301条への報復措置として、中国側でも米国から
の輸入品に対し報復関税として追加関税が賦課され、中国現地法人の収
益への影響が継続している。サプライチェーン見直し等の対策も容易で
はなく、事業競争力の低下を懸念。

継続 ・追加関税措置撤廃。
・日本企業への影響を抑えるべく、
調整・交渉をお願いしたい。

16 日機輸 米国政権の関
税政策による
米中貿易摩擦
の激化・高率
関税賦課

・トランプの2度目の米国大統領就任で、米中貿易衝突が激化する可能性
が高く、さらに相互に高額関税を課し、輸出入のコストが大幅に増加
し、正常な輸出入業務に影響を与える可能性がある。

新規 ・両方政府の話し合いおよび合意に
よって高額関税の賦課を回避し、正
常な貿易を維持するよう希望する。

・通商法301条-米国
・米国原産の輸入品に対し
て、関税賦課に関する国務
省関税税則委員会の公告-
中国

17 印刷機械 米国政権の関
税政策による
米中貿易摩擦
の激化・高率
関税賦課

・現在、25%の関税がかかっており、利益を圧迫している。さらに米国
新大統領方針では、更なる上乗せの懸念あり。

継続

18 日機輸 原産地判断の
不統一

・前工程と後工程の異なる商品を海外から輸入する場合に、外装箱もし
くはそのラベルに明記されている原産地が、輸入国での原産地決定規則
に一致せず通関にトラブルが生じること。原産地決定基準はHSコード基
準、付加価値基準等複数存在するため、上記半導体の場合に判断基準に
よっては前工程が原産地になることもあれば、後工程が原産地になるこ
ともある状況。なお前工程（の発生した国）と後工程（の発生した国）
の両方を外装箱もしくはそのラベルに明記する方法、あるいは原産地を
記載しない方法も存在するが、国や地域によっては（少なくとも中国に
おいては）このような形を認めないケースも存在。

継続 ・前工程と後工程が異なる商品を海
外に出荷する場合は、事前に輸入国
における原産地決定基準を理解し正
しい原産地を外装箱もしくはそのラ
ベルに明記する。

19 印刷機械 原産地証明書
発給申請のた
めの資料取
得・準備の難
しさ

・中国の大手企業との取引においてEPAでの取引を要求された。しかし
弊社のような150名足らずの中小企業においては、ほぼ一品生産品のよう
な機械の原産地証明の発給を受けるのは非常に難しい。（協力会社での
製作部品が多く協力会社から発給のための基準を証明する資料を得るの
が困難である。）

継続

20 印刷機械 原産地証明書
発給申請のた
めの資料取
得・準備の難
しさ

・輸出先企業より弊社機械のRCEP取得要求があり苦戦したが、日印機工
殿や外部コンサル会社に協力を仰ぎ取得できた。

新規
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21 日機輸 中国における
RCEP(地域的
な包括的経済
連携協定)関税
譲許スケジュ
ール

・2022年よりRCEP（地域的な包括的経済連携協定）が発効されたが、
中国は対日本産品、日本は対中国産品に対してRCEP対象外や関税撤廃の
対象外となっている品目が多い｡
また､関税撤廃（引き下げ）スケジュールが10年超を超える品目が多い。

継続 ・5年毎の協定見直しの枠組の中で､
特にカメラ用レンズを中心にRCEP
の対象品目及び、関税撤廃(引き下
げ)スケジュールの見直しを実施して
頂きたい。

・中国の対日譲許税率
Section C For Japan：
https://www.mofa.go.jp/files/
100129146.pdf

22 自動部品 RCEPの利用
時の通関申告
書の項目上限

・弊社現地法人から、中国では通関申告書は上限50項目であるため、
RCEPのCOOに記載する項目も、上限を50項目とし、50項目を超えた場
合、2通目のCOOを発行してい欲しいと要求を受けている。この要求に対
応した場合、発行手数料と事務工数が増加する。

新規 ・50項目制限の廃止。(他の協定に
は無いため)

23 日機輸 年度HSコード
の急な変更と
即時発効

・年度HSコードの変更が行われているが、発表も実行も1月1日となって
いる。変更されるHSコードの確認と税関への登録が間に合わない場合が
発生している。

継続 ・HSコードの変更発表を実行の1週
間前にして頂きたい。

24 印刷機械 輸入通関手続
の煩雑・遅
延・不透明

・提出する通関資料の項目が多く、輸出品目の写真、使用用途、材質な
どかなりの詳細事項の提出を求められる。

継続 ・提出を求められる事項が少なくな
れば助かる。

25 自動部品 輸入通関手続
の煩雑・遅
延・不透明

・申告価額が低いとの指摘により書類差し替えを求められることがあ
る。

継続 ・相当価額を記載しているにもかか
わらず指摘される。判断基準が不
明。

26 自動部品 輸入通関手続
の煩雑・遅
延・不透明

・HSコードの適用判別に時間がかかることがある。 継続 ・判断基準の統一。

27 自動部品 輸入通関手続
の煩雑・遅
延・不透明

・輸入許可内容が変更になった場合、税関はネットで公布しているが、
常にネットを確認しないと変更内容を把握できない。

継続 ・変更内容が税関ネットの1ページ
目で見て把握しやすくして欲しい。

28 時計協 輸入通関手続
の煩雑・遅
延・不透明

・ワニ革の時計バンドを輸出する際には、日本でワシントン条約
（CITES）に基づく輸出許可を取る必要があるのに加え、更に輸入業者
が輸入許可を取る必要があり、時間と手間がかかる。

継続 ・輸出側の許可だけで輸入できるよ
うにして欲しい。

・ワシントン条約

29 日機輸 輸入通関手続
の煩雑・遅
延・不透明

・一つのパッキングリストに複数の原産地証明書があり、その上、一つ
の原産地証明書に数百品番がある。輸入通関申告時に人手で原産地証明
書の品番を『電子口岸』というシステムに入力する必要がある。かなり
手間がかかり、入力ミスも出やすい。それによって通関効率が下がり、
通関費用（人件費）が高い。

継続 ・中国と日本の間に原産地証明の電
子データ交換の早期実現を期待して
いる。

・区域全面経済パートナー
関係協定（RCEP）の第三
章 原産地規則

30 日機輸 輸入通関手続
の煩雑・遅
延・不透明

・免税通関の回数が居留証取得後の通関となるため、引き取りに時間が
かかる。また、一部の地域については簡易通関ができないため荷物受取
までに時間がかかる。

継続 ・通関の迅速化をして頂きたい。
・中国全土での航空簡易通関をして
頂きたい。

31 時計協 一時輸入手続
きの煩雑・遅
延

・中国は、物品の一時輸入のための通関手帳に関する通関条約（ATA条
約）の展覧会条約に加え、2019年に商品見本条約にも加盟したことによ
り、ATAカルネ通関による商品見本の用途制限は無くなった。一部におい

変更 ・大規模な展示会以外の商談用サン
プルも、条約どおりの通関を望む。
・また、現地側でのカルネ通関手続
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

て大規模展示会以外の商品見本のカルネ通関が認められた例はあるもの
の、依然として大規模展示会以外の商品見本についてはカルネ通関が認
められないケースがあり、高額の関税が課せられる。

きに多くの時間が割かれるため（3
週間前後）、手続き期間の短縮化を
望む。

32 日機輸 国際郵便荷物
の輸入通関手
続の煩雑

・中国/華南地区での国際郵便荷物輸入事情が他都市と異なり許可されに
くい。また、必要とされる通関書類を税関へ提出しても許可が下りず、
またその要因も開示されない。

継続 ・左記の制限を緩和して頂きたい。

33 印刷機械 現地輸入手続
き資料の重い
負担

・オリジナルのインボイス・パッキングリスト(＋サイン＆捺印)を複数枚
別途送る必要があり、時間と手間が掛かる。

継続 ・オリジナルのインボイス・パッキ
ングリストの不必要を希望する。

34 JEITA 電池輸送の輸
出仕向地によ
り異なる書類

・弊社では香港から電池輸出を行っているが、輸出仕向地によって求め
られる書類等が異なり煩雑なため、統一して頂きたい（例：UNレポート
のみ）。
中国：「貨物輸送条件鑑定書(=Certification for Safe Transport of Chemical
Goods」の提示が要求される。

継続 ・「貨物輸送条件鑑定書」は海上輸
送用・空輸用でそれぞれの取得が必
要、かつ有効期限も1年間のため省
略したい。

・中国法令に基づく

35 JEITA 通関申告期間
の厳格

・税関は、荷受人に荷物の空港への到着から、48時間或いは72時間以内
に通関申告をすることを求める。週末や長期休暇中には、時間内に申告
できないことも多い。もし、所定の時間以内に通関申告できなかった場
合、説明資料の提出が必要となることがあり、税関が説明を受け入れな
いときは、貨物を返送しなければならない。そのため物流担当は常に残
業や休日労働をして間に合わせている状況である。

継続 ・週末や長期休暇など対応できない
状況を配慮し、柔軟に対応して頂き
たい。

36 日機輸 預裁定制度申
請の却下

・税関商品分類の預裁定制度（事前教示制度）があるが、企業が迷った
時分類の預裁定の申請を行うと、税関より各種の理由でよく却下され
る。
一方で、企業が商品分類を間違えた場合は、追加課税や行政処罰をされ
る可能性がある。

継続 ・税関の商品分類預裁定業務を改善
して商品分類精度向上と企業リスク
の低減をサポートして欲しい。

・中華人民共和国税関事前
裁定管理暫定弁法

37 日機輸 税関検査の長
期化

・イオン電池の輸入に対して、属地税関よりサンプリングして検査を実
施します。税関の検査対応部門の業務量が多くて、検査の順番を待つ必
要があるので、お待ち時間と検査時間含めて約1ヶ月かかります。又、検
査結果が出る前に使用が禁止されるので、供給や出荷納期に大きなリス
クが存在。

継続 ・税関から認証取得したAEO企業と
して、サンプル抽出率を下げること
が可能か、或いはエクスプレスウェ
イ対応ができるか交渉して欲しい。
・同じ品番、同じメーカーからの電
池であれば、一度サンプリングして
合格したら、有効期間1年以内にサ
ンプルの再送付し検査することを免
除し、直接通関できるように交渉し
て欲しい。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

38 医機連 検査検疫実
施・要領の不
透明

・税関法規に検査検疫の実施期限と申告の際の具体的な要求資料が明記
されていない。
法定検査貨物の目的地検査に関して、その実施期限及び具体的な監督管
理要求などについて明確化されていない。企業が同じ貨物を異なる港で
申告する際、異なる資料を提供することもある。またいつまでに検査が
実施されるか企業側では分からないため、検査対象貨物の販売可能時期
が不明瞭である。

継続 ・検査検疫のスケジュールを明確に
し、統一的な監督管理要求を定め
て、全体の通関効率を高めて欲し
い。
①検査申告時の企業の提出資料の要
求を明確化・全国統一化。
②検査及び証明書発行等の期限規定
の明確化・最適化。

・中華人民共和国輸出入商
品検査法実施条例　第十六
条、第十九条、第三十九条

39 医機連 台湾製製品へ
のラベル表示
の厳格化

・医療機器用モニタを中国に輸入する際に生産地表記の“台湾製造”に対し
て、修正指示を受けた。購入者に対してこの修正指示を受けたのは適切
ではなく、購入者は修正できない。また、当該モニタはCCC認証品であ
る。CCC認証取得する際にモニタの製造メーカーに対してこの修正指示
をして欲しい。

継続 ・今後改善して欲しい。 ・中国製品輸入輸出法

40 JEITA 台湾製製品へ
のラベル表示
の厳格化

・台湾から中国への貨物輸送時に、台湾税関では、台湾と記載が要求さ
れる。中国の輸入通関では、出荷請求書およびラベルに「台湾 中国」と
記載する必要がある。

新規 運用が煩雑となるため、表記につい
て統一した運用ルールを頂くといっ
た改善をお願いしたい。

41 日機輸 中文での通関
書類提出義務

・国際物流において通関書類（送状やINVOICE等）の記載は英文である
が、中文翻訳の提出を要請される。

継続 ・中文翻訳の提出に関する要請を解
除して頂きたい。

42 印刷機械 安全データシ
ートの100％
成分開示要求

・危険品薬品の製品安全データシート（MSDS：Material Safety Data
Sheet）において成分を100%記載しない場合は、船積みは不可で航空輸
送をせざるを得ない。

継続 ・危険品薬品のMSDSにおいて成分
を100%記載する必要が無ければ助
かる。

43 医機連 生物由来原料
の通関難易度
上昇

・生物由来原料に対しての通関必要書類が増加、難易度が上昇してい
る。またアメリカ産BSAなどが含まれる場合通関出来ない事例も生じて
いる。
ヒト由来の成分を含有している製品・原料の輸出において、通関時に機
密情報を含む製造工程の提示を求められる。

新規 ・生物・ヒト由来部分に限った情報
の開示として欲しい。
・秘密情報開示を避けるための工夫
(コンサル等の活用)。

44 医機連 動物由来原料
の輸入規制の
厳格化

・中国の税関において、動物由来原料が含まれる製品について厳しい規
制があり、通関出来ず今まで供給していた製品が供給出来なくなり、供
給責任を果たすことが出来ない。

継続 ・以下を要望する。
①今までと同様の原料を使った製品
を通関したいが、何か方法があれば
教えて欲しい。
②他社で同一製品を通関することに
成功した例があれば教えて欲しい。
③このような案件に対して日本政府
の支援は今後望めないのか。

45 日鉄連 設備輸入の免
税基準の不透
明・遅延

・外資企業が自社設置用に輸入する設備は、免税枠が設定されている
が、実際に輸入する個別の設備や装置について、税関の取り扱いの基準
や判定が曖昧。そのために、当該設備の説明資料や価格資料を提出して
も中々許可が下りず、工場の立ち上げや拡張に無駄な時間と労力が発
生。

継続 ・判定基準や提出書類の明確化と処
理の簡素化。

46 日機輸 検証設備の旧
機電製品輸入

・開発システムの検証用設備を日本から輸入している。検証用設備はほ
とんど試作品か手作りの設備で、輸入する前にも日本側にて使ったこと

継続 ・検証用の設備なので、日本と中国
が共用で、必ず新品輸入とありえな

・旧机电产品进口管理办法
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証明書の申請
義務

もある。輸入申告時、税関がそれを旧機電に分類して、旧機電製品輸入
証明書を提出必要との規定がある。そうすると、申告手続きも複雑にな
るし、コストも上昇する。

い。検証用で一次輸入の設備は、旧
機電製品の対象外と対処して欲し
い。

47 日機輸 中国からの無
償輸出不可

・デモ機や工具を日本から輸出し、戻したいときに、無償での中国から
の輸出が実質にできない。

継続 ・制度、運用含めてできるようにし
て欲しい。

48 日機輸 サンプル・中
古品の輸入許
可の不透明

・サンプル品や中古品輸入の際、輸入許可の要否、中古品の認定につい
て輸入港、また税関担当者によってバラつきがあり、事業計画策定や製
品開発に大きな影響を与えている。
費用面での負担増、開発遅延のリスクが発生している。それらを取り除
くことが非常に重要であり、改善が必要。輸入ライセンス取得の申請方
法・運用において、一部改善された。

変更 ・輸入許可の要否基準及び、中古品
の認定基準の統一化、税関官署への
周知徹底をして頂きたい。
・判定基準を開示することにより、
輸入者が輸入許可の要否、中古品の
認定が可能となり、スムーズな輸入
プロセスや輸入者の負担軽減につな
がるため、基準を開示頂きたい。
・税関の担当官によって運用、解釈
が異なる場合があり、輸入者と認識
を合わせる機会があると有難い。
・今後、新たに規制が追加される場
合は、十分な猶予期間を持った通知
をして頂きたい。

・中国輸入管理法

49 時計協 中古品機械・
設備の輸入規
制

・中古機械・設備の輸入規制がある。 継続 ・中国での事業拡大を計画する企業
にとって、既存国内工場からの生産
移管は中国における事業拡大上避け
て通れないプロセスであり、中古設
備においても新規設備同様の措置を
望む。

・輸入中古機・電製品検験
監督管理弁法(2002年12月
31日付)

50 日機輸 タイ向け中古
品出荷に必要
な『中古品検
定書』の発行
機関の不在

・中国からタイに対して中古品の設備治工具等を輸出する際、タイ国当
局が輸入者に要求する中古品検定書を検定・発行する機関が中国国内に
見当たらない。結果、タイへ輸入する設備等について関税の減免税恩典
を受ける事ができるBOI*貨物とすることができず、輸入時に関税を支払
って輸入している。
*BOI：タイ投資委員会のことを指す略称（正式名称：Board of
Investment）、
タイへ投資奨励申請を行い認可された場合、タイへ輸入する設備等につ
いて関税の減免税恩典を受ける事ができる。投資奨励申請の際に、「中
古品検定書」の提出が必要となる。

新規 ・タイ国当局の要求に合致した、中
古品検定検査書発行サービスを中国
内で提供して欲しい。

51 日機輸 保税区を活用
した中古電気
製品の輸出入
運用の困難

・資源有効活用の観点で事務機器やその消耗品を中国内で再生する場
合、再生品は税関輸出入申告に際し旧機電産品（中古品の輸出入監督管
理）を受けることになる。これら再生製品を、中国内の保税工場から物
流園区等の保税地域を利用し再度中国内へ輸入する場合、現状では実務
上、輸出入申告が不可能である。
保税地域を経由した貨物の輸出入では、入区（輸出）と出区（輸入）の
両者間で「HSコードが同一であること」「申告価格がマイナスではない
こと」が知られているが、環境配慮への取組を進めようとした場合、新

新規 ・法令根拠を含めた活用条件の明確
化と、条件を満たさない場合に例外
的なルール整備を要望する。
・中古品規制に再生品が含まれてい
ることが背景の為、将来的には、再
生品は中古品とは別の法律上の枠組
みで管理することを要望する。

・輸入中古機電製品検査監
督管理弁法など
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たな制約が加わることとなる。法令上の根拠が必ずしも明確とは言えな
い中で、長年そのような運用が続いていると理解している。

52 電機工 輸出懸念国と
の信用状L/C決
済の審査の煩
雑

・トルコなどの懸念国への輸出に関する審査は非常に厳格で、信用状L/C
決済の場合、銀行は業務ごとに通知、送り状、入金などの段階で少なく
とも3-4回のデューデリジェンス提出を要求している。多くの時間がかか
っていたが、トルコとの信用状決済について、デューデリジェンスの改
善があった。

継続 ・デューデリジェンスの回数を減ら
し、企業の業務負荷を軽減し、銀行
の業務効率化を図る。

53 日鉄連 インセンティ
ブ付輸入鋼材
の国内転売規
制

・1994年9月、優遇税制等を利用して輸入した鋼材の転用を防止するた
め、バーター取引、辺境貿易に対する優遇措置の廃止、外資系企業が自
家使用するため輸入した鋼材の国内転売禁止、再輸出用製品を生産する
ため輸入した鋼材の国内転売禁止、経済特区、開発区、保税区内の建設
工事向けに輸入した鋼材の区域外への搬出禁止、等を実施。

継続 ・制度の緩和・撤廃。

54 日化協 有機化合物の
危険物輸出ラ
イセンス取得
義務化、輸出
ライセンス取
得手続きの不
透明

・当協会会員会社は中国サプライヤー品のシアン化ベンジルを購入して
きており、2022年1月の納入分までは、中国から日本への輸出は永年問題
なく実施されていた。2022年2月に、本原料を担当する日本の商社から、
シアン化ベンジルが新たに中国国内法において輸出ライセンス規制法規
（易制毒化学品管理条例（麻薬製造に関する管理法規））に含まれるこ
とになるとの説明を受け、輸出ライセンスを得るべく必要な書類の作成
と介在商社への提出、および介在商社での中国側での対応を進めること
となった。中国側での審査はサプライヤーの所在地にあたる地方政府と
北京中央政府の両方で行われるとの情報を聞いていた。地方政府での審
査は無事に通ったとの情報を介在商社から聞き、最終判断を待っていた
が、結果としては中央政府の審査にて輸出不可となった。当該会社は医
薬用原体（＝API）の原料としてシアン化ベンジルを使用している。従来
から問題なく使用・輸入できていたものが突然輸入できなくなり、該当
するAPIの製造計画の変更など大きな支障をきたすこととなった。また、
最終的に輸出ライセンスが得られなかった具体判断・理由は開示されて
いない。

継続 ・弊社事案においては、最終用途が
医薬品であることの市場への影響を
考慮いただき、中国政府として規制
をかけるべき理由があるにしても、
適切な審査経緯をもって一定期間の
輸出を許可するような段階的措置を
検討頂きたい。

・中国国内法における輸出
ライセンス規制法規とし
て、易制毒化学品管理条例
(麻薬製造に関する管理法
規)に含まれる、と聞いて
いる。

55 日機輸 輸入手続きに
おける法令の
不明瞭さ

・中古品の輸入や申告価格のルールが法令と不一致、もしくは現地運用
ベースであって、何が正しいか不明なまま、現地ブローカーに頼らざる
を得なくなっている。（一度輸入した貨物の価格が次の輸入時に変わっ
たとしても当初の価格で輸入しなくてはならないなど）

継続 ・SEAJに個別相談しているが、不
透明な部分があるため、制度、運用
を明確化して欲しい。

56 日機輸 就業証が365
日未満の輸入
許可不可

・中国側で就業証が365日未満の場合、輸入許可が下りない、もしくは全
量課税での高額関税が課せられる。

継続 ・左記の制限を緩和して頂きたい。

57 日鉄連 輸入規制 ・1999年4月、生産過剰、過当競争、安価な輸入品の流入による市況の悪
化により利益の激減した鉄鋼業の救済を目的に鋼材輸入枠(I/L)制度を実
施。
半製品を除く鋼材を従来の申請登記すれば許可される｢自動登記管理商
品｣から、量を制限する｢限量登記管理商品｣に変更。輸入者は国経委が発
給指示する｢重要工業品輸入登記証明書｣（通称「四連単」）か、外貿部
が発給指示する｢特定商品輸入登記証明書｣を税関に提示して輸入を行

継続
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う、事実上の輸入規制。大部分の鋼材で廃止となったが、2002年2月1日
付で「重要工業品自動輸入許可管理実施細則」を新たに施行。輸入者が
所定の輸入管理機関に輸入契約の内容や入着時期を事前申請すれば輸入
許可証明を自動発給する仕組みに改変済。

58 日機輸 輸入規制 ・書籍の数量規制がある。 継続 ・書籍の数量規制の解除をして頂き
たい。

59 日機輸 輸入規制 ・食料品の輸入規制がある。 継続 ・食料品輸入規制の解除をして頂き
たい。

60 日機輸 放射能による
日本産食品の
輸入規制

・中国全土において、日本の処理水放出が原因とみられる食品類の輸入
不許可（海産物以外も含む）が発生している。

継続 ・左記輸入規制を解除して頂きた
い。

61 日機輸 個人消費の輸
入貨物への課
税

・新品中古に関わらず電化製品等に高額課税されている。
また、個人消費の輸入荷物（日本食や日用品等）につき、申告価格1,000
元を超過すると、業務通関となり課税対象となることが高い。

継続 ・個人使用の物に対しては免税扱い
をして頂きたい。

62 日機輸 印刷物の輸入
規制

・中国向け荷物送付（DHL等民間クーリエ会社利用時）において、印刷
物（書物や社内刊行されたマニュアル等含め）の輸入規制（事前申告の
上輸入許可取得）がかかり、荷物の輸入許可が下りない。会社で利用す
る荷物や書類の為、業務に支障をきたす。
また、同荷物輸入通関手続きにおいて会社備品とは判断されず、個人利
用と判断され別送品輸入を強要されるケースがある。個人利用と判断さ
れた場合、別途個人の引越荷物輸入通関においては、全量課税を課せら
れ高額な関税支払を伴うこととなる。
中国側輸入荷物について、「書籍・雑誌・カタログ 等」は「図書の輸入
ライセンス」取得が義務付けられている。
※会社で発行された業務マニュアルや会社資料等も同じ扱いを受ける。

継続 ・左記の制限を緩和して頂きたい。
・水準の適正化検討をして頂きた
い。

63 自動部品 危険品の輸入
規制

・中国の危険品の取り扱い規制に関して、製品の缶（UN缶）のロットを
届け出なければならないという規制がある。
様々な会社から仕入れて中国に送っており、仕入れ先も当社向け専用に
UN缶を仕入れているわけではいので、UN缶のロット管理は現実的では
ない。

新規 ・他社でも同様の状況であるのか共
有頂きたい。

64 医機連 新強制規格に
よる輸入規制

・2023年5月1日製造する医療機器に対して新強制規格が適合される事に
より、既存商品が輸入規制となり販売機会の損失が発生した。

継続

65 医機連 抗原検査キッ
トの輸出規制
強化

・中国輸出に関する法令「破壊兵器に転用される恐れのある貨物の輸出
規制」が2025年1月に改定され、抗原検査キットが対象となり輸出通関の
見通しが不透明のまま1ヶ月停滞している。

新規 ・通常のリードタイムで輸出許可を
得たい。

・破壊兵器に転用される恐
れのある貨物の輸出規制

66 JEITA 中国技術輸出
規制

・日本の技術情報を中国へ輸出し、その技術情報を中国から日本へ持ち
出す際（出張・出向・WEBミーティング等）、中国の技術情報を持ち出
したと誤認される可能性がある。

新規 ・規制の対象・対象外を明確に区別
し、誤認や、対象外情報に対する規
制緩和をして頂きたい。

・「中国輸出禁止・輸出制
限技術リスト」の改訂版
商務部 科技部公告2023年
第57号　「中国輸出禁止・
輸出制限技術目録」公告を
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公布
http://www.mofcom.gov.cn/a
rticle/zwgk/gkzcfb/202312/2
0231203462079.shtml

67 日鉄連 希少金属輸出
規制

・2024年9月15日以降アンチモン関連製品、2025年2月4日以降タングス
テン、ビスマス、モリブデン、インジウム、テルル関連製品の輸出規制
が発動。一部、当社調達元素であり、中国依存度の高いものがあり、事
前に積み上げた在庫を消化中。この間で他国ソースへの切替を推進して
いるが、中国品並みの品位の代替品探索に課題あり。

継続 ・さらなる品目の拡大に備えた国家
備蓄。

68 日機輸 希少金属輸出
規制

・レアアースの規制が4月下旬から運用開始された模様。法令では対象と
なる米国企業への販売を求めることや、それに係る誓約書提出などがあ
るが、場合によっては完成品の米国へ販売しない旨や、規制外の関連品
にも誓約を求めるケースなど、中国企業の過剰反応が散見される。

新規 ・①過剰な規制対応の中止申し入
れ、②民生品用途の場合の要許可へ
の緩和対応要請などを求めたい。

69 JEITA 希少金属輸出
規制

・レアメタルであるガリウムとゲルマニウムの関連品目について、輸出
規制が行われており、入手困難な状況となる可能性がある。

新規 ・輸出規制の緩和や撤廃をして頂き
たい。
・中国以外からも調達出来るよう鉱
山開発等進めて頂きたい。

・中国輸出管理法に基づく
統一品目リスト
https://www.gov.cn/zhengce
/zhengceku/202411/P02024
1119387520616554.pdf

70 日機輸 半導体重要鉱
物の供給停止
リスク

・米国の中国産半導体規制の対抗措置として、中国はガリウム、ゲルマ
ニウム、タングステン、モリブデンを輸出管理（申請承認必要）の対象
とした。

新規 ・規制の撤廃、または要件の緩和。 ・輸出管理法
・対外貿易法
・税関法

71 医機連 輸出管理法規
制

・中国から製品を輸出する際、有償品と無償品を同送で輸出できないと
のことで、個別に出荷する必要がありその分余計に輸送費用が発生して
いる。

新規 ・規制の緩和。
・有償品も無償品も同送できるよう
にして欲しい。

・中国輸出管理法

72 電機工 貿易保険付保 ・弊社中国現法が弊社豪州現法の下請けとして豪州国内企業（客先）に
機器供給する契約スキームがある。仮に中国が豪州へ禁輸措置を講じた
際のリスク対策として、日本からの機器供給に変更した場合は、追加コ
ストや損害が発生するが、中国に限らず機材調達先の輸出不履行や契約
不履行、EPCやコンソのパートナーによる契約不履行に伴う賠償、履行
遅延に伴う追加コスト負担が懸念される。

継続 ・左記のような状況下でサプライチ
ェーンやパートナーのリスクをカバ
ーする保険が欲しい。

73 印刷機械 物流(輸出・輸
入)コストの増
加

・製品の輸出入コスト（海上輸送費・航空輸送費・燃油サーチャージ）
が増加しており、販売価格を値上げせざるを得ない。

新規

74 日機輸 電池等危険品
の輸送規制

・PCやデータロガーなど既に使用中かつ製品の起動に必要な少量の電池
であっても鑑定書が要求されるため、実質的に対応が困難。

新規 ・PCやロガーなどは一定の条件を満
たすことができれば要件を緩和する
などの措置。

75 日機輸 危険品の国内
輸送規制の未
整備

・中国で危険品（車載電池）の輸送包装に関する基準は厳しく要求され
ている。車載電池は9類危険品で、海上輸出にⅡ類包装規則が適用され
る。
海上輸出梱包用の通い箱は、使用される都度に税関検査センターにサン

継続 ・使用される都度に検査を受けるこ
とから、四半期か半年間に使用対象
通い箱を1回で検査を受けて「包装
性能証明書」を取れば、期間中に再

・GB12463危険貨物輸送包
装通用技術条件
・国際海運危険貨物規則
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プルを出し、落下検査を受けて「包装性能証明書」を取得する必要があ
る。
検査期間が約2週間で、且つ「包装性能証明書」は1通にあたり最大で通
い箱10,000箱しかできない（10,000箱を超える場合、複数の申請が必
要）。
生産・出荷を確保するため、企業として実際使用量より1.5-2倍の通い箱
を確保しなければならない。
そのため、申請費用と梱包材コストも高額となり、安価で大量輸送が可
能な海上輸送へのモーダルシフトが進まず、コスト競争力の向上につな
がらない。
(参考）
－中国で包装認証を取得する費用
約1000元/インボイス（輸出毎）
－日本で包装認証を取得する費用
20万円/年（輸出毎の認証は不要）

検査が不要という基準の見直を要望
する。
・「包装性能証明書」のカバー対象
数を拡大することを望み、例えば最
大100,000箱の見直しを要望する。

3. 経済安全保障に起因する問題

1 JEITA 輸出管理法運
用の不透明、
再輸出規制に
対する懸念

・2020年施行の「輸出管理法」について、「再輸出」「みなし輸出」
「法の域外適用による責任追及」などが定められているが、これらがど
のように運用されるかが不透明である。これらは、運用の如何により、
業界や企業のサプライチェーンを含めた既存の中国企業と国際ビジネス
モデルへ大きな影響を与えるものであり、既存ビジネスの予見性の著し
い低下および新規投資を抑制する大きな要因となっている。

新規 ・下位法令、ガイドラインによる適
用範囲明確化・合理化。

・中華人民共和国輸出管理
法第2条、第45条、第48条

2 JEITA 輸出管理法運
用の不透明、
再輸出規制に
対する懸念

・再輸出やみなし輸出について、定義や具体的な対象範囲が明らかにな
っていないため、社内での管理体制にどのような対応を盛り込むべきか
判断ができない。

新規 ・細則・ガイダンスなどの拡充を通
じて、規制の内容を明確にして頂き
たい。

・中国輸出管理法

3 日機輸 輸出管理法運
用の不透明、
再輸出規制に
対する懸念

・2020年12月に輸出管理法が施行されたが、不明確な点も多く、以下懸
念点について共有する。
－内外への十分な周知と調整、また、段階的な規制導入の必要性。
－再輸出規制や広汎なみなし輸出規制を始めとし、規制の域外適用など
が含まれるが、国際輸出管理レジーム合意に基づき、その原則に即しバ
ランスのとれた制度・運用の必要性。
－規制リストの制定においては、平和と安全以外に産業振興や通商政策
上の要素と思われる国際競争力等、また、中国に差別的な輸出規制を行
った国に対して相応の措置を取ることを定める対等原則等が見受けられ
るため、WTO等の通商等に関する国際ルールに即した制度・運用の必要
性。
－黒鉛の輸出許可日数が日本向け30日、米国向け100日と極端に長くな
り、事業に悪影響が出ている。（2024年夏頃より）
－黒鉛の輸出許可取得に非軍事エンドユーザ・ユーズの証明書の添付が
必須となり、対応に苦慮。（2024年12月）

変更 ・左記、問題点の解消を政府・産業
界レベルにおいて引き続き図って頂
きたい。

・輸出管理法

4 自動部品 輸出管理法運
用の不透明、

・2020年12月1日施行の「輸出管理法」の対象品目及び企業リストなどの
運用が不透明である。

継続 ・対象品目、企業リストの明確化と
移行期間の設定をして頂きたい。

・輸出管理法(2020年12月1
日施行)
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

再輸出規制に
対する懸念

5 日機輸 技術輸出入管
理条例更新に
よる研究開発
活動消極化の
懸念

・2023年12月に技術輸出入管理条例における禁止技術及び制限技術のリ
ストが更新され、一定の分野で明確化がなされたと理解できる。一方、
不特定企業に対して、この分野における中国での研究開発活動を消極化
させる懸念のある分野もある。

継続 ・技術輸出入管理条例で定める制限
技術リストについては、禁止技術及
び制限技術のリストに掲載された技
術分野については、研究開発等の企
業活動を消極化させる材料となるた
め、継続的な見直しを期待する。

・中華人民共和国技術輸出
入管理条例

6 日機輸 米国の対中輸
出規制強化に
対応するため
の負荷の増大

・半導体製造装置のエンドユーザーが米国エンティティリストに掲載さ
れるようになったことにより、これらのエンドユーザーに対して米国輸
出管理規則（EAR：Export Administration Regulations）対象品を直接販売
することができなくなった。このため、エンティティリスト掲載ユーザ
ーへの販売品および販売予定品に対してEAR対象品であるかの確認
（EAR判定）が必須となった。
EAR判定では、外部購入品に対しては外部メーカーから判定結果を入手
する必要があり、各メーカーでのEAR判定に要する負荷も膨大になり、
当社で判定結果を入手するのに長期を要している。
また、使用している部品の中には製造中止から長期間（数年〜10数年以
上）経過したものが含まれているケースがあり、かつて取引していた商
流やメーカーが消滅してしまっていることもあり、EAR判定を行うこと
自体が困難なケースも発生している。

継続 ・米国輸出管理規則(EAR)へ対応す
るということは、輸出を行う企業の
努力だけで実現できるものではな
く、輸出する製品を構成する全ての
貨物(技術)に関わる内容と捉えてい
る。
例えば全ての工業製品に対してEAR
判定結果の明示を標準化(義務化)す
るような取り組みがなされて、輸出
者が客観的にEAR判定結果を確認で
きるような仕組みができれば、より
スムーズかつ正確なEAR判定を行う
ことが可能になると考えている。
また、半導体製造装置を含む産業機
器では、生産終了後も長期間使用し
続けEAR判定が困難になることがあ
る為、EAR判定が困難な製品に対す
る判断基準(例えば時効を適用できる
など)も明確にして頂きたい。

4. 為替管理・金融

1 自動部品 役務対価・ロ
イヤルティ等
の海外送金規
制

・中国外への非貿易送金に関し、複数の関連当局の許可事項となってお
り、また銀行による送金許可など手続きがあり、過剰な登録事務要請で
ある。
又、送金金額規制もあり、事務手続きが悪化。

継続 ・ルールの簡素化。
・規制の撤廃。

2 自動部品 海外送金許可
手続の煩雑・
遅延

・親子ローン送金にあたり、外債登記を行わなければならず、機動性に
欠ける。一方でマルチカレンシーのクロスボーダープーリングを申請し
ても外貨管理局による審査に時間を要する。（3年程度）

継続

3 日機輸 海外送金規制
の厳格・手続
煩雑

・中国外への非貿易送金に関し、複数の関連当局の許可事項となってお
り、また銀行による送金許可など手続きがあり、過剰な登録事務要請で
ある。また、送金金額規制もあり、事務手続きが悪化。

継続 ・ルールを簡素化して頂きたい。
・規制を撤廃して頂きたい。

4 印刷機械 海外送金規制
の厳格・手続
煩雑

・非貿易の取引で海外送金額が月額5万USドル超になると税務局に中文
と日本文の両方の契約書もしくは覚え書きの提出が求められ、送金の手
続きに時間を要している。

継続 ・海外送金の手続きを簡素化して欲
しい。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

5 日機輸 海外送金規制
の厳格・手続
煩雑

・海外貿易支払の場合、支払前に契約書、インボイスまたは税関申告書
を裏付け資料として銀行に提出する必要がある。

継続 ・当該手続きの撤廃・簡略化をして
頂きたい。

・為替管理制度

6 日機輸 非貿易送金関
連規制の厳
格・細則の不
文律

・非貿易送金（コミッションおよび裁判関連費用等）について、対外送
金可能な取引が制限されていることに加えて、関連規制による対外支払
要件（取引内容およびエビデンス等）が細部まで明文化されておらず、
業務遂行に支障をきたしている。

継続 ・関連規制の撤廃および緩和をご検
討いただくとともに、関連規制で求
められる要件を具体的かつ文章で明
示頂きたい。

7 日機輸 個人資産の海
外送金手続の
煩雑

・現在、中国の銀行にある個人預金を日本の銀行口座へ送金するために
は、納税証明書を準備する必要があるなど、手続きが煩雑。

継続 ・送金手続きの簡素化を期待する。

8 日機輸 外国人個人両
替限度枠、ク
ロスボーダー
送金規制

・「個人外汇管理弁法」および「個人外汇管理弁法実施細則」で定めら
れている「外国人の年間人民元購入上限額が5万米ドル相当」の制限。年
間5万ドル制限により、クロスボーダー送金規制等で日本本社から人民元
建てで送金ができず、外貨建てで手当てを支給せざるを得ない研修生等
の生活に支障が出るケースがある。

継続 ・「外国人の年間人民元購入上限額
が5万米ドル相当」の引き上げ、あ
るいは撤廃。
・クロスボーダー人民元送金規制の
緩和、撤廃。

・個人為替管理弁法
・個人外国為替管理弁法実
施細則

9 日機輸 クロスボーダ
ー送金規制

・中国国内取引において、中国以外の国に存在する企業から、当社売掛
金に対する保証を取得して取引を行うケースがあるが、クロスボーダー
規制（第三国からの保証金受取に対する規制）により、中国以外の海外
の国から保証金を受取ることができない（と認識している）。

継続 ・この規制の緩和（撤廃）について
ご検討頂きたい。

10 日機輸 クロスボーダ
ー プーリング
の限度額

・現状クロスボーダープーリングの各プログラムには、貸付および借入
の限度額が設定されている。

新規 ・より自由な資金移動を可能にする
ため、限度額を撤廃して頂きたい。

・外貨資金集中運用管理規
定

11 日機輸 人民元建て送
金制限・不透
明

・中国から日本へ貿易取引及び配当に関わる送金をする際に、人民元建
て送金について政府規制により、当社では2016年まで送金を制限される
ケースがあった。
その後規制は実施されていないが、中国人民銀行による「管理変動相場
制」のため人民元の流動性が規制される可能性が「ゼロ」と言えない状
況は継続している。

変更 ・(有事が生じた際含め)人民元の流
動性が担保されることを望む。

12 日機輸 人民元建て送
金制限・不透
明

・中国から日本へ貿易取引及び配当に関わる送金をする際に、人民元建
て送金については政府の規制により制限されるケースがあるが、その規
制の実施が不安定かつ不透明であるため、計画的に為替ヘッジを行うの
が困難である。

継続 ・日本への人民元建て送金が安定的
に可能になること、また規制につい
ても計画的に実施されることを望
む。

13 JEITA 人民元転や立
替金の回収困
難

・中国内の企業が外国企業のために人民元で立て替えた費用を、外貨で
回収することができない。
取引契約を締結した上で、サービスフィー等の名目で回収する場合は、
別途営業税が課税されることとなってしまう。

継続 ・人民元立替の外貨建請求の容認。

14 日機輸 海外からのロ
ーン手続きの
遅延

・中国における、中国域外からの借入(外債)規制のため、域外関係法人か
ら中国法人へのローン手続きに相当期間（1年内借入：2か月超、1年超借
入：5か月超）を要し、当該ローンでは機動的な資金調達が難しい。

継続 ・借入手続きの簡素化を期待する。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

15 電機工 ドル安による
為替差損の増
加

・米中貿易摩擦によるドル人民元為替レートの下落が続いている、ドル
の取引が継続的に行われ、ドル口座の資金が滞り、流動資金の使用に影
響を与え、為替差損も増加している。2022年下期からドル高基調が顕
著、ドルの為替差損がひとまず改善されたが、今後の変動を引き続き注
視が必要。

継続 ・貿易の双方ができるだけRMB取引
をすることを努力する。

16 電機工 両替の不便さ ・駐在員が現地でRMBから日本円（JPY）への両替はかなり不便であ
る。中国国籍国民が年間50,000USドルまで外国貨幣へ自由両替可に対
し、外国人がRMB→JPYへの両替は毎回500USドルまでしかできない、
且つパスポート以外、就職証明書及び現地納税証明まで必要となってい
る。

継続 ・両替金額上限を外せないか、また
は上限を5000USドルまで見直して
頂きたい。

17 JPETA 金融機関の借
入規制

・金融機関からの運転資金目的の短期借入に関し、支払事実を証明する
書類を銀行に提出しなければロールオーバーができない制度となってい
るが、売掛金回収遅延が常態化している中国においてこのような制度で
は資金を回すことが困難。

継続 ・制度を諸外国並みに緩和して欲し
い。

18 JPETA 三国間貿易の
決済手続き厳
格化

・三国間貿易の代金決済におけるエビデンスの厳格化等銀行向けの口頭
指導による規制が強化され、対応に苦慮している。

継続 ・口頭指導という形での規制ではな
く、法律・規則に基づき、書面、且
つ、企業に十分な準備期間を与えた
うえでの政策発表をして欲しい。

・口頭指導

19 JPETA 三国間貿易の
決済手続き厳
格化

・三国間貿易の代金決済におけるエビデンスの厳格化等銀行向けの口頭
指導による規制が強化され対応に苦慮している。例として中国メーカー
へ前金にて支払後、仕上がり商品の欠落により過払い分の返金がされな
い（非常に困難）。

継続 簡素な手続きのもと海外送金は可能
となる政策、政令の施行を行って欲
しい。

5. 税制

1 時計協 高率の消費税
賦課による競
争力の低下

・2006年4月よりCIF RMB10,000以上の商品に対して20%の消費税がかけ
られるようになった。

継続 ・消費税の削減。 ・関税規則
・条例

2 JEITA 増値税の未還
付・遅延、手
続の厳格

・中国から中国外へ輸出する鋼材・鉄鋼鉄類製品の13％の増値税の税金
が還付されなくなり、中国から輸入している中高圧セラミックコンデン
サやインダクタ用のCP Wire線(銅メッキをした軟鋼線)のコストが13％増
加し、その結果、中国製のコンデンサやインダクタは、コスト優位な状
態となっている。

継続 ・中国から輸出される鋼鉄類鋼材・
鉄製品を増値税還付(13％)の対象に
戻して頂きたい。

・国務院税関関税委員会公
布 中華人民共和国輸出入関
税[2022]的公告
http://www.gov.cn/xinwen/20
21-
12/31/content_5665850.htm
・国務院税関関税委員会 特
定の鉄鋼製品の関税調整に
関する告示(税制委員会告
示[2021]第4号)
・国務院税関関税委員会 鉄
鋼製品の輸出関税の更なる
調整に関する告示(税制委
員会公告[2021]第6号)
・中国鉄鋼輸出規制 関税還
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

付取消項目の拡大
https://news.cnyes.com/new
s/id/4690331

3 医機連 増値税の未還
付・遅延、手
続の厳格

・貿易・投資円滑化ビジネス協議会の世界貿易・投資障壁データベース
を閲覧したところ、その中の中国税制についての改善要望の記載があ
る。特に増値税不還付については、我々も以下の課題を抱えていると考
えている。
増値税不還付について、部材や製品の輸出入に伴い、HSコードに基づき
関税率が決まっており、全額還付されないケースがある。運用面では都
度の輸出入に際して所定の手続きを行っているが、煩雑である点が難
点。
※貿易・投資円滑化ビジネス協議会　世界貿易・投資障壁データベー
ス： https://www.jmcti.org/mondai/top.html

継続 ・退税率の統一化が為される等の簡
単化を望む。

・増値税法

4 JPETA 増値税の未還
付・遅延、手
続の厳格

・在庫商売・薄利商売の企業は、仮払増値税＞仮受増値税が恒常化、増
値税納付過多、BS上、未収増値税が残る形となる。次月以降に調整がな
されていくが、一定期間、現金が税務署に据え置かれている状況。保税
区でも仮払増値税が発生するも、企業の形態によっては、仮受増値税が
発生しない場合もあり、会計上・税務上の処理が不明確。

継続 ・未収増値税還付制度の構築、検討
を強く希望する。

5 日鉄連 増値税還付率
の不安定・変
更

・2006年9月以降、輸出急増に伴う海外との貿易摩擦回避のために、鉄鋼
製品に対する輸出増値税の還付率が段階的に引き下げられてきたが、08
年後半以降は世界的な需要低迷により輸出が急減。輸出奨励の観点から
これまでの方針を一転させ、段階的に還付率引上げを実施。
－2010年6月22日、財政部は鉄鋼製品48品目（HS）で還付率（従来
9％）の撤廃を発表、7月15日より実施。省エネ・排出削減に向けて、資
源・エネルギー消費の多い製品の輸出抑制を図る方針の一環。
－2013年1月1日、増値税還付率の一部拡大（9%→13%：旧コード：
722790から細分し新設した7227.9010、7227.9090が対象）。
(改善)
・2015年1月1日、ボロン添加合金鋼を対象にした増値税還付制度が廃
止。但し、合金鋼鋼板類については、制度が存続。
・2021年5月1日、一部品種（冷延コイル、めっき鋼板、合金鋼鋼板、レ
ール、継目無鋼管）除き増値税還付を取消し。
・2021年8月1日、残存していた一部品種の増値税還付も取消され、鉄鋼
製品に対する輸出増値税還付は全て取消し。

継続 ・安定的な輸出政策の維持による輸
出企業の混乱回避。

・財政部　関于取消部分商
品退税的通知(財税[2010]57
号)

6 日機輸 増値税還付の
不可

・中国国内貿易会社（上海自由貿易試験区企業）経由、中国サプライヤ
ー名義で輸出通関後、直接港から海外へ輸出したが、外貨が中国企業か
らの支払となるため、中国サプライヤーは増値税の還付を受けられない
（昆山、無錫、大連など）。
外貨制度は緩和されているが税制にリンクしていない。また、地方税務
局により見解が違うため、企業は新制度を十分に享受できない。

継続 ・新制度を明確にして頂きたい。 ・財税[2012]39号

7 日機輸 増値税還付の
不可

・自由貿易区によっては海外へ輸出する製品の増値税が還付できないケ
ースがある。各地にバラツキがある。例えば、他のところで調達した製

継続 ・増値税還付規定の統一を期待。 ・財税[2012]39号
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品を輸出する際に、ある地域の税関は、支払い方は当社中国拠点である
ため調達先に税還付できないケースが発生した。

8 JEITA レアアースと
磁石の増値税
還付の差異

・中国産の磁石の輸出には増値税(13%)が還付されるが、レアアース等原
料の輸出には還付されない。つまり、日本など中国以外の国で磁石を製
造する際、中国から輸入した原料の増値税は還付されない不公平な状態
となっている。その結果、中国製の磁石はコスト優位な状態となってい
る。

継続 ・より下流の自国製品の輸出競争力
を高めるために、原材料の輸出増値
税還付制度を認めないなどの恣意的
な増値税の還付の差異をなくして頂
きたい。

・中華人民共和国増値税暫
行条例
http://hd.chinatax.gov.cn/nsz
x/InitChukou.html

9 日機輸 グループファ
イナンスへの
増値税賦課

・現行規定上、銀行から借りた資金（或いは社債発行で調達した資金）
を同じ金利条件で同企業グループに属している会社へ転貸する場合の
み、増値税が免税扱いとなる。
また、スプレッドを付加して転貸する場合には金利総額に対し増値税が
賦課される。

継続 ・グループ企業間の財務・資金運用
を円滑に行えるようにするため、金
利への増値税賦課の廃止又は仕入税
額控除をご検討頂きたい。

10 日機輸 クロスボーダ
ー資金預入時
の増値税賦課

・中国国内の子会社が国外関係会社より受け取る利息には、企業間取引
として増値税が課されている。（参考：中国国内の法人が銀行に預け入
れて受け取る利息は、企業・銀行間取引であるため、増値税が課されな
い。）
2016年発36号通達によると、預金利息は増値税の対象とならないことと
なっているが、実際に増値税が課されないのは以下の預金利息のみであ
る：
①銀行
②中国人民銀行によって承認された預金取扱機能を保有する組織
よって、多くの多国籍企業が効率的な資金管理のために行うグループ内
でキャッシュ・プーリングに係る利息には増値税がかかってしまい、中
国内で事業活動を行う多国籍企業の費用が不当に増加することとなる。

継続 ・効率的なグループキャッシュマネ
ジメントを促進できるよう、クロス
ボーダー貸付実施時、また中国国内
における委託貸付実施時に利息に課
せられる増値税を撤廃して頂きた
い。

・増値税暫定施行条例
・2016年発36号通達
Cai Shui [2016] No.36

11 JPETA 保税区企業の
増値税の仕入
税額控除の限
定

・保税区企業においては人民元建で調達した材料・資材及びその他費用
支払い時に発生する増値税は、人民元販売に対応する分しか控除が受け
られない。大半の企業が保税販売をメインとしている中、控除できない
増値税はコストとせざるを得ず、結果的に競争力を削ぐ結果となり、保
税区（自貿区）に進出するメリットがない。

継続 ・日本と同様、未収増値税は確定申
告により、還付を受けられるように
して欲しい。

12 自動部品 役務提供・出
向者へのPE課
税の拡大解釈

・日本本社から中国現地法人への出向者の労務費について、日本口座へ
の支払い分は本社が一旦立替え、中国現法が本社へ支払うことによって
精算するが、2023年7月から、中国外貨管理局の規制により、送金が停止
されている。送金実施には出向契約及び納税証明書の提出が必要となっ
ているが、その提出により、出向者労務費の支払いが役務提供取引の対
価とみなされ、PE認定されるリスクが生じている。（PE認定された場
合、中国において日本本社の企業所得税および増値税等の納付が必要と
なる。）

新規 ・出向者労務費の精算は出向契約に
基づくものであり、役務提供取引に
は該当しないため、PE認定しないで
頂きたい。

13 日機輸 役務提供・出
向者へのPE課
税の拡大の解
釈

・日本から中国への役務提供に係るPE（Permanent Establishment＝恒久
的施設）認定の基準が不明確であり、中国における連続的な活動を伴わ
ないにもかかわらず、PE認定を受け、対価の支払いにおいてみなし利益
率を乗じた推定課税により法人所得税の源泉徴収が要求される事例が発
生している。また、中国の各管轄区域が各状況においてPEの存在をどの

継続 ・役務提供に係るPE認定の基準につ
いてより明確にして頂きたい。
・PE申告要件を統一し、明確なガイ
ダンスを設定頂きたい。

・PE課税(法人税)
・日中租税条約
・Corporate tax on private
equity (PE)
・Japan-China Tax Treaty
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ように決定されているかが不明で、実際にPEによる税務申告義務をどの
ように進めるかについての明確なガイダンスもない。

14 日機輸 大湾区の高
度、不足人材
の個人所得税
優遇施策の運
用

・大湾区の高度、不足人材の個人所得税優遇政策について帰任者につい
ては申請対象外となっている。

変更 ・帰任者についても申請対象とし、
補助金も会社が受け取れるようにし
て頂きたい。また、2024年の新施策
についても対象を継続頂きたい。
・上海や北京などでも同様の政策を
進めて頂きたい

・広東・香港・マカオ大湾
区における個人所得税優遇
政策に関する通知

15 日機輸 個人所得税優
遇措置の廃止　

・個人所得税優遇政策（「年一回賞与等の個人所得税優遇、外国籍個人
手当等、関連個人所得税優遇）において、2027年まで延長することが確
定し、改善された。

継続 ・2027年以降の税優遇の実施を要望
する。

・中華人民共和国個人所得
税法

16 日機輸 個人所得税等
還付の銀行口
座の維持

・個人所得税の還付、返金が個人の銀行口座にしか振り込めない。還付
や返金は本人の帰国後行われることも多く、帰国後も口座を維持し、所
得税、社会保険料を負担した会社へ振込しなければならない。

継続 ・個人所得税や社会保険納付を負担
する会社（口座）に返金できるよう
にして頂きたい。

・2019年度個人総合所得税
の確定申告及び精算に関す
る公告

17 日機輸 個人所得税等
還付の銀行口
座の維持

・【税務当局ルール】
会社が代理納付した外国人派遣員の個人所得税が還付ポジションとなる
場合、派遣員の「個人口座宛て」に還付(送金)されることとなっており、
「会社口座宛て」など送金先の口座を指定することは認められていな
い。
【金融当局ルール】
このため、外国人派遣員は帰任後に還付金が発生する事態に備え、帰任
後も中国の個人口座は閉鎖せず維持しておく必要がある。（還付金を会
社に返戻するため）
口座を維持していた場合でも、ビザやパスポートの有効期限が切れてか
ら6カ月以上経過すると当該口座が「Invalid」となり使用不可となること
から、本人が出張等で再度中国へ出向き、手続きを行わない限り、会社
として還付金を回収できなくなる可能性がある。（当然ながら派遣員個
人の口座維持や返還手間も掛かる）

継続 ・斯様な状況を改善するため、政府
部署間ルールの齟齬を解消して頂き
たい。
例えば、税務当局には個人所得税の
還付金の口座指定（所属会社の口
座）が可能となるように、金融当局
には事情に応じて国外からでも簡易
的な手続きにより口座再開が可能と
なるように是非検討をお願いした
い。

18 日機輸 繰越欠損金の
短い繰越期間

・税務上の繰越欠損金の繰越年限は5年とされており国際的に見ても期限
が短い。

継続 ・繰越期限の延長を希望する（たと
えば米国や香港では無期限）。

19 日機輸 過小資本税制
における損金
処理の困難

・過小資本税制において、国内関連会社からの借入も含めた関連会社借
入が、その純資産の2倍を上回る部分に係る利息を損金処理できない規定
となっており（損金処理する場合の手続も非常に煩雑）、グループファ
イナンス展開の支障になっている。

継続 ・国内関連会社からの借入の過小資
本税制対象の負債からの除外を希望
する。

20 日機輸 間接持分譲渡
確認の煩雑

・事業の効率的な運営を図るためにグループ企業間での組織再編（合併
等）を検討する場合に、被合併法人の傘下にある中国子会社の持分譲渡
にあたるとして、中国で課税が生じる可能性があり、確認の事務負担及
び実際の課税が生じることになる。
2009年発59号通達の第7条には、これが免税となるための税制適格再編成
も規定されているが、シナリオが非常に限られている。

継続 ・グループ内再編に係るセーフハー
バールール（課税の繰延）の運用を
認めるなど適用条件の緩和をして頂
きたい。

・企業所得税法に係る7号
公告(2015年)
・2009年発59号通達の第7
条
Caishui [2009]No.59 article
7
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21 日機輸 親子間配当へ
の源泉徴収課
税

・親子間配当について10％の源泉徴収課税が行われており現地子会社か
ら日本親会社への利益還流の障害要因となっている。

継続 ・親子間配当の源泉税を免税(0％)に
して頂きたい。

・租税条約

22 日機輸 高い配当源泉
税率

・日中租税条約における配当所得の制限税率は現状10%だが、これは中
国が他国と締結している租税条約と比して高い水準である。

継続 ・例えば、中国がオランダやシンガ
ポールと締結している租税条約
(ex.5%)の水準に軽減して頂きたい。

・日中租税条約第10条

23 日機輸 連結納税制度
の不在

・諸外国で導入されている連結納税制度の中国への導入を検討頂きた
い。在中国企業に対して諸外国と制度格差が存在することは国際競争力
の低下も懸念され、また、導入により外資系企業の中国への投資促進も
期待できる。

継続 ・企業所得税に関し、連結納税制度
の導入。

24 日機輸 二重課税排除
の施策の簡素
化

・二重課税排除のための二国間協議（相互協議）の合意に至るまでのプ
ロセスが複雑であり、時間がかかるケースが多い。

継続 ・二重課税排除の施策の簡素化に向
けた協議を両国間で継続して頂きた
い。

25 日機輸 税務訴訟の救
済措置運用の
未整備

・税務調査を受けた結果の更正内容に不服がある場合において、中国の
救済措置は他国と比べ弱い。初級人民法院に税務訴訟を提起することは
可能であるが、税務の本質ではなく、手続上の問題を焦点とすることが
多く、結局、税務当局との交渉で解決することが多くなり、納税者の主
張が通りにくい状況にある。

継続 ・より公正な税務訴訟の運用をして
頂きたい。
・さらに、簡便な審査機能の拡充を
して頂きたい。

・中国の裁判制度
Domestic tax litigation
system

26 日機輸 未決済デリバ
ティブ取引に
よる損益を対
する企業所得
税申告調整事
項

・デリバティブ取引については、会計処理上は公正価値で測定し、その
変動額を当期損益に計上する必要があるが、税務処理上は未実現取引と
定義され、税引前算入は認められず、納税調整が必要となるので、会計
面と税務面で金額に一時的な差異が生じる。
実務上、大口デリバティブ取引での公正価値の変動により多額の評価損
が生じる場合がある。その場合でも、企業は一時的差異の調整（評価損
不控除調整）により調整当年度に多額の納税が発生する一方、決済でき
た年度以降（5年の繰越年限内）に繰延された損失を補填する十分な収益
が得られない時に、税金の過払いが生じる可能性がある。

新規 ・関連未決済デリバティブ取引によ
る損益については、当期損益として
税前算入できるようになること。

27 日機輸 税金計算根拠
の異なる印紙
税納税申告に
よる追徴課税
リスク

・印紙税納税申告時は、企業は会計科目を根拠として申告データを作成
するため、税務局が税務システムから作成する印紙税法の税金計算根拠
とは異なる可能性があり、企業として追徴リスクがあります。

継続 ・追徴リスク軽減のため、他地域(上
海・成都・重慶など)同様、税務局シ
ステムデータの事前確認ができるよ
う要望する。

・中華人民共和国印花税法
2022年7月1日施行

28 日機輸 税務総局の大
手企業に対す
る財務・各種
情報の提出義
務

・国家税務総局は、重点大手企業グループの管理を強化するため、「千
戸集団名簿管理弁法（千户集团名册管理办法）」を制定した。「千戸集
団」（千戸集団とは、大手企業グループのこと）のリストは国家税務総
局によって確定するが、「千戸集団」のリストに入った企業本社及び中
国で投資した子会社は、毎年要求に従い、各種財務税務情報、更にその
年度の税金関連の電子財務データ、即ち会計計算書類、報告書類を含む
すべての財務データを提供しなければならない。
その他、国家税務総局によって開発されたデータ収集ツール、あるいは
国家税務総局が制定したインターフェース規範に沿って、データは自動

継続 ・国家税務総局は「千戸集団」企業
に対する電子データの収集の要求を
取消して頂きたい。

・千戸集団企業名簿管理弁
法
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的に当局の提供したデバイスにダウンロードされ、提出される。各企業
の採用する財務ソフトはそれぞれ違うため、電子財務データの収集要求
は、企業に莫大な作業量をもたらしているほか、企業が税務機関のデー
タ収集の背景および目的が分からないため、すべての財務データの明細
を収集せざるを得なくなり、企業のデータ管理の仕事にも大きな負担を
もたらしてきている。

29 日機輸 Beneficial
Owner要件の
厳格・不明瞭

・非居住者の株主は、中国との租税条約に規定されている優遇源泉徴収
税率を享受する資格を得るために、Beneficial Owner（BO）要件を満たす
必要がある。
中国のBO決定規則は、OECDのモデル租税条約と比較して、より厳格
で、適用範囲が狭い。例えば、中国では、株主が優遇配当源泉徴収税率
を享受するために、子会社のルーティン業務への積極的な関与など投資
後の事業活動への関与が想定されている。
また、中国は2020年1月1日から、BOの判定を「納税者による自己判定」
に変更した。不要な議論を避けるためには、BO判定要件と規定の解釈を
さらに明確にすることが重要である。例えば、中国は国境を越えるキャ
ッシュ・プーリングの取り決めをBO判定の否定的要因としてみなしてい
るようである。現在、グループポリシーによるオフショアキャッシュプ
ーリングの活用が事実上の支払いとみなされるか、つまり、それが9号公
告に基づくBOの判定に際し不利な要素となるかどうかについて、中国の
厳密な方針が正式に公表されていない。
また、事前ルーリング手続など、非居住者の株主が当局と正式に確認を
行うことができる手続を整備するべきである。

変更 ・OECDに含まれているモデル租税
条約に合わせて頂きたい。
・Beneficial Owner要件の判定を明確
にするための解釈規定の発行や、当
局との事前確認制度（事前ルーリン
グ手続）の制度を整えて頂きたい。
・オフショアキャッシュプーリング
の活用は、9号公告に基づくBO判定
上の不利要素にならない旨を国税当
局による公式発表や文書で明確化い
ただきたい。

・租税条約における
Beneficial Ownerに関する
問題について公告(9号公告)
Bulletin 9 Determination of
Beneficial Owners in DTAs

30 JEITA アルミニウム
製品などの輸
出税還付政策

・アルミニウム、銅製品：輸出税還付の突然の廃止。
→影響：中国の銅線及びアルミニウムを使用し中国外で生産している電
源、トランス、インダクタなどの事業のコスト競争力低下・採算悪化
・蓄電池及び部品：輸出税還付率13%から9%への突然の削減。
→影響：蓄電池事業のコスト競争力の低下・採算悪化　
※2024年11月15日付け発表、12月１日施行のため準備期間が半月しかな
く対応が困難。　　

新規 ・輸出税還付政策の突然かつ頻繁な
変更は、ビジネスの予見可能性が低
くなり大きな影響を受ける。パブコ
メの実施や、公布から施行まで相当
の期間を設けるなど、透明性ある形
にして頂きたい。

・アルミニウム製品などの
輸出税還付政策の調整に関
する公告(2024/12/1施行）

31 日機輸 BEPS対応に
よる移転価格
税文書化義務
の強化・手続
の煩雑

・BEPS（Base Erosion and Profit Shifting＝税源浸食と利益移転）に対応
するための情報提供義務が過剰である。OECDのガイドラインでは定め
られていない記載事項として、マスターファイルでは研究開発活動の人
員状況等、ローカルファイルではバリューチェーン分析が求められてい
る。

継続 ・移転価格コンプライアンスに関す
る多くの情報提供義務等について、
OECDガイドラインに準拠した移転
価格コンプライアンスや税務執行を
行って頂きたい。

・特別納税調整実施弁法
(試行)(国税発[2009]2号、
42号)

32 JEITA BEPS対応に
よる移転価格
税文書化義務
の強化・手続
き

・OECDが取りまとめているBEPS対応により、移転価格税制への対応が
大きく変化している。マスターファイルや国別報告など具備資料の増加
や移転価格文書（従来の同期文書）の更なる情報開示など、企業負担の
増加が顕著である。

継続 ・二重課税解消をより円滑に実施し
てもらえるような制限や義務の制
定。

33 自動部品 移転価格調査
の恣意的実施
及び地域格差

・独自解釈に基づく移転価格税制の徴税あり。又、地域によりその指摘
内容や基準に同一性が欠ける。

継続 ・同一基準に従った適正な税務調査
の実行。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

34 医機連 移転価格税制
の曖昧・不透
明

・貿易・投資円滑化ビジネス協議会の世界貿易・投資障壁データベース
を閲覧したところ、その中の中国税制についての改善要望の記載があ
る。特に移転価格については、我々も以下の課題を抱えていると考えて
いる。
移転価格の設定やロイヤリティの扱いについて、現状は当局とのコミュ
ニケーション強化と、取り決めに即した対応を行っているが、Web記載
の通り、日中両国の税務当局との綱引きとなる感は否めない。
※貿易・投資円滑化ビジネス協議会　世界貿易・投資障壁データベー
ス： https://www.jmcti.org/mondai/top.html

継続 ・移転価格について、日中二国間で
の取り決め、統一化を望む。

・企業所得税法

35 日機輸 移転価格文書
の検証対象期
間の不透明

・現地の移転価格税制上、期間検証が法律上明確でなく、実務レベルで
は認められていないという状況にある。現地の損益は外的な要因にも左
右されるため、単年度で確実な利益を確保するような移転価格の設定は
実務上非常に困難である。また、更正された場合のペナルティも非常に
高い。

継続 ・OECD原則に則り最低3年程度の
通算検証を認めるよう法律により明
確化して頂きたい。
・いわゆる四分位法に基づく検証を
認めて頂きたい。

・移転価格税制(法人税法)

36 製薬協 税務執行及び
移転価格事前
確認制度
(APA)の活用
の困難

・中国子会社との取引について約10年前より日中バイラテラルAPAを複
数回申請しているが、中国側での審査がスムーズに進まず日中両当局に
よる相互協議が未だに開始されていない。
中国子会社とのロイヤルティ取引について、現地税務当局へ届出書を提
出する必要があり、当該届出書がなければ銀行送金ができない。かつ、
高いロイヤルティ料率は中国税務当局に許容されないため、適切な資金
回収の弊害となっている。当該事象を解決したいが、APA申請を行った
場合においても、日中両当局による相互協議が機能しておらず、企業側
の二重課税リスクが生じる可能性が高い。

変更 ・中国への投資が税制面の問題で妨
げられることがないように、日中双
方の当局に対してAPAの審査・相互
協議手続をスムーズに進めていただ
ける様、要請頂きたい。

37 日機輸 移転価格事前
確認制度
(APA)の活用
の困難

・事前確認の申請自体を当局の意向に沿ったものでないと受け付けない
事例がある。

継続 ・納税者が合理的と考える内容での
事前確認申請の提出を行う権利を尊
重して頂きたい。

38 日機輸 移転価格事前
確認制度
(APA)の活用
の困難

・中国における日中二国間APA（Advance Pricing Arrangement＝事前確
認制度）の申請は、市及び自治州以上の税務機関が受理することとなっ
ているが、複数の確認対象法人が一つのAPAに含まれる場合には、国家
税務総局（SAT：State Administration of Taxation）が主体的に関与し、支
援、指揮を行う。この場合、正式申請前に長期間にわたる調整及び実質
的な審査が必要となり、その間、地方当局による移転価格税務調査が停
止されないことも懸念される。

継続 ・二国間APAが両国間の権威ある当
局同士の交渉であることを考慮し、
APA窓口の一本化、またはSATが、
積極的かつ主体的に調整を行って頂
きたい。
・APA申請期間中は地方当局による
移転価格税務調査を停止し、APA審
査を優先するような手当をして頂き
たい。
・正式に受理したことを確認できる
ような手続き（書面を発行する等）
にして頂きたい。
・地方当局が正式に受理を認めた
後、地方当局がSATへ申請を上げる
ことが国内法で求められているが、
その期限が短い等の制約により、地

・企業所得税法42条
・企業所得税法実施条例
113条
・税収徴収管理法実施細則
53条
1. CIT article 42
2. CIT guideline 113
3. Guideline of Tax
collection 53
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

方当局が正式に受理したことを確認
できるような手続き（書面を発行す
る等）をしたがらない傾向がある。
納税者へのAPA申請正式受理の通知
が阻害されないようにして頂きた
い。
・相互協議が長期化する背景とし
て、各国で広く受け入れられている
四分位法レンジの考え方を中国当局
が受け入れない傾向が強いことがあ
る。国際的に協調する立場をとり、
四分位法レンジを受け入れる姿勢を
示すようにして頂きたい。

39 日機輸 長期に及ぶ相
互協議合意

・過去申請した二国間APA（Advance Pricing Arrangement＝事前確認制
度）は合意に至ったものの非常に長い期間を要した。現在申請している
年度についても合意までのプロセスの予見が難しく、期間が長期にわた
ることが予想される。関連する過去の履歴を含む管理が膨大であり、か
つ、制度の法的安定性や予見可能性を欠いている。

継続 ・OECDの推奨する合意短縮に向け
て取り組んで頂きたい。

・移転価格税制(法人税法)
Transfer pricing regulation

6. 雇用

1 印刷機械 賃金の上昇 ・賃金の上昇。月最低賃金基準9.2％上昇。南通職業大学大専卒　初任給
平均4,800元。
また、定年を延長して欲しい。

継続 ・諸会社負担税制の軽減。
・雇用継続による融通税制。

/江蘇省人力社会保障庁

2 日機輸 時間外労働上
限規制

・中国生産の人件費コストが上昇している中、時間外労働上限時間が月
間36時間と、諸外国と比較して少ない水準となっている。

新規 ・時間外時間上限規制を諸外国並み
に緩めて欲しい。

・労働法第41条

3 日機輸 派遣工の扱い
規制強化

・労働契約法の改正（労務派遣に係る若干の規定）により、補助的業務
の職位に対する雇用比率制限（10％）が設けられた。

継続 ・雇用比率制限（10％）を撤廃、ま
たは緩和して頂きたい。

・労働契約法(派遣)

7. 駐在員・出向者等に関する問題

1 日機輸 就労ビザ、居
留許可取得手
続の煩雑・遅
延・不明確

・ビザ取得要件について以下の問題がある。
①各地域の公安・労働局では、実際のビザ取得の運用、基準が統一され
ておらず、徹底の度合いが地域によって異なり、通知内容と公安・労働
局での実際の運用に齟齬が起きている。また、中国国内の異動に際して
は、都市間の運用の違いにより、円滑な手続きに支障をきたしている。
②外国人のパスポートに代わる身分証が存在しない。
③就労又は180日を超える長期滞在者は中国入国後30日以内に管轄の公安
機関において「居留許可」を申請する必要がある。また、帰国時には抹
消手続きも行う必要がある。
これらの手続きのためには、パスポートを7稼働日の間公安機関に預けな
ければならず、駐在員は自身の身分を証明するものがないまま過ごさな
ければならない。外国人のパスポートに代わる身分証も存在しないた
め、手続き中の駐在員の業務及び日常生活に支障をきたしている。
④2018年以降に発行されたパスポートでビザを申請する場合は旧パスポ
ート原本の提出が必要であり、提出できない場合は理由書の提出が必要

変更 ・以下を要望する。
①基準を明確にし、各地域及び担当
官により異なる運用を統一して頂き
たい。移籍する場合は、居留許可を
抹消するのではなく、より簡易的に
切り替え手続きができるように改善
して頂きたい。
②諸外国で使用されている個人証明
証（カード型）の配布等の措置を検
討して頂きたい。
③駐在員が身分証を持たずに生活す
る期間をできるだけ短縮するため
に、居留許可の新規申請及び抹消手
続きにかかるリードタイムを短縮し
ていただきたい。

・外国人訪中就労許可制度
の全面的実施に関する通知
(外専発[2017]40号)
・外国人出入境管理法
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である。
⑤入国毎に指紋採取＆顔写真撮影が実施されているのに加えて、ビザ申
請時の指紋採取＆顔写真撮影のためにビザ申請センターへの出頭が必要
となっているが、2024年9月2日より2025年12月31日までは、駐日中国大
使館及び総領事館において短期ビザ申請者（有効期間：180日以内、有効
回数：1回または2回）に対し、指紋採取を免除する措置が講じられた。

④旧パスポート原本の提出を不要と
して頂きたい。または旧パスポート
原本が提出できない場合でも理由書
の提出を不要として頂きたい。少な
くとも2回目の申請を原本提出不要
として頂きたい。
⑤入国時の指紋採取＆顔写真撮影の
みとしてビザ申請時の出頭はなしと
していただき、申請者への負担を軽
減していただきたい。申請時の短期
ビザ申請者への指紋採取免除措置に
ついてはマルチ【M】査証を免除い
ただきたい。さらに赴任者【Z】査
証、赴任者に帯同する家族【S1】査
証についても、さらなる簡略化を拡
大していただきたい。

2 日機輸 ビザ取得手続
の煩雑、地域
差・不統一

・都市により（時には同じ都市でも）手続書類や所要時間が異なる。過
去の経緯や担当官の違いにより書類が異なることがある。
新法施行により、各都市で無犯罪証明書の取得が義務付けられ、手続き
に費用と工数がかかる。

変更 ・都市による差、担当官による差・
裁量の余地を出来る限りなくし、平
準化を図る事をして頂きたい。

3 日機輸 猶予期間の無
いビザ発給規
定変更

・防疫措置以外のビザの発給規定変更など、新たな規定等の施行開始ま
での猶予期間がなく、即日実施となる。

継続 ・防疫措置を除き、ビザの発給規定
変更などの場合、少なくとも1週間
程度の猶予を設けて、十分な告知後
に実施運用して頂きたい。

4 日機輸 ビザ免除措置
の延長

・2024年11月30日以降、2025年12月末までは、日本国籍の渡航者におけ
る商用、観光、親族訪問、交流、または30日以内の乗り継ぎの目的で中
国に入国する場合、ビザ免除で入国することができるようになったが、
2025年12月末以降の対応は不透明。

変更 ・2025年12月末以降もノービザ政策
を継続していただきたい。

5 日機輸 S2シングルビ
ザ取得の残存
期間の制限

・中国駐在員の家族が短期滞在で赴任者を訪問する際には、S2シングル
ビザ（1回のみ入国、30日間滞在可能）を取得する必要がある。
特に、中国の長期休暇である春節や国慶節、日本のゴールデンウィーク
休暇、夏休み、年末年始の期間には、短期での訪問が集中。
現在、赴任者の居留許可の残存期間が申請者の出発予定日より4か月以上
必要とされており、4か月以内の場合、中国への渡航ができない状況が生
じるケースがある。

新規 ・居留許可の残存期間が4か月以上
必要という制限を撤廃頂きたい。

6 日機輸 就労許可申請
時の必要書
類・規格の不
統一

・省・地域ごとによる就労許可取得に伴う必要書類や条件が異なってい
る。複数の省に派遣する当社では、必要書類の確認に時間を要してい
る。手続きの効率化の観点から是非各種申請書類・データ（体格検査受
診項目、証明写真サイズ・枚数・写真館データ要否、履歴証明書の内容
やサイナー等）の統一をお願いしたい。

新規 ・必要書類、データ規格の統一をお
願いしたい。

・査証制度の運用

7 自動部品 出向者の就労
許可取得要件

・海外勤務で中国へ渡航する場合、居留許可申請時に「外国人体格検査
記録」を提出しなければならず、その際、中国大使館の指定医院で受診

継続 ・最寄りに指定病院がないケースも
多く、駐在予定者が遠方で受診する
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の厳格化 しなければならない。 ケースがあるため、健診項目を満た
せば、最寄りの病院でも受診可能に
なると助かる。

8 電機工 出向者の就労
許可取得要件
の厳格化

・出向者の就労許可取得要件について、以下の問題がある。
①大学未満の学歴（例：高専）で中国に出向の場合、就業ビザ（外国人
来華工作許可）の取得は基本的に認められない。特別申請にて当初認め
られても、年度更新の時に認められないリスクがある。
②60歳以上の出向は基本的に認められない。同じく特別申請で当初認め
られても、年度更新の時に認められないリスクがある。

継続 ・工場では現場対応できる技術者、
技能者が必要なため、最低でも高専
（できれば高校卒）の受入を認めら
れれば有難い。
・また、専門業界経験者も必要で、
年齢面も延長して頂ければ有難い。

・浙外専発[2019]9号浙江省
外国専門局より「浙江省外
国人来華工作許可服務案
内」に関する通知

9 日機輸 居留許可を条
件としたE-
Channelの申
請条件

・E-Channel（香港の自動出入境ゲート）の申請は、外国人の場合、半年
以上有効な居留許可を所持していることが条件になっている。

継続 ・短期の居留許可でも、E-Channel
が申請できるよう、条件を緩和して
頂きたい。

・出境入境管理法

10 日機輸 居留許可に関
する手続きの
パスポート預
け入れ

・出入国管理機関で居留許可の新規取得、変更、延長、抹消等の手続を
行う際に、パスポートの原本を行政機関に預けなければならない期間が
長く、その間行動が制限されてしまっている。

継続 ・所管機関でパスポート原本を預か
らずとも、若しくはより短期間で手
続きが完了するような運用を要望す
る。

11 自動部品 居留許可に関
する手続きの
パスポート預
け入れ

・2023年12月より、イミグレ当局から外国人居留許可への管理が厳しく
なり、駐在員の居留許可は2年⇒1年に変更。延期する度に、パスポート
を3週間預けることになるため、駐在員の出張業務に支障が出ている。

変更 ・居留許可期間を2年以上にして頂
きたい。

12 日機輸 在留外国人の
社会保険制度
強制加入義務
による二重払
い負担

・日中社会保障協定が日中間において発行されたことを歓迎する。但
し、対象となるのは養老保険のみ、かつ5年間を上限としたものである。

継続 ・中国においては、日中社会保障協
定の適用の範囲は被用者基本老齢保
険のみとなっているが、他に、被用
者基本医療保険、労災保険、失業保
険料及び生育保険にも適用して頂き
たい。

・日中社会保障協定

13 日機輸 銀行口座の開
設困難、維持
要件の厳格

・居留許可を取得するまでの期間、中国内での銀行口座を開設すること
ができない。ほぼ電子決済で対応する中国内において、銀行口座が開設
できないことで、赴任当初の生活立ち上げが難しい状況にある。
現在、口座開設時に登録したパスポート期限や居留許可期限が失効する
と、口座が凍結されるという状況にある。帰任時に個人資産をすべて引
き出し帰国することが対策ではあるが、緊急で帰国する必要がある場合
など、対応ができないこともあり、中国に戻ってこられない場合は個人
資産を引き出すことが出来なくなり、相当な不便を強いられている。口
座の凍結解除には新たに居留許可や商用ビザを取得するなど、現実的な
ハードルが高く、事実上不可能。本人対応ができない場合でも代理人対
応を可能とするなど、中国での銀行口座維持への配慮を望む。

継続 ・銀行口座開設、及び維持要件の緩
和。
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14 日機輸 銀行口座の開
設困難、維持
要件の厳格

・赴任時、外国人の銀行口座を開設する際、ブラックリストや携帯契約
履歴が1年以上ないといけないなどの制約によって開設できないケースが
あり、外国人に対してはハードルが高い。給与の振り込みに影響がでて
いる。

継続 ・外国人の口座開設における制約の
ハードルを下げる措置をとって頂き
たい。

15 印刷機械 出張者の電子
決済・現金使
用の困難

・日本から出張者またはその他の海外から出張者が来た場合に、中国で
はアリペイ、ウィチャットでの電子決済が主流になっており、海外から
出張してきた場合にアプリが無く、またあったとしても日本の銀行に紐
づけしないと使用できない。また紐づけしたとしてもホテルの支払いが
できなかった事もある。アプリを取得し銀行との紐づけが複雑で難し
い。
その他海外から来た出張者がホテルでカードが使えなかったり、タクシ
ーなども使用不可で支払いに困ることがある。
その他、現金を使用するとお釣りがないと言われる事もある。

新規 ・決済アプリを取得後銀行との紐づ
けを簡単にして欲しい。
・また、カードをどこでも使えるよ
うにして欲しい。

16 日機輸 居留許可によ
る入学要件

・勤務地と居住地の市・省が異なる場合、居留許可の発行地は勤務地で
発行される。学校によっては、政府の指示により、学校の所属する市・
省の居留許可がないと入学・入園が出来ない場合があり、状況によって
は居住地を変更させなければならない可能性がある。

継続 ・居留許可に関する入学要件の緩和
を期待する。

17 電機工 内陸から来た
従業員子供の
登校資格問題

・内陸から来た一般従業員の子供の登校は難しい、地元の子供とは差別
があるようである。実際学校側の受け入れ優先順位は：①現地戸籍、②
現地で家を買った家庭、③親の名義で賃貸アパート契約あり、④政府が
評価した人材の子供。出稼ぎにきた一般従業員はほとんど上記の条件を
満たせいないため、最寄り学校ではなく、席が空いてる学校しか入れな
い。

継続 ・入校試験受けでもよいが、地元子
供の差別をなくしたい。

・法律がなく、各地方の教
育機関が決めてるよう。

18 印刷機械 駐在員および
帯同家族の安
全性への懸念

・2024年9月に発生した深圳日本人学校小学生刺殺事件およびそれに対す
る中国政府の情報により、中国ビジネス拡大のための日本側人材および
生活の基盤となる帯同家族に対する安全性への懸念が急拡大。出向辞令
の取りやめ・延期が発生し、今後の中国ビジネス拡大にネガティブな影
響を与えている。

新規 ・日本人含む外国人への治安対策。
特に帯同家族や通学時の安全確保へ
の方策徹底。

19 日機輸 駐在員および
帯同家族の安
全性への懸念

・2024年9月18日に発生した深圳での日本人児童殺人事件、同年6月の蘇
州での日本人母子襲撃事件等、邦人が被害にあっている事件が相次いで
発生していることから、中国国内でのビジネス活動の基盤である安心・
安全が揺らいでいる状況にあり、今後の動向次第では、日系企業の中国
国内でのビジネス推進にも影響が出かねないと考えられる。

新規 ・邦人をはじめ、中国国内で生活す
る外国人の安心・安全を確保する取
り組みを強化して頂きたい。

8. 知的財産制度運用

1 JEITA 模倣品の横
行・国際的拡
散

・弊社製品の模倣品がインターネットや、非正規の流通チャンネルにお
いて発生している。
弊社商標を無断使用する製品ラベルが弊社類似品に貼付され、模倣品と
して市場に流通している。
店舗に在庫を極力保有せず、かつ、商品受け渡しの直前まで製品ラベル
を貼付しない巧妙な手口が増えている。
製品ラベル上の一部記載を消去することにより、真贋判定を容易に行え

継続 ・製品ラベルの一部消去のように、
商標権利者が製品品質を保証しかね
る状態で販売する行為についての明
確な罰則規定を設けて欲しい。
・税関の取締りにおいて、被疑侵害
製品（模倣品）の輸送の依頼主、す

・中国商標法52条
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ないようにしている。
税関取締りにおいて、被疑侵害製品（模倣品）を発見して、海関から権
利者へ「確認知識産権侵害状況通知書」が通知される際、業者名は輸送
業者（通関業者）の名前だけが提供される。被疑侵害製品（模倣品）の
輸送の依頼主、すなわち模倣品業者の業者名は通知されず、根本的な対
策が困難である。

なわち模倣品業者の業者名を、商標
権利者に通知してほしい。

2 自動部品 模倣品の横
行・国際的拡
散

・多数存在するECサイトに企業の名称、ロゴが無断で使用されている。
中国でも商標登録は完了しているが、無断で使用されており、また販売
品目が模倣品であることが強く疑われる。
商標侵害を理由に削除の申し入れを行うも、同様の判例を要求され削除
できない場合がほとんどである。

継続 ・日本と中国の商標関連の法規の違
いによる企業への注意喚起、および
対策案の周知など。

3 時計協 模倣品の横
行・国際的拡
散

・多くの模倣品がインターネット（商取引プラットフォーム、独立サイ
ト）で販売されている。

継続 ・当局によるインターネット上の取
締りの強化を要望する。

4 時計協 模倣品の横
行・国際的拡
散

・商取引プラットフォームが提供する侵害品削除プログラムにおいて、
権利者側に過大な証明を求めるなど、権利者側に厳しくなっている傾向
がある。

継続 ・商取引プラットフォームの提供者
に対して、規制・取締りの強化、権
利侵害品の削除プログラムの改善を
要望する。

5 製薬協 模倣品の横
行・国際的拡
散

・偽造医薬品は、単に知的財産権（特許権、商標権）の侵害である以上
に、患者に深刻な健康被害をもたらす場合も多いため、偽造医薬品を患
者の手に届くことがないよう取り締まることが重要である。中国、イン
ド等で製造された偽造医薬品が、自国内で流通するだけでなく広く他国
にも輸出されている。

継続 ・偽造医薬品の製造販売、輸出の取
締りを強化して頂きたい。

6 時計協 模倣品の取締
不足

・中国税関での水際取締り：
権利侵害疑義貨物の発見について、模倣品の輸出差止件数は激減。未だ
海外の税関及び市場において中国製の模倣品の摘発件数の増加と模倣品
が大量に発見されており、取り締まりは不十分である。

継続 ・検査方法の見直し、検査率を更に
上げるなどして、より多く模倣品が
差し止められるよう、取り締まりの
一層強化を要望する。

・知的財産権海関保護条例
(条例)
・条例実施弁法(弁法)

7 時計協 模倣品の取締
不足

・1）権利者に対して侵害事実/侵害者の処罰/侵害品の処分についての情
報開示が不十分である。
2) 広州駅西口時計市場の模倣品の販売方法が巧妙化している。一方で、
一時期姿を消していたが、店頭による声かけ（Super copy、High quality
copy）が盛んに行われている状況を確認している。
3) 実際の摘発において、偽物業者は居住区に倉庫・組立工場等をおき、
現状では公安以外の工商行政管理局(AIC)/質量技術監督局(TSB)等の行政
機関は踏み込めない。
4) 一度摘発されても侵害行為を止めず、侵害が繰り返されているが(再
犯)、取り締まり機関が再犯者をどの様に把握しているか不明である。

継続 ・1)①侵害内容(差押リスト)
②違反者への処罰(処罰決定書/証明
書)
③侵害品の処理(廃棄)の確認(廃棄証
明書)。これらの書類を常に権利者に
提供することを要望する。
2)2階のクローズされたショールー
ムの取締り強化（店頭での声かけを
含む）。
3)AIC/TSBの行政機関が、居住区で
も摘発ができるようになることを要
望する。
4)身分証明書のID番号を登録し、全
ての取り締まり機関が前歴を確認で

・反不正等競争法 第5条
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きるシステムを作り、再犯者を厳重
に管理する事を要望する。

8 日機輸 税関での水際
取締の不足

・税関の水際取締りについて、以下の問題がある。
①税関での押収品の処分結果が権利者に通知されない場合がある。
②侵害品押収に関する倉庫の費用について各地税関の格差が大きい、費
用明細は不明瞭または提供されない、費用の計算期間も法定の最長期間
で計算される場合が多い。
③疑義品の写真提供枚数が少なく、鑑定に支障をきたしている。

継続 ・以下を要望する。
①押収品処分結果の権利者への確実
な通知の仕組み構築。
②税関による、倉庫費用明細の権利
者への提供の義務化。
③最低でも、違う角度から3枚程度
は提供して欲しい。

9 時計協 知的財産権侵
害に対する罰
則の不十分

・商標権侵害行為に対する行政機関による処罰が甘すぎる為、侵害行為
が繰り返されているのが実情である。
1)罰金額が極めて低い。
取締り行政機関、案件により従来に比べて高い罰金額が科されるなど改
善の兆しも見えるが、少額の罰金しか科されない場合も少なくない。ま
た、タッグ、取扱説明書、外箱等の付属品の罰金額の算定が極めて低
い。
2)罰金の納付が行われない場合、侵害者は実質的に逃げ得状態になって
いる。
取締り行政機関より出頭命令が出ても罰金の納付に現れない侵害者に対
して、督促状の送付、それでも出頭しない場合ビジネスライセンスの剥
奪等の処分が下されるようだが、場所、会社名を変え、法定代表人を他
人名義にすれば、実質処分を逃れビジネスを再開することが可能。

継続 ・1)①再犯が起きないよう厳しい罰
則の適用を要望する。過去に行政処
罰を受けている者に対しては、不法
経営金額が5万元以下でも刑事罰の
適用を要望する。
②再犯を行った侵害者に対しては、
営業許可証の没収を要望する。再犯
者は自動的に公安局(PSB)案件へ移
送を要望する。
③タッグ、取扱説明書、外箱等の付
属品に対しては被模倣品（真正品）
の販売価格に基づいた罰金額の算定
を要望する。
④行政摘発を行った後、取り締まり
機関が刑事案件への自主移送を積極
的に推進して頂くことを要望する。
2)未出頭者に対しては刑事案件に切
替えるなど罰則強化を要望する。

・商標法第六十三条

10 時計協 知的財産権侵
害に対する罰
則の不十分

・従来、知的財産権侵害における損害賠償額が低額なため、模倣業者が
敗訴し、損害賠償を支払った後に再度、模倣業者が模倣行為を繰り返す
など、同一主体における度重なる侵害行為が見受けられた。
すなわち、損害賠償の支払いが侵害行為の抑止力につながらないケース
が見受けられた。

継続 ・中国専利法　第4次改正法におけ
る故意侵害、侵害行為に見合った損
害額の認定、書類提出命令の各規定
の厳守、積極的な適用を要望する。

・専利法　71条
・専利法　72条

11 日機輸 知的財産権侵
害に対する罰
則の不十分

・2019年の商標法改正以降も商標の冒認出願が多数ある。これらを放置
するわけにはいかず、対応に追われている。

継続 ・中国当局も改善に向けて努力して
頂いている中での更なるお願いであ
るが、審査を強化するなど先行権利
者の負担の軽減を図って頂きたい。

・中国商標法4条、15条

12 時計協 差押え担保金
申請手続の不
合理

・担保金：
①総担保金申請しない場合には従来通りの担保金支払となる。担保金額
の決定方法が依然不透明である。インボイス表記金額では無く、各税関
の裁量で決定されているように思われる。
②総担保は、最大1年間（申請が認められた日から同年12月31日まで）有
効となるが、1月1日からの適用を受けるためには、その2〜3ヶ月前まで
に申請し担保金を預けなければならない。一方、預けた担保金は、適用

継続 ・①算定基準の明示を要望する。
②継続して総担保を利用する場合に
は、一旦、預けた総担保を翌年以降
も利用できるようになる事を要望す
る。そもそも権利者が担保金を負担
しないで済むような（日本や欧米の

・条例第14条
・弁法第22条
・知的財産権税関保護にお
ける総担保の受付について
（税関総署公告2006年第31
号）
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される年の翌6月30日から180日以内に返還されることになるので、総担
保を継続して利用するために権利者は、2年目以降は実質的には2年分の
総担保を預ける必要がある。

ような）システムの変換を要望す
る。

13 時計協 差押え申請手
続期間の延長
の必要

・3労働日以内の差押さえ申請：
税関から侵害疑義貨物が発見されたとの通知を受けた場合、権利者は3労
働日以内に侵害品か否か判断し差押さえの申請を行わなければならない
が、遠隔地の税関の場合、3労働日以内に手続を取ることは極めて困難で
ある。

継続 ・必要な場合、申請の期限延長を認
めて欲しい。
・真贋鑑定のために、多くの税関で
はデジタル画像をメールで送付して
くれるが、地方を含めて全ての税関
で同様の対応をしてもらいたい。
・そのデジタル画像も文字板面と裏
蓋面の両面の拡大写真でお願いした
い。

・条例第16条
・弁法第21条

14 時計協 差押え後の処
理の不透明・
遅延

・差押え後の処理について以下の問題がある。
①税関は侵害貨物の没収を決定した場合、荷受人、荷送人の情報を含む
弁法28条に規定される5項目に関する情報を権利者に通知することとなっ
ているが、徹底されていない。
②侵害貨物の処分決定に関する情報開示が不十分である。
③最終決定（侵害品処理）までの時間が掛かりすぎている。

継続 ・差押え後の処理について以下を要
望する。
①左記に関する実施の徹底を要望す
る。
②侵害貨物の処分内容公開を要望す
る。
③効率化を図り最終判断のスピード
アップを強く要望する。

・弁法第35条
・条例第20〜27条
・弁法28条

15 時計協 差押え後の処
理の不透明・
遅延

・権利者は、貨物差し押え期間中の倉庫保管・処理費用等を負担しなけ
ればならない。

継続 ・貨物差し押え期間中の倉庫保管・
処理費用は、侵害当事者が負担する
ことを要望する。

・条例第25条
・弁法第31条

16 時計協 差押え後の処
理の不透明・
遅延

・中国税関で差し押さえられた貨物について、現在仕向地国しか開示さ
れない。

継続 ・国名のみならず、海外の荷受人も
開示して欲しい。

17 時計協 差押え後の処
理の不透明・
遅延

・海関の廃棄ル－ルは明文化されているが、工商行政管理局(AIC)/質量技
術監督局(TSB)/公安局(PSB)の廃棄ル－ルが不明確。

継続 ・行政機関の廃棄処理ル－ルを明確
にすることを要望する。

18 JEITA 特許実施許諾
に関する中国
の特殊事情

・特許ライセンスについて中国は下記の特殊なルールがあり、ライセン
サーの責任が重すぎ、結果として無ライセンスの状態を放置せざるを得
ない。
1．技術譲渡、ライセンスに関する「技術輸出入管理条例」に従わなけれ
ばならない
(a)条例23条1項（権利保証）
ライセンサーは、自らがライセンス技術の適法な保有者であることまた
はそのライセンス権限を有することを保証しなければならない。
(b)条例23条2項（第三者権利の侵害に関する責任）
ライセンシーは、ライセンス技術をライセンス契約に従って使用したに
もかかわらず第三者からその権利を侵害されたと主張された場合、その
旨、直ちにライセンサーに通知しなければならない。ライセンサーは、
当該通知受領後、ライセンシーに協力して障害を排除しなければならな

継続 ・ライセンサーの責任に関する中国
に特殊なルールを撤廃するよう条例
改正頂きたい。

・技術輸出入管理条例
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い。
(c)条例24条（技術保証）
ライセンサーはライセンス技術が完全で、誤りが無く、有効で、合意し
た技術目標を達成できることを保証しなければならない。

19 日機輸 特許分割出願
の親出願係属
要件

・親出願が係属していないと、その分割出願（子出願）が係属していて
も、更なる分割出願（孫出願）ができない。

継続 ・親出願の係属の有無にかかわら
ず、分割出願できるようにして頂き
たい(所謂、係属している子出願から
の孫出願を認めて頂きたい)。

・審査指南第一部第一章
5.1.1

20 自動部品 特許クレーム
補正の文言の
限定

・クレームを補正する場合、明細書の文言そのままの表現しか認められ
ない。また、オフィスアクション（OA）応答時にクレームを追加する補
正が認められない。
特許審査ハイウェイ（PPH）申請時に補正が認められないと、早期審査
の目的が果たせない。
例えば、第1庁（先行庁）で、クレームを補正した結果、特許可能と判断
され、この審査に基づいて、中国（後続庁）においてPPH申請を行う場
合、PPH申請の際に補正ができないと、補正前のクレームで審査される
ことになり、早期の登録が見込めない。

継続 ・他国と同様、明細書及び図面に開
示された内容からクレーム補正の判
断をしていただきたい。
・また、OA応答時にもクレームを
追加する補正を認めていただきた
い。
・PPH申請時に補正の機会を与えて
いただきたい。

・特許法第33条
・審査指南第二部分第八章
5.2補正5.2.1補正の要求
・実施細則第51条第3項
・実施細則第51条

21 日機輸 特許協力条約
出願段階での
審査精度の不
明瞭

・中国を受理官庁とした特許協力条約（PCT：Patent Cooperation
Treaty）出願を行った場合に、PCT出願段階では安易に進歩性が否定され
る一方、国内段階では、進歩性が認められるケースが散見される。

継続 ・PCT段階での審査は各国移行の根
拠とできる信頼性の高い審査をして
頂きたい。

・中華人民共和国専利法

22 日機輸 通常実施権の
対抗要件

・通常実施権は、登録しないと第三者に対抗することができない。しか
し、open-innovationで通常実施権の許諾が頻繁に使われる現状を考慮す
ると、それらをいちいち登録し、管理することを求めるのは、企業らに
は非常に負担になる。また実施許諾契約は、条件はもちろんのこと、そ
の存在自体も秘密であることが多く、登録することによって公になるの
は好ましくない。
実際に、実施許諾を受けている特許権に基いて提訴される事件も発生し
ており、一刻も早く当然対抗制度の導入を求めたい。

継続 ・通常実施権を登録しなくとも第三
者に対抗できるようにして頂きた
い。

・実施細則第14条
・特許実施許諾契約届出弁
法第5条、第14条、第15条

23 日機輸 実用新案権利
行使時の権利
者の注意義務
化の不実施

・第4次専利法改正において、権利濫用防止規定（第20条）が追加されて
いる点については、権利者の利益及び侵害被疑者の負担のバランスを図
ることが検討されていると理解できる。
但し、評価報告書の提出が義務化されているわけではない。
侵害被疑者の負担を軽減する方策が十分であるか、引き続き確認が必要
である。

継続 ・実体審査なしで登録される実用新
案において実用新案権を用いての侵
害警告時や同権利侵害の訴訟等にお
ける権利行使時において、権利者に
対して、中国特許庁による評価報告
書を提出させるよう義務化して頂き
たい。

・中華人民共和国専利法

24 自動部品 実用新案権利
行使時の権利
者の注意義務
化の不実施

・第4次専利法改正において、権利濫用防止規定（第20条）が追加されて
いる点については、権利者の利益及び侵害被疑者の負担のバランスを図
ることが検討されていると理解できる。
但し、評価報告書の提出が義務化されているわけではない。
侵害被疑者の負担を軽減する方策が十分であるか、引き続き確認が必要
である。

継続 ・実体審査なしで登録される実用新
案において実用新案権を用いての侵
害警告時や同権利侵害の訴訟等にお
ける権利行使時において、権利者に
対して、中国特許庁による評価報告
書を提出させるよう義務化して頂き

・中華人民共和国専利法
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たい。
・評価報告書の申請は実用新案の権
利者のみならず、第三者（侵害被疑
者）も行なえるようにして頂きた
い。

25 自動部品 実用新案権の
無効化の困難

・実用新案権の無効化の困難性：
①諸外国における既製品（又はパンフレット等に開示済みの製品）の構
造をそのまま実用新案として出願し、権利化するケースが目立ってい
る。実用新案は無審査で登録になるので、例えば特許のように、特許庁
への情報提供によって権利化を阻止するようなことは不可能である。
②一旦権利化された実用新案権を無効化したい場合、中国では提出でき
る無効資料の数に制限があり（1つor2つ）、無効化することが難しい。
さらに、諸外国の製品カタログ等は無効資料として認めてもらうには煩
雑な手続きが必要であり、実質的に、製品カタログ等に基づいて権利化
された実用新案権に対して、第三者は打つ手がないといった状況にな
る。その結果、実用新案権に基づいた権利濫用の虞がある。

継続 ・①製品カタログ等に関して、各社
で煩雑な手続きをとることなく、無
効資料としての証拠能力を担保でき
るシステムを構築して欲しい。
②中国では、実用新案権に基づいて
権利行使する場合、日本のように技
術評価書の提示（日本の実用新案法
第29条の2）が義務付けられていな
い。無効になる蓋然性の高い実用新
案権によって権利行使がされないよ
う、中国においても技術評価書によ
る事前警告を制度として導入して欲
しい。

26 時計協 実用新案権の
無効化の困難

・実用新案権の無効化の困難性：
①諸外国における既製品（又はパンフレット等に開示済みの製品）の構
造をそのまま実用新案として出願し、権利化するケースが目立ってい
る。実用新案は無審査で登録になるので、例えば特許のように、特許庁
への情報提供によって権利化を阻止するようなことは不可能である。
②一旦権利化された実用新案権を無効化したい場合、中国では提出でき
る無効資料の数に制限があり（1つor2つ）、無効化することが難しい。
さらに、諸外国の製品カタログ等は無効資料として認めてもらうには煩
雑な手続きが必要であり、実質的に、製品カタログ等に基づいて権利化
された実用新案権に対して、第三者は打つ手がないといった状況にな
る。その結果、実用新案権に基づいた権利濫用の虞がある。

継続 ・①製品カタログ等に関して、各社
で煩雑な手続きをとることなく、無
効資料としての証拠能力を担保でき
るシステムを構築して欲しい。
②中国では、実用新案権に基づいて
権利行使する場合、日本のように技
術評価書の提示（日本の実用新案法
第29条の2）が義務付けられていな
い。無効になる蓋然性の高い実用新
案権によって権利行使がされないよ
う、中国においても技術評価書によ
る事前警告を制度として導入して欲
しい。

27 時計協 実用新案権の
審査の不備

・審査の品質に関して、2019年1月10日、中国国家知的財産権局
（CNIPA）発表によると、実用新案権の登録件数は187.4万件（昨年は
168.8万件。約11％増）であり、中国では最近実用新案に対しても初歩的
な先行技術調査を行って新規性を審査するようになり、登録にかかる期
間も長期化しているとのことであった。しかしながら、先行技術とほぼ
同一の技術について登録されている案件が散見される。従って、さらに
審査の品質を高め、上記初歩審査で拒絶にする実務を強化して頂きた
い。

継続 ・初歩的審査の強化。

28 時計協 実用新案権の
審査の不備

・実用新案の審査について、実用新案出願は方式審査を経て拒絶すべき
理由がない場合、権利付与されることになる（専利法第40条）。条文
上、実用新案出願に対しては実体審査が行われず、方式審査を経て登録
されるが、実務においては、欠陥のある実用新案権が多いとされる問題

継続 ・実体審査の実施、もしくは権利行
使にあたっては評価書取得の義務
化。

・専利法第40条
・実施細則第44条第1項第2
号
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を少しでも改善しようと、強化方式審査が行われている（実施細則第44
条第1項第2号）。
しかし、実用新案の強化方式審査は、新規性、進歩性、実用性の実体審
査が行われないものであり、無効審判を提起することにより復審委員会
にて実態審査が行われる体系となっている。

29 時計協 実用新案権の
審査の不備

・実用新案の審査（サーチレポート提出-開示の義務化）について、実用
新案登録出願は実態審査を経ずに登録されてしまうため、日本での他人
の出願や、20年以上前の技術が近年中国において実用新案登録出願さ
れ、実用新案権として登録される案件が散見される。
このような事実は、権利の濫立や将来的な権利濫用につながるため、未
然に防止することが必要。
現時点では、中国国家知的財産権局（CNIPA）は、実用新案登録出願に
ついて、上記公知技術に関する出願を防止するため、保護対象か否か、
新規性及び記載要件について審査していると言っているが、審査結果に
ついて開示されておらず、適切な審査がなされているか不明。
出願例を見ても、審査がなされているとは思えない。

継続 ・サーチレポートの義務化（先行技
術調査の義務化）
国家検索センターによる先行技術調
査の提出を出願人に義務付け公開す
るか、又は、CNIPAにより調査を行
い調査結果を公開し、権利の有効性
について一定の判断基準を示すよう
にして頂きたい。
※国家検索センター（中国国家知識
産権局(CNIPA)下の検索センター：
https://www.ipscc.org.cn/）

30 自動部品 実用新案権の
審査の不備

・実用新案の審査について、実用新案出願は方式審査を経て拒絶すべき
理由がない場合、権利付与されることになる（専利法第40条）。条文
上、実用新案出願に対しては実体審査が行われず、方式審査を経て登録
されるが、実務においては、欠陥のある実用新案権が多いとされる問題
を少しでも改善しようと、強化方式審査が行われている（実施細則第44
条第1項第2号）。
しかし、実用新案の強化方式審査は、新規性、進歩性、実用性の実体審
査が行われないものであり、無効審判を提起することにより復審委員会
にて実態審査が行われる体系となっている。
実用新案の審査（サーチレポート提出-開示の義務化）について、実用新
案登録出願は実態審査を経ずに登録されてしまうため、日本での他人の
出願や、20年以上前の技術が近年中国において実用新案登録出願され、
実用新案権として登録される案件が散見される。
このような事実は、権利の濫立や将来的な権利濫用につながるため、未
然に防止することが必要。
現時点では、中国国家知識産権局(CNIPA)は、実用新案登録出願につい
て、上記公知技術に関する出願を防止するため、保護対象か否か、新規
性及び記載要件について審査していると言っているが、審査結果につい
て開示されておらず、適切な審査がなされているか不明。出願例を見て
も、審査がなされているとは思えない。

継続 ・実体審査の実施、もしくは権利行
使にあたっては評価書取得の義務
化。
・サーチレポートの義務化（先行技
術調査の義務化）
国家検索センターによる先行技術調
査の提出を出願人に義務付け公開す
るか、又は、CNIPAにより調査を行
い調査結果を公開し、権利の有効性
について一定の判断基準を示すよう
にして頂きたい。
※国家検索センター（中国国家知識
産権局（CNIPA）下の検索センタ
ー： https://www.ipscc.org.cn/）

・専利法第40条
・実施細則第44条第1項第2
号

31 日機輸 遅延審査件の
延長されない
自発補正期間

・通常は、自発補正が可能な期間は「実体審査開始通知が発行されてか
ら3か月」。2019年より新設された遅延審査制度は、申請した期間分（1-
3年の間）審査開始時期を遅らせることができるが、自発補正期間は通常
件と同じで「実体審査開始通知が発行されてから3か月」。
【現行、遅延審査制度のタイムライン、イメージ】
①審査請求、及び遅延審査請求を出願人が申請
②（①の数週間後に）実体審査開始通知が発行⇒自発補正期間はここか

継続 ・実体審査開始通知が遅延期間満了
後に出されるように運用変更するこ
とで、遅延審査件については、自発
補正期間を遅延審査請求した期間の
分、通常件より延ばすべきである。
実体審査開始通知を遅延満了後に出
すことで、通知本来の意味を成す。
自社や市場の技術動向等を十分に見

・審査指南第5部第7章第
8.3節
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

ら3か月
③（遅延審査した期間経過後に）OAが発行

極め、適切な権利範囲の権利を取得
するために遅延審査を請求している
ので、そのような動向を権利に反映
させるためにも補正期間を延長して
頂きたい。

32 日機輸 自発補正期間
の限定による
PPH対応不可

・PPH（日中特許審査ハイウェイ）申請時に補正が認められないと、早
期審査の目的が果たせない。例えば、第1庁で、クレームを補正した結
果、特許可能と判断され、この審査に基づいて、中国（後続庁）におい
てPPH申請を行う場合、PPH申請の際に補正ができないと、補正前のク
レームで審査されることになり、早期の登録が見込めない。

継続 ・PPH申請時に補正の機会を与えて
頂きたい。

・実施細則第51条

33 日機輸 知的財産権関
連の行政審
決、法院判決
の審理内容公
開の不足

・知的財産権関連の行政審決、法院判決の審理内容について、公開の促
進が図られているが、必ずしも全てが公開されている状況ではない。
前記の審理においては、期日が直前に指定されることがあり、対応が困
難な場合がある。
審理における応答期間や公証については、外資企業は多大な負担を強い
られている。

継続 ・知的財産権関連の行政審決、法院
判決の審理内容について引き続き更
なる公開の促進、透明性の担保を図
って頂きたい。
・知的財産権関連の行政審決、法院
判決の審理における期日の指定、及
び応答期間や公証について緩和頂き
たい。

・中華人民共和国民事訴訟
法

34 日機輸 意匠分類によ
る調査の負担
大

・中国の意匠分類は、32の物品分野を示す大分類と223の物品群を示す小
分類から構成されるロカルノ分類を用いている。ロカルノ分類は分類が
細かくないため、意匠登録件数が他の主要国に比べて格段に多い中国に
おける他社権利調査では、所望の物品以外の権利についても幅広い確認
が必要となり、調査の負担が非常に大きい。一方、日本など他の主要国
では、独自の細かい意匠分類を設けている。

継続 ・細かい分類を有する中国独自の意
匠分類を新たに設けることを要望す
る。

・専利実施細則
・審査指南第第一部分第三
章など

35 時計協 意匠権取得に
係る制度の不
備・不足

・意匠権取得に係わる問題点として、以下が挙げられる。
①意匠出願における実体審査の導入：
意匠出願に対する審査手続き上、実体審査がなく形式審査のみで、実質
的に書類が形式上整っていれば新規性が認められない出願も登録されて
しまう。専利法改正により、10件までの類似意匠を1出願にまとめられる
ようになったが実態審査が無い為権利的に不安定であり制度活用が出来
ない。
②意匠権の権利期間：
中国の意匠権の権利期間は、第4次専利法改正により出願日から10年から
15年に変更になったが、日本は、設定登録から20年であったが意匠法改
正により出願から25年に変更になった。なお、欧州25年、米国15年、韓
国20年である。中国の権利期間は短く、定番商品の保護に十分でない。
③新規性喪失例外規定適用拡大の導入：
新規性喪失例外規定は存在するものの、その適用範囲は、政府主催また
は公認の展示会などで初めて開示された場合や国が緊急事態又は非常事
態の情況下にあり、公共の利益のために初めて公開された場合に限定さ
れ、実際には適用の可能性が極めて低いのが現状である。

継続 ・①早急に実体審査を行う制度に変
更し、権利の安定化が図られること
を要望する。
先願意匠権との類比に関する実態審
査を実施し、類似意匠の権利の安定
性を高めて頂きたい。
②国際水準に合わせて、より長期間
の権利保護を要望する。
③適用範囲を、日本同等に政府主催
や公認の展示会以外の個別展示会及
び販売活動等「出願人の行為に起因
して公知となった場合」などにも適
用できるよう範囲を拡大して欲し
い。

・専利法
・専利法第23条
・専利法第42条
・専利法第24条

36 日機輸 意匠権取得に
係る制度の不

・第4次専利法改正において、意匠権の存続期間の延長や、部分意匠の導
入がなされた点については、一定の評価ができる。

変更 ・新規性喪失の例外の適用範囲限定
である点、意匠保護期間が他国と比

・中華人民共和国専利法
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

備・不足 一方、実体審査がないため明らかな無効事由を有する意匠登録が濫立す
る懸念や、冒認出願を誘発する点には懸念が残る。

べると短い点についても改善頂きた
い。
・意匠の保護制度において一層の拡
充を図って頂きたい。
・意匠出願を登録するにあたり実体
審査を導入する事、意匠保護期間
（権利期間）のさらなる延長、自己
開示による新規性喪失の例外の適用
を拡大頂きたい。

37 時計協 製品形状模倣
品に対する法
的防止策の不
足

・中国において意匠権が存在しないあるいは登録されるまでの間での製
品形状模倣品対応は、不正競争防止法に頼らざるを得ないが、中国の不
正競争防止法では、依然、商品の知名性が必須要件であり、新しい商品
の形状模倣に対しては実効性がない。

継続 ・中国の不正競争防止法における適
用要件の追加を要望する。具体的に
は日本の不正競争防止法第2条第１
項第3号（デッドコピ－条項）と同
様な条項を盛り込むことを要望す
る。

・反不正当競争法第5条2号

38 日機輸 製品形状模倣
品に対する法
的防止策の不
足

・中国政府は不正競争防止法や電子商取引法や商標法などの整備を通じ
て、知的財産権保護の強化を進めているが、模倣問題が残っている。

継続 ・損害額の高額化、摘発キャンペー
ンの強化、厳罰化事例の蓄積、部分
意匠の保護等、模倣行為の取り締ま
りが強化される傾向にあるが引き続
き再犯防止策（e.g. 摘発強化）等の
効果を示して頂きたい。

・中華人民共和国商標法等

39 日機輸 商標の類否性
判断基準の不
統一

・商標審査の類否判断が審査官によってバラついており、予見可能性が
不十分となっている。中国の商標審査官は、審査の結果は審査官によっ
て異なると言っている。
例）
①指定商品をXとした自社の登録商標Aがある。登録商標Aでは指定され
ていない指定商品Yを追加して商標登録出願A+を行った（もちろん、商
標登録出願A+のマークは、登録商標Aのマークと同一）。
②商標登録出願A+の審査において、商標登録出願A+は審査引例である他
社登録商標B（指定商品X）に類似すると判断された。
③他社登録商標Bは登録されているので、先願である登録商標Aとは非類
似として判断された。
④そこで、商標登録出願A+の拒絶査定不服審判では、商標登録出願A+は
他社登録商標Bと非類似として判断されるべきである、との理由で争っ
た。ところが、審判部は商標登録出願A+と他社登録商標Bを類似として
結論した。
⑤同じマークの類否判断で、引例の審査では非類似と判断され、今回の
審査では類似するとの判断は、審査官ばらつきに他ならない。

継続 ・類否判断が審査官次第というケー
スバイケースの審査ではなく、予見
可能性の高い一貫した基準で運用し
て頂きたい。

・商標法第30条

40 時計協 商標登録、審
査のばらつき

・審査官によって審査の質にばらつきがある。
図形の審査に顕著で、互いに類似度が高い併存商標を引例として示し
て、比較的類似度の低い本願が類似とされて拒絶されることがある。

継続 ・審査の質の向上。

41 医機連 商標調査デー
タベースの不

・中国において商標調査を実施する際、中国商標局が公開している商標
データベース「中国商標網」を使用しているが、アクセスが不安定だっ

新規 ・動作が安定するよう改善を希望す
る。
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具合 たり、画像が表示されないことがあったりして作業が中断する。
※中国商標網： https://sbj.cnipa.gov.cn/sbj/index.html

42 製薬協 医薬品分野の
知財制度整備
の遅延(新薬申
請データ保護
(RDP)の導入)

・2017年10月の国家政策公表、2018年4月の国務院常務委員会の発表に
は、新薬申請データ保護（RDP）の導入が含まれており、同年4月に薬品
申請データ保護実施弁法（暫定）（意見募集稿）が公表された。実施弁
法が制定されないため、新薬の承認後、1年〜数年後に後発申請がされる
事態が続いている。
2022年5月に公表された医薬品管理法実施条例（修正案意見募集稿）に
は、RDP関連条項が含まれている。しかし、第40条によれば、RDPの対
象は一部の医薬品（部分药品）と曖昧な上、期間は6年であり、
innovative therapeutic biologics（创新治疗用生物制品）に12年を付与する
とした2018年4月の実施弁法案よりも後退している。pediatric exclusivity
（小児用医薬品の排他的販売権）とorphan exclusivity（希少疾病用医薬品
の排他的販売権）は、各々第28条と29条に“no more than 12
months”、“no more than 7 years”と規定され、曖昧である。
2025年1月に公表された医薬品産業の質の高い発展を促進するための通知
によれば、2027年までに医薬品および医療機器の規制の充実が達成され
るとされ、RDPも今後整備される規制の一つとして挙げられている。

変更 ・早急な法整備とステークホルダー
への意見提出の機会をお願いした
い。
・中国で初めて承認された低分子化
合物について、外国での承認時期を
問わず、6年のRDPを付与して戴き
たい。Biologicsについては、10年〜
12年のRDPを付与して戴きたい。
RDP期間中は後発申請を受け付けな
いで頂きたい。
・新たな効能や投与形態、剤形にも
日本(4〜6年)や米国(3年)のように
RDPを付与して頂きたい。
・pediatric exclusivity(小児用医薬品
の排他的販売権)とorphan
exclusivity(希少疾病用医薬品の排他
的販売権)は、中国で初めて承認され
た有効成分について、外国での承認
時期を問わず、各々12月と7年を付
与して頂きたい。

・国家政策公表
https://www.gov.cn/xinwen/2
017-
10/08/content_5230105.htm
・国務院常務委員会発表
・新薬申請データ保護実施
弁法(暫定)(意見募集稿)
・中華人民共和国医薬品管
理法実施条例(改正意見募
集稿)
https://www.nmpa.gov.cn/xx
gk/zhqyj/zhqyjyp/20220509
222233134.html
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43 製薬協 医薬品分野の
知財制度整備
の遅延(医薬品
専利存続期間
の補償)

・2021年6月1日施行の改正専利法には、第43条2項として、新薬の販売
承認審査にかかった時間を補償するために、中国で販売許可が得られた
新薬に関連する発明専利について、国務院専利行政部門は専利権者の請
求に応じて専利権の存続期間の補償を与えるが、補償の期間は5年を超え
ず、販売承認後の合計存続期間は14年を超えないものとする旨が規定さ
れている。2023年12月21日に専利法実施細則と専利審査指南が各々公表
された。以下の点が不明確或いは改善が必要である。
－専利審査指南の第五部分第九章、3.医薬品専利存続期間の補償、「3.4
適用範囲」には、画期的な新薬と規定を満たす改良型新薬について専利
存続期間補償を付与できるとされ、対象となる改良型新薬は化学薬品の
第2.1類と第2.4類、予防用生物学的製剤の第2.2類、治療用生物学的製剤
の第2.2類及び漢方薬の第2.3類のみと規定されており、外国では上市され
ているが中国では未上市の有効成分に係る化学薬品や生物学的製剤は含
まれない。改正専利法第四十二条には「中国で上市の承認を得た新薬」
（在中国获得上市许可的新药）に対して存続期間の補償が与えられ得る
とされており、審査基準において国務院薬品監督管理部門の関連規定を
参照して限定的に解釈する根拠はない。「3.4適用範囲」には「薬物活性
物質の製品専利、調製方法専利又は医薬用途専利について、医薬品専利
存続期間補償を与える」と規定されており、医薬組成物専利が対象とな
るか不明である。
－専利法実施細則第83条には「薬品専利期限補償の期間内において、こ
の専利の保護範囲は、国務院薬品監督管理部門が販売を許可した新薬に
限られ、かつこの新薬の許可された適応症に限られる」、専利審査指南
の「3.5 保護範囲に入るかの審査」には「医薬品専利存続期間補償期間
中、当該専利の保護範囲は国務院薬品監督管理部門が市販を許可した新
薬及び当該新薬の許可された適応症に関する技術的解決手段に限られ
る」と規定されているが、許可された適応症とは、初回に許可された効
能のみを指すのか、追加効能として許可された適応症も含まれるのか不
明確である。専利法実施細則第81条第3号や専利審査指南の「3.1 補償条
件」に「専利がまだ医薬品専利期限補償を受けたことがない」との要件
が規定され、追加効能の許可に基づく新たな存続期間の補償が得られな
いため、追加効能として許可された適応症が含まれないとすると不合理
である。

継続 ・左記意見を反映した専利法実施細
則、及び、専利審査指南の改訂をお
願いしたい。具体的には、
1．専利審査指南の第五部分第九
章、3.医薬品専利存続期間の補償、
「3.4適用範囲」において、中国での
初回の販売許可であれば医薬品専利
存続期間の補償の対象となることが
望ましく、中国での初回の販売許可
であるか否かは有効成分と用途から
判断されるべきである。
2．専利審査指南の第五部分第九
章、3.医薬品専利存続期間の補償、
「3.4適用範囲」において、「製品専
利」に物質特許のみならず、製剤特
許、組成物特許等も含むことを明確
化して頂きたい。
3．専利法実施細則第83条及び専利
審査指南の第五部分第九章、3.医薬
品専利存続期間の補償「3.5 保護範
囲に入るかの審査」において、追加
効能として許可された適応症を明示
的に含むようにして頂きたい。

・第四次改正専利法
・専利法実施細則(2023年
改訂)(2023年12月21日公
表)
https://www.cnipa.gov.cn/art
/2023/12/21/art_98_189197
.html
・専利審査指南(2023)(局令
第78号)(2023年12月21日公
表)第五部分第九章3医薬品
専利存続期間の補償
https://www.cnipa.gov.cn/art
/2023/12/21/art_526_18919
3.html
・専利審査指南(2023)改訂
解説 – (2)特許期間の補償
(2024年1月18日公表)
https://www.cnipa.gov.cn/art
/2024/1/18/art_66_189848.
html
・特許期間補償に関する通
知(2024年1月18日公表)
https://www.cnipa.gov.cn/art
/2024/1/18/art_75_189871.
html

44 製薬協 医薬品臨床試
験に対する中
国に有利な知
財保護

・2019年7月1日より施行された中華人民共和国人類遺伝資源管理条例に
おいて、外国の組織および個人（現地子会社を含む）は中国の人類遺伝
資源（HGR）を中国国内で収集・保管してはならず、また中国HGRを中
国国外に提供してはならない旨が定められ（第7条）、日本の製薬企業が
中国での研究や臨床試験を行なう際には現地機関との共同研究が必須と
なる。
中国HGRを用いた国際共同科学研究（共同研究）を行なうにあたって
は、同条例では以下のような規定・制限が設けられている；
－明確な研究成果のOwnershipと利益配分計画を含む事前の申請が必要で
ある(第22条)
－臨床試験で中国HGRを利用する場合、実施前に国務院科学行政部門に
使用する中国HGRの種類と量、用途を申請する必要がある（第22条）

変更 ・以下を要望する。
①医薬品の承認を得るための臨床試
験（国際共同治験を含む）について
は、中国遺伝資源の利用に該当して
も、中華人民共和国人類遺伝資源管
理条例第24条規定の知財権の共有規
定は適用されないことを明記頂きた
い。
②医薬品の研究開発を目的とした、
中国国内企業、研究機関との共同研
究および委託研究における発明の成
果および知財権の取り扱いについて

・中華人民共和国人類遺伝
資源管理条例(国務院令第
717号2019年)
http://www.forestry.gov.cn/m
ain/4815/20190610/173000
411230498.html
・中国ヒト遺伝資源管理Q
＆A
https://www.most.gov.cn/tztg
/202203/t20220304_179634
.html
・中国ヒト遺伝資源管理規
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－共同研究には中国側機関（共同研究相手の企業ないし研究機関）およ
びその研究者が実質的に関与する保証が必要である（第24条）
－共同研究のすべての研究データは中国側機関に開示され、中国側機関
ではそれらデータのバックアップコピーを有することができる（第24
条）
－共同研究の成果のうち中国HGRを用いて得られた成果の特許は共同出
願・共有とする必要がある（第24条）
－共同研究の完了後6か月以内に、国務院科学行政部門に研究報告を提出
する必要がある（第26条）
日系製薬企業が中国で新薬を開発する際に、国内臨床試験が中国HGRの
利用として規制されるならば、同国における日系製薬企業のビジネス上
の正当な競争力や選択肢を制限するものであるうえ、中国側の共同研究
相手による機密漏洩や共同研究成果の目的外使用の懸念を生じる。
なお、2019年7月16日に遺伝資源管理局が行った中華人民共和国人類遺伝
資源管理条例の説明を目的としたシンポジウムの質疑応答セッションに
て、第24条の知財共有が、医薬品の承認申請を目的とした研究（臨床試
験を含む）を対象外とする答弁が当局により行なわれたが、その内容は
条例には反映されていない。
2022年3月4日に科学技術部がFQAを公表し、3月22日に中国ヒト遺伝資
源管理規則の実施規則(意見募集草案)を公表したが、上述の問題は解決さ
れていない。
2023年12月21日に公示され、2024年1月20日に施行された改訂専利審査
指南の第Ⅱ部第1章3.2節では、「また、例えば、生物安全法及びヒト遺
伝資源管理条例の規定に従い、…ある発明創造の完成が外国の組織に提
供した中国のヒト遺伝資源情報に依拠し、関連の手続を踏まなかった場
合、当該発明創造に対しては、専利権を付与しない。」との記載が追加
され、遺伝資源管理局のQ＆A等より厳しい内容となっている。

は、中華人民共和国人類遺伝資源管
理条例第22条、第24条の規定に関わ
らず、契約で定めがある場合はそち
らの規定が優先される旨を明確化し
て頂きたい。
③共同研究データのうち、外国企業
の営業秘密にかかるデータは中華人
民共和国人類遺伝資源管理条例第24
条規定の、中国側機関への開示の対
象外として頂きたい。
④中華人民共和国人類遺伝資源管理
条例第22条、第26条および人類遺伝
資源管理条例実施細則(意見募集稿)
第42条、44条、第53条、第54条に基
づく国際共同研究の許可申請過程で
申請人から提出される情報や研究報
告、安全審査過程で申請人より提出
される情報については、機密性が高
いものであることに鑑みて、受領機
関（国務院科学行政部門、遺伝資源
管理局）は審査、研究終了確認以外
の目的外使用を行なわず、第三者
（公共のみならず政府機関を含む）
への開示を行なわないとする、関連
機関側の秘密保持義務を明記頂きた
い。
⑤専利審査指南（2023）第Ⅱ部第1
章3.2節の加筆部分を削除して頂きた
い。

則の実施規則(意見募集草
案)
https://www.most.gov.cn/tztg
/202203/t20220322_179904
.html
・中国専利審査指南(2023)
https://www.cnipa.gov.cn/art
/2023/12/21/art_526_18919
3.html

45 日機輸 冒認出願の頻
繁な公告

・中国の商標出願が増えるにつれ、未だに悪意の冒認出願が頻繁に公告
される。異議申立費用で多額の費用負担がかかり予算が圧迫されてい
る。

継続 ・悪意の冒認出願の積極的な拒絶。
・再発防止のため、同一出願人の新
規出願への規制。
・異議申立時、悪意の冒認出願を優
先的に迅速に登録不許可。
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46 時計協 損害賠償額の
認定及び侵害
利益算出の困
難

・従来の損害賠償額の認定では、法定賠償額より高額な損害賠償額が認
められる権利者の損失等が認定されるためには、侵害者の帳簿の提出
等、原告（権利者側）では入手困難な証拠の提出が求められる結果、か
かる証拠を提出できず、法定賠償額しか認められないケースが散見され
た。
上記問題を解決するために、中国専利法　第4次改正法が2021年6月1日に
施行され、
－故意侵害に対する懲罰的損害賠償
－法廷損害賠償額の引き上げ
－書類提出命令
の各規定が整備された。

継続 ・中国専利法　第4次改正法におけ
る故意侵害、侵害行為に見合った損
害額の認定、書類提出命令の各規定
が認められた事案が確認されたが、
今後も引き続きこれらの規定の厳
守、積極的な適用を要望する。

・専利法　71条
・専利法　72条

47 日機輸 故意侵害に対
する懲罰的損
害賠償の不適
切

・2021年1月1日施行の民法典および2021年6月1日施行の改正専利法にお
いて、それぞれ故意侵害の際の懲罰賠償の規定が追加された。他の知的
財産権と異なり、侵害や有効性について高度且つ微妙な判断が必要とさ
れることが多い専利権（とりわけ特許権および実用新案権）について
は、懲罰賠償は馴染まないと考える。悪質な専利権侵害行為についての
懲罰は刑事罰で処理すればよく、専利権侵害に基づく当事者間の損害賠
償は実際に発生した損害の填補に止めるべきである。

継続 ・懲罰賠償を定めた条文を削除して
頂きたい。

・民法典第1185条
・第四次改正専利法第71条
1項

48 日機輸 悪意のある出
願人の再出願
対応

・悪意のある出願人の出願に対し異議申立や無効審判、訴訟などを行
い、成立し登録取り消しとなったにも関わらず、同一区分で再出願され
ることがある。その際に、審査で拒絶とならず再度新規出願に対し異議
申立などを行う必要があり、先願権利者の費用負担が膨大となってい
る。

新規 ・悪意のある出願人が同一又は類似
商標を出願した場合には、審査の中
で拒絶することを要望する。

・知的財産権法など

9. 工業規格・基準・安全認証

1 JEITA 製品品質法の
不明確・未整
備

・中国製品品質法において、以下の課題がある。
①中国製品品質法により、中国国内で販売する製品または包装には、中
国語で製造業名称と住所を記載する必要があるとされている。B to Bの最
終消費者向けでない部品などについて、中国語の製造業名称・住所の記
載を求められることがある
②対象となる製品の範囲が不明瞭である。
③損害賠償の行使期間について、20年は長く、事業者にとって過剰な負
担となる。

継続 ・最終消費者向けでないものにまで
対象とするのは過剰な負担となるた
め、対象の限定を明確化して頂きた
い。

①改正中国製品品質法第14
条
②改正中国製品品質法第16
条
③改正中国製品品質法第80
条

2 日機輸 製品品質法の
不明確・未整
備

・2023年10月18日に公布された「製品品質法」の改正案の要求は現行の
要求と比較して、大きな改善点と変更点があるが、一部、不明点、及び
改善が必要な点がある。

継続 ・＜第13条＞
－瑕疵の定義を明確化して頂きた
い。
・＜第14条＞
－製品やその包装に準拠規格番号、
製造日、連絡先を表示する要求を削
除頂きたい。
－輸入品の場合、総代理店も品質責
任を負うことが多いため、記載する
名称、住所、連絡先を国内輸入事業
者のものではなく海外生産者に授権

・「製品品質法」改正案
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された代表（総代理店など）のもの
に替えることができるようにして頂
きたい。
－品質マーク、承認書番号あるいは
許可コードの表示については、関連
法律、行政法規の規定との整合性を
とって頂きたい。
－輸入品については一部の表示要求
が免除されることを明記して頂きた
い。
・＜第16条＞
－事故報告の期日につき「2日以
内」「7稼働日以内」と異なる表記
があるため、統一して頂きたい
・＜第30条＞
－「法による許可の取得が必要な取
引製品に対し、販売者に製品資格証
明書の提供を要求しなければならな
い」とあるが、「法による許可ある
いは強制認証の取得」に変更頂きた
い。

3 日機輸 製品安全規格
の短い準備期
間

・中国国家標準規格（GB規格）に関して、対応準備期間が短い。 継続 ・適切な準備期間を付与して頂きた
い。

4 日機輸 中国国家標準
規格(GB規格)
の発効時にお
ける対象範囲
の不明確さ

・いくつかの製品に関連する強制規格(GB規格)では、「発効日前に既に
出荷または輸入済みの製品については、〇年〇月〇日から適用」という
形で、製品の流通の中でどの範囲のものがいつから対象になるのかが明
示されている。しかし、中にはそのような記載がない為に、いつまでに
販売活動を終了しなければならないのかが不明確となっているものがあ
る。メーカーと販売店との間で、いつまでならば販売ができるかという
認識に齟齬が生じ、市場での混乱が発生している。

新規 ・規格が流通上のどの段階の製品に
適用されるのか（出荷済み・輸入済
みのものの取扱いはどうなっている
のか）、対象範囲を全ての強制規格
で明確にして頂きたい。
・出荷、輸入、販売といった商品の
流通においてはそれぞれリードタイ
ムがある為、実情を考慮し、強制の
発効日に対して販売時の在庫消化も
管理できるようにすることで、市場
での混乱が起き、ひいては中国の消
費者に混乱が生じないように工夫し
て頂きたい。例えば、出荷は１年後
まで、輸入は１年半後まで、販売は
２年後までといったように、それぞ
れの段階に対して、流通におけるリ
ードタイムを考慮して強制日を設定
して頂きたい。

・中国国家標準規格(GB規
格)

5 日機輸 国際安全規格
に対する不合

・製品安全規格IEC 62368-1 第3版の中国版であるGB 4943.1-2022につい
て、National differenceに記載されていない複数の項目（現状は10項目）

継続 ・IEC加盟国のNational differenceの
ルールに則るよう要望。

・GB 4943.1-2022
・中国国家標準化管理委員
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理な解釈 について、中国国家標準化管理委員会が独自の解釈を行っており、影響
が非常に大きい。
※一例として、リチウムイオン二次電池の単電池を搭載する機器におい
て、IEC 62368-1 第3版では、セルを防火エンクロージャとすることを認
めているが、中国版では認められず、機器側で防火エンクロージャを備
える必要があり、中国向けのみ設計変更が必要となる。

会 SAC/TC 決議

6 日機輸 国際安全規格
に対する不合
理な解釈

・製品安全規格IEC 62368-1 第3版の中国版であるGB 4943.1-2022におい
て、工場で実施する耐電圧試験について、National differenceに記載され
ていないにもかかわらず、IEC 62368-1 第3版で認められている、IEC
62911の引用が認められていない試験所が存在する（一部の試験所では認
められている）。
※IEC 62911は耐電圧試験電圧が低く、メーカーは商品の耐久性を考慮し
て、IEC 62911を採用するが、中国でIEC62911を使用できないため、中
国向けとそれ以外で、検査ラインにおいて電圧値を変更する必要が生
じ、切替工数が増加する。

継続 ・IEC加盟国のNational differenceの
ルールに則るよう要望。

・GB 4943.1-2022

7 日機輸 国際安全規格
に対する不合
理な解釈

・マルチメディア機器において、CCC認証の防火性能試験ではGB規格の
規定に従い、①消火能力認証済み材料の使用／②防火性能試験適合の両
方が容認されているが、市場監査時確認試験では、②防火性能試験適合
のみが適用されるとの情報がある。真偽が不明なところがあるが、事実
であれば認証制度と規格適用の不整合を懸念している。

新規 ・市場監査時の確認試験における、
GB 4943.1-2022の適用。

・GB 4943.1-2022

8 日機輸 国際規格を採
用して作成し
たGB規格にお
ける、抜き取
り検査での独
自の解釈・運
用

・規格の認証試験段階と製品流通後の抜き取り検査段階で異なる基準が
適用されている場合がある。
例）
－国際規格「IEC62368-１」を採用した中国の製品安全規格である
「GB4943.1-2022」では、防火性能に関する要求として、「V-0」という
等級の難燃グレード（プラスチック部品の燃えにくさの度合いを示す基
準）の素材の使用を確認するか、「S.2試験」と呼ばれる現物での燃焼試
験をクリアするか、どちらかの方法に適合すればよい、とされる。
－そのどちらかの方法による適合確認試験を経て市場に製品が流通した
後には、抜き取り検査が行われる。
－しかし、抜き取り検査においては、完成した製品から一部分だけを切
り取ることができないため、V-0の使用確認ではなく、S.2試験の実施と
なり、V-0材料を利用しているにも関わらずS.2試験の評価に適合できな
かったためNGと判定された事例が生じた。その結果、該当製品が販売停
止とされ、大きな影響が生じた。

新規 ・基準を満たした安全な製品が市場
に行き渡り、消費者のニーズを満た
せるよう、国際規格を採用した中国
の規格については、製品の流通の各
段階で行われる適合確認方法も国際
規格と同様の解釈をし、同じ方法を
適用して頂きたい。
・国際規格と差分のある要求を抜き
取り検査等で強制化する場合は、正
しいプロセスに沿ってGB規格を修
正し、TBT通報を経た上で公布して
頂きたい。またその際、各企業が対
応できるよう、十分な猶予期間を設
定して欲しい。

・WTO条約及び加盟国の
義務

9 製薬協 中国独自の医
薬品検査規制

・中国で医薬品（医薬品原薬を含む）を輸入申請する際、その品質を確
認するのに、原産国（＝輸出国）における規格・試験法とは別に、中国
の検査機関が設定した規格・試験法が中国薬典を元に設定されている。
また、化学薬品の初回輸入時及び生物製剤の輸入時にこの中国独自の規
格・試験法で当局指定の検査機関での検査を行うことが求められている
が、原産国と異なる規格・試験方法であるため、検査に適合するかどう
かの判断が難しい。

変更 ・原産国で承認された規格・試験方
法の採用に向けた主要国薬典(日本薬
局方、US局方、EU局方)の導入(中国
独自の規格・試験法設定の廃止)およ
び輸入時の検査の廃止。

・薬品輸入管理法：第三章
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

10 医機連 中国独自の医
療機器規制

・中国独自の規制があり、グローバルな観点でのharmonizationが出来て
いない。
① 5年に1回のライセンスの更新ごとに、型式試験レポートなど初回申請
時とほぼ同等の書類を準備する必要がある。また更新のために１年以上
前には資料を提出する必要があるなど企業側の負担は大きい。
② YY規格という中国独自の規格があり、例えばコンタクトレンズにおけ
る引張強度等、諸外国にはない規定が一部盛り込まれている
③ 海外治験や検査の結果が活用しにくい。最近は海外治験データの提出
も認められてはいるものの、中国の要求事項を満たしていることが必須
要件であり、以前として海外の治験データを活用できる機会は少ないと
感じている

継続 ・以下を要望する。
① ライセンス更新期間の更なる延長
または更新資料の簡略化。
② ISO規格など国際規格にマッチン
グしたYY規格の見直し。
③ 海外治験データ等、提出資料の更
なる緩和。

・医療機器監督管理条例

11 医機連 医療機器に関
する法規制の
複雑・煩雑

・製造会社は製品の第一責任者であることを強調している、上市前の審
査における政府部門の関与が強すぎるため、NMPA認証審査が長期化す
る。

継続 ・中国の法規制では、製造・販売プ
ロセスと上市後の監督管理を強化す
ることで、上市前のNMPA審査プロ
セス期間を短縮するよう改善して欲
しい。

・NMPA認証

12 医機連 CCC取得手続
きの煩雑・不
透明

・中国から部品単品をサービスパーツ等で出荷する際、CCCマーク（中
国強制製品認証制度）に関する規制が厳しく、発送の際に時間がかかっ
たり、費用が発生したりする問題が多発している。取引先の中国ベンダ
ーから直接出荷させようにも、そのベンダーも嫌がる。また、対象品の
判断も年度により変化したり、商検局の担当でも異なる。

継続 ・規制の緩和と明確化。 ・強制的製品認証管理規定

13 医機連 臨床評価の厳
格

・欧州同様に中国においても臨床評価の要求が厳しくなっている。中国
で医療機器登録している機種は欧州同様日本での家庭用医療機器のた
め、やはり規制が要求するレベルの臨床評価報告書の作成が非常に困難
になっている。そのため医療機器登録申請、変更申請、更新申請が困難
となっている。

継続 ・欧州と同じく、日本での医療機器
の認証とWET機器としての実績によ
って臨床評価が免除されるよう交渉
して頂きたい。一定の実績がある製
品の臨床評価が免除されれば登録申
請が出来る機種も増やすことが出来
る。

・国務院令第739号

14 時計協 リチウム電池
の煩雑な承認
作業

・リチウム電池規制においてSDS（安全データシート）テストレポート
（落下試験証明書）という一般的な書類の提出以外にCERTIFICATION
FOR SAFE TRANSPORT OF GOODSと呼ばれる証明書の提出を求めら
れ（中国政府指定機関の証明書）、その入手には検査に要する名目でサ
ンプル提出が必須とされている。費用、時間において極めてロスが大き
い。

継続 ・特別な書類提出及びそのために必
要な煩雑な処理の撤廃を希望。

15 医機連 NMPA申請手
続きの煩雑・
遅延・不透明

・2019年11月1日より国家薬品監督管理局（NMPA：National Medical
Products Administration）申請は電子申請に変わってから、受理までの段
階におけるランダム式に複数名の審査官に回されて、何回(当社の経験は
4回、他社の情報では7回)も指摘を受け、対応が負荷となり、時間も長期
化する。

継続 ・NMPAの電子申請システムの改善
及び法規要求に合わせて指摘回数を
1回限定すること。

・NMPA医療器械登録管理
方法

16 医機連 NMPA申請手
続きの煩雑・
遅延・不透明

・NMPA申請し、指摘対応を完了し、正式にNMPAに提出前に却下されな
いように予備審査の段階が設けられていたが、審査員によって、更に新

継続 ・申請者として指摘を受ける場合、
対応せざるをえないが、予備審査の

・NMPA医療器械登録及び
届出管理方法
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

しい指摘内容が入ったり、3回も問い合わせ等もあり、最終提出前に3ヶ
月〜5ヶ月ぐらい時間が掛かる事例が生じた。

時間及び再技術審査との関連性を統
一して欲しい。

17 医機連 市販前審査基
準の不一致

・中国試験所の有資格者による実機試験報告書（実機試験で合格後）、
を添付したNMPA申請においてNMPA審査官より実機試験に関する指摘を
受けることがある。この場合再度中国試験所の有資格者による実機試験
（場合によっては資格者の海外派遣による実機試験）が必要となる。

継続 ・実機試験/試験報告書に関する要求
事項の明文化と非記載事項の審査基
準からの排除。
・中国試験所有資格者試験報告書利
用時の審査緩和措置。
・製造業者/第3者機関による実機試
験報告書（CBまたはILAC）の受入
れ。

・医療器械監督管理条例
(国務院令 第680号)

18 医機連 実機試験の試
験官出張手続
きの複雑・煩
雑

・毎年決まった時期に試験所より次年度の実機試験計画の提出依頼があ
り、企業側も例年次年度の実機試験予定を提出し、試験官の実派遣日程
は企業側の調整にておこなわれていた。しかし、実施年になると、提出
した計画通りに実機試験を行わない・試験官の派遣が出来ない、と突然
の連絡が入った。

継続 ・他の試験所のように、製造メーカ
の日程に合わせて、契約した日程通
りに派遣して欲しい。

・NMPA認証

19 医機連 化学品の多規
制による不明
確

・「体外診断用医薬品」として中国国家薬品監督管理局（NMPA：
National Medical Products Administration）に認可されている化学品（試
薬、洗浄剤、溶剤など）に対しても、化学品の分類等のGB規格に従い、
安全データシートやラベルの表示が必要かという明確な法規要求はなく
て、困っている。

継続 ・他国の化学品関連の法規制では、
「医療機器規則が優先する」と同じ
ように明記して欲しい。

・環境法規制

20 日機輸 規定に適合す
るための負荷
の増加

・2023年度改定の新しい「新企業標準化促進規定」の中には、下記の企
業標準関連の要求事項がある：
①企業自身で企業標準を作成する際、機能＆性能指標以外に、試験方
法、検査方法あるいは評価方法を明確にすること。前述の「方法」につ
いて、まず国家規格、国家推奨規格、業界規格、あるいは国際規格を引
用する。これらの規格において、適用できるものがない場合、自主作成
すること。
②自己作成の企業標準にある機能＆性能指標が推奨規格（国家推奨規格
と業界推奨規格など）より項目が少ない、あるいは指標値が低い場合
は、その部分を明確にすること。
これらの要求に適合するため、膨大な推奨規格（しかも一部古いものも
ある）を精査する必要があり、企業にとって不要な負担が増える。

継続 ・今回の規定自身の名称も「促進」
ということなので、左記の要求を推
奨要求に改定して頂きたい（その代
わりに、中央政府と地方政府が補助
金またはケース・バイ・ケースでの
指導によって促進することにして頂
きたい）。

・新企業標準化促進規定

21 日機輸 60GHz帯の周
波数帯の未開
放　

・60GHz帯レーダー技術は高い距離分解能及び透過性といった特性から
民生機器だけでなく、産業機器等幅広い用途で活用が期待されており世
界的にニーズが高まっているにも関わらず、中国において60GHz帯の周
波数帯は開放されていない。
一方、現行の2.4GHzおよび5GHzのWLAN帯域は使用者が多く混雑してい
るため、安定性が確保されていない。

変更 ・世界的な動向に合わせ、中国にお
いても幅広い用途が期待される
60GHz帯の周波数帯を開放して頂き
たい。
・現行の2.4GHz及び5GHzのWLAN
帯域は混雑しており、通信速度及び
安定性を確保されていない。通信速
度及び安定性の確保のためにも、
60GHz帯の周波数を開放頂きたい。

・国家無線電管理局
(SRRC)
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22 日機輸 特定有害物質
使用制限
(RoHS)の新し
い強制国家標
準における要
求の不合理、
準備期間の不
足

・中国特定有害物質使用制限（RoHS）の新しい強制国家標準における要
求について、以下の問題がある。
①新規策定中で意見募集中のGB規格では、合格判定対象製品に対して部
品測定要求をする事が要求されているが、測定したサンプルのみの結果
であって、多くの生産される製品において、サプライチェーン全体を保
証することはできない。
②また、年度の型式検査をする事が要求されているが、測定したサンプ
ルのみの結果であって、多くの生産される製品において、サプライチェ
ーン全体を保証することはできない。
③猶予期間が12ヵ月しか設定されていないため、企業側で準備するため
のリードタイムが短く、上記の新しい要求の対応が間に合わない。

新規 ・以下を要望する。
①部品測定要求を取り下げてもらい
たい。取り下げられない場合、中国
国家市場監督管理総局が、2024年9
月29日に公布した「電気電子機器材
料宣言　有害物質宣言要求」（GB/T
44652-2024）は、即日施行されてお
り、国際的な標準を引用したサプラ
イチェーンを通じた管理手法が中国
にて施行されていることから、GB/T
26668 による電気電子機器材料宣
言」を実施している場合は、測定を
免除する規定にして頂きたい。
②型式検査の位置づけが明確でない
ことから、本型式検査の要求を取り
下げて頂きたい。
③少なくとも猶予期間を２年ほど設
置して頂きたい。

・電器電子製品有害物質使
用制限管理弁法

10. 環境問題・廃棄物処理・炭素中立関連の諸規制

1 時計協 環境法規制の
乱立

・環境法規制については、各国が独自の規制および義務を展開してお
り、グローバル対応が非常に難しい。実効性のない規制が多い。

継続 ・法規制のグローバル統一化。 ・環境法規制

2 日機輸 汚染物質排出
許可制度の厳
格

・活性炭の交換頻度が高く、無駄が発生し、危険廃棄物の量が増加。
一部の汚染物質排出許可証では、排ガス処理の活性炭交換の頻度を年4回
とすることが義務付けられており、活性炭の効果を十分に発揮すること
はできない。

継続 ・活性炭交換の頻度は、圧力差に応
じて設定できること。

・排汚許可証

3 日機輸 固形廃棄物環
境汚染防止法
遵守の困難

・含油鉄粉の廃棄に関しては、コンプライアンス要件を満たすためにフ
ィルタープレスに導入する必要があるが、これはコストがかかり、コン
プライアンスを100％遵守することは困難な場合がある。

継続 ・政府が主導して、規制を遵守でき
る輸送・処理業者の開発が望まれ
る。

・固形廃棄物環境汚染防止
法

4 日鉄連 廃棄物処理能
力の不足

・ISO取得のためにISO基準に則った認定処理業者を起用したい現地工場
が、認定業者不足のため処理が遅くなったり、高いコストを強いられた
りしている。

継続 ・ISO認定業者の全国的な増強。

11. 非能率な行政手続き・予見性を欠く法制度等

1 日機輸 法律・規則の
曖昧、運用ル
ールの不明確

・個人情報保護法（PIPL：Personal Information Protection Law）の域外
適用（第3条）、越境移転への該当性（第38条）、中国国内保存義務（第
40条）等、弁護士に確認しても複数の異なる見解が出てくる議論のある
論点がある。
また、具体的な運用ルール・基準を定めた細則が発行されない、あるい
は、発行されても当初のスケジュールからの遅延が頻繁に発生するた
め、企業側で十分な運用準備をすることが難しい。

変更 ・実際に過去企業等から受けた質問
を踏まえて適宜FAQを用意する等、
企業に対してより明確かつ具体的な
判断指針を適時かつ迅速に示して頂
きたい。

・中国個人情報保護法
(PIPL)

2 日機輸 法律・規則の
曖昧、運用ル

・データ安全法、サイバーセキュリティ法及び個人情報保護法により情
報統制強化が言われており、また反スパイ法も強化されている。不明瞭

継続 ・早々に細則等を決めて頂きたい。 ・データ安全法
・サイバーセキュリティ法
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ールの不明確 なところが多々あり、対応に苦慮している。 ・個人情報保護法
・反スパイ法

3 日鉄連 法律・制度の
実施・運用の
地域格差・不
統一

・例：営業税から増値税に変更するにあたり、海外売上100％のコンサル
ティングサービスに対しては免税との規定がある。この規定の運用が地
域毎に違い、ある地域では免税とされていたものが、突如免税不可とな
り、遡及して納税するよう求められた。

継続 ・制度運用の透明化。

4 日機輸 行政登録手続
の煩雑・不統
一

・行政登録手続きを行う際、窓口の担当者によって見解が異なる為、提
出資料がその時の担当者の要求を満たせない場合があり、修正対応に時
間かかる。一つの案件への対応中であっても担当変更は生じるため、修
正意見が異なり手続きに時間がかかる。
例：董事交代の時に、市場監督局へ届出するときに、都市によって身分
証明の要件（認証程度）が異なる。

継続 ・案件毎の受付担当固定、判断基準
統一を希望する。

5 自動部品 行政手続きの
長期化

・合弁契約締結後、商務委員会と外商投資企業認可取得を行う際に、多
数回にわたる資料の提出要請あり、時間を要す。
一方、担当が変更になると急速に手続きが進むケースあり、基準が不透
明。

継続 ・人による対応格差の改善。
・同一基準での運用。

6 JEITA 行政担当者の
個人SNSアカ
ウントの使用

・各種行政の問合せ先や電子データ提出用にWeChat等SNSアカウントを
用意されているが、企業版WeChatではなく行政担当者の個人と思われる
個人版WeChatのアカウントが使用されている。企業が提出した情報を、
情報漏洩や不正使用された場合においても、行政当局でも検知出来ず、
また当該担当者が退職した後も、担当者が引きつづき情報を保有するた
め、将来にわたって情報漏洩・不正使用の恐れが継続する。

新規 ・行政の電子窓口として、SNSを使
う場合は、企業版WeChat等のセキ
ュリティ機能が充実しているシステ
ムの利用を徹底して頂きたい。

7 日機輸 会社設立手続
の煩雑・不統
一

・会社設立手続きについて、以下の問題がある。
①経営範囲を自ら定義するにあたり、システム上、規定のものの選択式
となっており、適切な表現で経営範囲を登録することができない。
②各市場監督管理局が登記に際して要求する書類の要件が、都市によっ
て異なる。
例：会社新設時に、新任海外董事身分証明の要件（認証等）が異なる。
外資投資の便利化ため必要な書類要件を統一化して欲しい。

継続 ・①システム上の選択肢から選ぶだ
けでなく、企業が自らの経営範囲の
内容を適切に記載できるにようにし
て欲しい。
・②各都市の市場監督管理局登記に
必要な書類要件を統一化して欲し
い。

・①市場監督総局弁公庁よ
り発行する全面的に経営範
囲登記規範化仕事を展開と
の通知
・②市場主体登記管理条例
実施細則

8 日機輸 会社登記の困
難

・一部地域の会社登記機関は、会社登記において、指定フォーマット通
りの会社定款しか認めず、会社法上明文的な根拠がある条項でさえ、見
たことがないとの理由で会社定款に盛り込むことを認めず、案件に支障
をもたらす事象が発生している。

継続 ・法令違反でない限りにおいて、当
事者が任意に会社定款の作成を認め
て欲しい。

9 JEITA 戸籍制度によ
る転勤・海外
出張の困難

・現地社員を転勤させる場合、戸籍を故郷から赴任先に移さない（抵抗
がある）。このため、関係会社への転勤、海外出張に支障がある。

継続 ・戸籍制度の改定。

10 製薬協 電子署名の認
可

・中国との契約書において、DocuSignをはじめとする電子署名による署
名は認められておらず、Wet signのみが認められている状態である。規制
緩和等の情報はなく、電子署名での署名の認可の見通しが立っていな
い。

新規 ・電子署名による署名を認可して欲
しい。
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11 日機輸 危険化学品に
対する法規制
の運用状況の
地域差・解釈
の相違

・危険化学品安全管理条例や危険化学品登記管理弁法は仮に同じ法律で
あっても、中国国内の所在地の当局毎に運用や法規制の解釈に大きな差
があり、統一した方法で対応できない。（個別最適が必要で負担が大き
い）本件は、これまでも提案しているものの改善がみられない。
また、要求の運用基準だけでなく、輸入港や最終保管庫での検閲、査察
なども州毎に異なるルールで行われているとの情報もある。

継続 ・同じ法律に関して地方による運用
の差をなくして頂きたい。
・また、中国全土で、統一的な運用
がはかれるような法令ツール(下位規
則、ガイダンスなど)を整備して頂き
たい。

・危険化学品安全管理条例
・危険化学品登記管理弁法

12 医機連 医療制度の改
変

・突然医療制度の大幅な変更が施行され、市場の変化が激しい。近年で
は集中購買（VBP)、保険点数の全国統一等が含まれる。目的は医療費削
減。

継続 ・医療の質が低下しているので業界
団体を通じての申し入れ。

13 製薬協 中華人民共和
国人類遺伝子
資源管理条例
の多大な負
担、世界同時
開発の障壁

・2019年7月1日より施行された中華人民共和国人類遺伝子資源管理条例
及び2023年6月1日に施行された「科学技术部令第21号 人类遗传资源管理
条例实施细则」により、中国での治験実施の際、ヒト遺伝子資源に関す
る手続きが必要であり、中国国外へのヒト血液・組織等のサンプルや関
連情報の持ち出しを強く制限する中国特有の規制となっている。条例の
一部改訂により、規制緩和された部分もあるが、実施細則の第2、3、4節
にある検体を持ち出す予定のある治験の開始時の資料準備と申請承認プ
ロセスや試験中に検体を持ち出す際の資料準備と申請承認プロセス等が
あり、中国を含めた国際共同試験を展開する場合、業務の面からも大き
な負担がある。当該条例の内容及びプロセスが国際共同試験を用いた世
界同時開発展開のハードルとなっており、さらなる緩和を要望する。

新規 ・中華人民共和国人類遺伝子資源管
理条例及び関連条例の緩和によっ
て、中国で国際共同試験を展開しや
すい環境への整備。
・中華人民共和国人類遺伝子資源管
理条例の緩和による世界同時開発の
促進。

14 JEITA 反スパイ法の
適用範囲・運
用の不明確

・2023年7月施行された改正反スパイ法（反間諜法）においては、「国家
安全又は利益に関わる文書・データ・資料・物品を窃取し・探り・購入
し・違法に提供し, 又は国家の職員が裏切るよう教唆・誘導・脅迫・買収
する活動」がスパイ活動とされている。「国家安全又は利益に関わる文
書・データ・資料・物品」の概念があいまいであり、中国企業の国際ビ
ジネスの予見性の著しい低下および事業活動の萎縮を招く大きな要因と
なっている。

新規 ・下位法令、ガイドラインによる適
用範囲明確化。

・中華人民共和国反スパイ
法第4条第1項第3号

15 日機輸 反スパイ法の
適用範囲・運
用の不明確

・具体的な容疑も不明のまま起訴に持ち込まれるなど、改正反スパイ法
（反間諜法）の違反の是非にかかわる定義や基準が不明瞭（明示されな
い）ことから、赴任者や出張者の中国渡航に不安感を生じさせている。

新規 ・改正反スパイ法のルール・基準を
一層明確化頂き、国外へ開示頂きた
い。（少なくとも、これまで起訴さ
れた事案における起訴理由の開示は
必須と考える）

・改正反スパイ法

16 日機輸 反スパイ法の
適用範囲・運
用の不明確

・反スパイ法（反間諜法）改正について、規制される行為や根拠があい
まいでその順守が困難。また嫌疑がかかった場合の当局によるデータ差
し押さえなど企業秘密の漏洩につながる可能性があり当地での事業展開
に支障が出る。

継続 ・今後は、左記法令の運用動向に目
を配っていただき、中国における既
存の日系現地法人及び日本企業に関
する有益な情報を随時にご教示頂き
たい。

・反スパイ法

17 自動部品 反スパイ法に
よる駐在者・
出張者出入国
時のリスク

・「国家安全機関の行政法律執行手続きに関する規定」が施行された
為、改めて法律の順守の徹底、疑いをもたれるような言動を取らないよ
う、改めて注意喚起。また、デバイスの持ち込み規制等の対応強化を実
施している。

新規
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12. 政府調達

1 日鉄連 政府調達にお
ける自国製品
の優先購入

・2009年5月26日、政府投資プロジェクトで政府調達に属するものについ
て、中国政府は中国国内で調達できないなど、合理的な条件が無い限り
において、自国製品を優先的に購入（バイチャイナ）するよう通達。輸
入する場合は政府部門の同意が必要となる。現時点で法的拘束力や実際
の運用規定が不明。

継続 ・運用規定等の明確化。
・政府調達以外の分野への波及の回
避。

・内需拡大による経済成長
促進の着実な実施に関し
て、プロジェクト建設への
入札・応札の監督管理業務
の更なる強化を行うことに
ついての意見(発改法規
[2009]1361号附属書)

2 日機輸 「政府調達分
野における国
産品基準に関
する通知」に
対する懸念

・2024年12月5日、財政部（国庫司）は、「政府調達分野における国産品
基準に関する通知」の意見募集を実施した。
国産品については政策調達の際に20％の価格優遇を受けられるとされて
おり、国産品とされるのは、①中国国内で生産され（原材料、部品から
属性が変えられたもの）、②中国国内製の部品コストが一定の比率要求
に達していること、③特定の製品については重要部品が中国国内で生産
され、重要プロセスが中国国内で完成されていることの条件をすべて満
足されることが条件とされている。
基準制度は、段階的に確立され、内外企業、業界団体、商工を含む関係
者の意見を求め、3〜5年以内に関連製品について策定する。
国産品認定の基準によって、政府調達に入れない可能性がある。

新規 ・政府調達分野のサプライチェーン
の安定性や製品の優位性が確保され
るよう検討いただくことを要望す
る。
・今後の政府調達分野における国産
品基準に関する意見募集にあたって
も、十分に意見募集の期間を確保し
ていただき、広く関連する産業領域
からより効果的で現実に即した意見
が提出されるようリードして頂きた
い。

3 医機連 集中購買 ・集中購買により売値が大幅に下がり、落札しても利益性が悪化が避け
られない。

継続 ・会社としての購買交渉力向上。

4 日機輸 外資企業に対
する政府調達
の不平等

・外資企業は平等に政府調達に参入できるはずであるが、地方政府によ
っては外資企業を排除するケースが時々発生する。

継続 ・政府調達分野における本国製品基
準及び政策実施の早期発効を期待。

・政府調達法

5 日機輸 WTO政府調達
協定非加盟

・2007年12月より政府調達協定（GPA：Government Procurement
Agreement）加盟のためのオファーが提出されており、2019年には第7次
オファーが提出されるなど、中国政府が継続した取り組みを行っている
ことは評価されるべきである。しかし、政府調達の対象となる政府機
関、国有企業のリストや調達基準額の引き下げが不十分であり、加盟が
実現しておらず、以下の問題が生じている。
①輸入製品は、中国の政府調達で排除される場合がある。
②中国で多くの製品を生産している日本企業が米国の政府調達に参加で
きない場合がある。

継続 ・中国がGPAに早期加盟するよう中
国政府に働きかけて頂きたい。

6 日機輸 RCEP政府調
達章の無差別
待遇規律の不
在

・日中両国を含む初の経済連携協定であるRCEPが、両国の貿易・投資を
着実に推進する原動力となることを期待する。一方で、現在のRCEP政府
調達章には、WTO政府調達協定やCPTPP政府調達章のような、無差別待
遇の規律が含まれていない。

継続 ・RCEPの政府調達章がより近代的
で高品質なものへと進化するため、
日中両国が積極的に連携・協力して
RCEP締約国間における継続的な議
論を後押しし、世界経済に貢献して
頂きたい。

7 日機輸 日中韓FTAに
おける政府調

・日中韓FTA交渉が始まり、物品貿易や投資など、日中両国を含む貿易自
由化に向けた取組みが加速している。政府調達市場の相互開放は、互い

継続 ・日中韓FTA交渉の中に政府調達章
を入れ、複数の協定で交渉を行うこ
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達章の不在 の国が政府調達市場に参入できるだけでなく、自国の調達機関の調達費
削減、汚職の防止など、副次的な効果も高い。

とにより、高いレベルで地方　政府
機関、国有企業を含む政府調達市場
の開放がなされることを要望する。

13. デジタル・データ関連の問題

1 日機輸 データセキュ
リティ・越境
規制の細則の
不明確

・2021年に「データ安全法」「個人情報保護法」が施行されたが、実施
規則に該当する各種条例・個人情報越境移転の際の標準契約等、まだ明
確化されていない内容も多く、実務的な対応において判断に迷う状況が
発生している。出口管制法と上述のデータ関連法令との接続部分につい
ても、まだ不明確な点が多い。
データ安全法等の下位規則「ネットワークデータ安全管理条例」で厳し
い管理を求められる「重要データ」の定義に”輸出管理データ”が含まれる
ため、輸出管理法による規制との重畳適用の可能性があることも危惧し
ている。

継続 ・今後は、左記法令の運用動向に目
を配っていただき、中国における既
存の日系現地法人及び日本企業に関
する有益な情報を随時にご教示頂き
たい。

・データ安全法
・個人情報保護法

2 日機輸 データセキュ
リティ・越境
規制の細則の
不明確

・データ越境に関し、審査時間とプロセスが長い。また、データ越境を
申請する際に、重要データと一般データの取扱い形は不明確。

継続 ・手続きの簡素化を期待。
・重要データと一般データに関する
規定をより明確化して欲しい。

・サイバーセキュリティ法
・データセキュリティ法
・個人情報保護法

3 日機輸 個人情報の国
外移転規制、
データローカ
ライゼーショ
ン

・事業を遂行するために、従業員、顧客等の個人情報を収集し、国を跨
いで取扱いを行っているすべての法人は、各国法令を順守し、越境移転
規制を順守する必要があるが、国・地域により法的に要求される手続き
が異なり、その対応のために多重の負担が必要となっている。また、国
によっては、当局への届け出が必要であったり、当該国に個人情報を保
管することが求められる。
また、規制内容について当局の指針や運用が明確でなく、その確認や調
査に各企業でコストや工数負担が増加している。

継続 ・政府間の連携・交渉により、個人
情報の取扱いルール（越境移転対応
含む）の国際的な調和を進めて頂き
たい。
・また、日本の規制も他国との調和
を進める必要がある。日本法と各国
法で異なる対応が必要とならないよ
うにして頂きたい。

・個人情報保護法令、デー
タローカライゼーションに
かかる法令

4 印刷機械 データ越境移
転

・2021年11月1日に施行された中国個人情報保護法第38条第1項では、中
国域内の個人情報取扱者が中国域外に個人情報を提供する場合の適法性
要件として、①情報部門が定めるセキュリティ評価を経たこと（第1
号）、②情報部門の規定に従って専門機構による個人情報保護認証を行
ったこと（第2号）に加えて、③情報部門が作成した標準契約[4]に従い、
域外の提供先と契約を締結し、双方の権利・義務を約定したこと（第3
号）が掲げられている。

継続 ・個人情報の越境移転は、中国の子
会社と日本の親会社との間における
顧客情報、従業員情報のやり取りや
アクセスでも生じるものであり、対
応が必要となりますので、適法なや
り方を明確してほしい

・中国個人情報保護法第38
条第1項

5 印刷機械 輸出入データ
の漏洩

・2024年、下記を報告させて頂いたが、2024年11月頃にバングラデシュ
の代理店より、当社の同製品が台湾経由でバングラデシュに輸出されて
おり、ビジネスを妨害されたとのクレーム（賠償金要求あり）があっ
た。その際、先方は当社が台湾に輸出した際のインボイスを入手してい
た。入手経路は不明だが、下記のような業者から入手した可能性がある
と思われる。
【2024年回答】
2022年頃から、中国に本社があるShanghai Tendata Tech Co.,Ltd及び同社
の日本拠点から貿易データ（輸出入業者、輸出入国、HSコードなど）の
売り込みがあり、サンプルとして当社の輸出入データ（輸入者、輸出

継続 ・詳細な貿易取引データが国の機関
以外の一般企業に漏れるのは問題で
あり、早急に阻止して頂きたい。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

者、品名、売価、数量、日付、HSコードなど）の一覧が送られてきてい
る。これらのデータは中国向けだけでなく、当社から世界中に輸出した
情報全てが網羅されている。同社はそういった情報を販売されているデ
ータ会社のようであるが、こういったデータが簡単に競合先などに販売
されているとなると、今後のビジネスに大きな支障が出ることが明らか
である。

15. 新型感染症に起因する問題

1 医機連 短期滞在ビザ
免除措置停止
の懸念

・コロナ感染の流行以降、日本からの渡航者はビザ申請が必要になり、
渡航のための手番が多く発生している。コロナ流行以前のように一定期
間（2週間）のビザなし渡航の再開を強く望む。
2024年11月30日から2025年12月31日まで、日本からの渡航者はビザなし
渡航が再開された。

継続 ・一定期間のビザなし渡航の再開。
・2025年12月31日以降もビザなし渡
航継続を望む。

2 製薬協 短期滞在ビザ
免除措置停止
の懸念

・コロナ禍以降2020年3月から、現在もなお停止されている15日以内滞在
に対するビザ取得の免除措置の復活が未だ見えてこない。
(改善)
・2024年11月22日、中国外交部は記者会見で、日本の一般旅券保持者に
対してビザ免除措置を適用すると発表した。期間は2024年11月30日から
2025年12月31日まで。ビザ免除となる滞在期間は従来の15日以内から30
日以内と拡大した。
http://jp.china-embassy.gov.cn/jpn/tztg/202411/t20241122_11531311.htm

継続 ・中国への出張における障壁を除去
するためにも、ビザ免除措置は可及
的速やかに復活して欲しい。

・出入国管理法

3 自動部品 COVID-19に
よる生産縮
小、生産停止

・COVID-19の感染者および濃厚接触者が保健所から自宅待機の指示を受
けた事で生産人員が確保できず非稼働となった。
【対応】
－感染症BCP対応要領を策定し、感染症が発生した場合、迅速かつ適切
に対応に対処できるよう対応方法及び体制の明確化。
－生産停止リスクの閾値を設定。クリティカルな状況を把握し応受援の
体制を整える。

継続

4 自動部品 感染症拡大に
よる輸出入規
制

・グローバルサプライチェーンの寸断による工場稼働の停止、客先・納
入関連会社へ連鎖的に納入調整の発生。

継続

16. 地域紛争に起因する問題

1 電機工 地政学的リス
ク

・調達品の多くを中国・台湾等の東アジアから輸入しているため、地政
学的なサプライチェーンリスクを抱えている。

継続

2 医機連 各国での輸出
規制の難化

・ロシア・ウクライナ紛争以降、各国への輸出規制が難化しており、医
療機器およびその消耗品、パーツの輸出申告においても製品の仕様、素
材、用途等の問い合わせ、該非判定書の提出等が増加している。これに
より業務負荷が増大している。

継続

99. その他
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

1 自動部品 情報及びネッ
ト規制

・本来自由なはずの情報閲覧が制限されて、駐在及び出張者の自由が制
限されている。

継続 ・国による情報制限の撤廃。

2 日機輸 事業者集中審
査の煩雑・遅
延

・事業者集中審査について、第三国における事業者集中申告で、中国の
市場に影響を及ぼさないもの（中国向けへの製品輸出やサービス提供を
計画していないもの）についても簡易案件の対象としていることによ
り、必要以上に多くの案件が審査の対象になっているのではないか。

継続 ・第三国における事業者集中申告
で、中国の市場に影響を及ぼさない
もの（中国向けへの製品輸出やサー
ビス提供を計画していないもの）に
ついては、事業者集中の対象外とし
て整理頂きたい。

・独占禁止法

3 日機輸 地方政府の財
政の悪化

・政府補助金の交付窓口の変更、交付時期の延期により、支払が履行さ
れていないため船積み保留、乙仲倉庫にて保管している貨物がある。
(一社)日本農業機械工業会(日農工)を経由して、2024年度に同様な問題事
例として掲載（99(6)）されていたが、弊社新規問題点としてご報告させ
て頂く。
中国の景気低迷により、地方政府の債務問題が深刻化している。財政基
盤が弱い地域において、入札物件に使用される予定の補助金が流用され
たら、交付時期が延期されたりする現象が増えている。

新規

4 印刷機械 治安の悪化 ・不動産不況により経済状況悪化による事件が多発している。情報開示
されず危機感増加。本国でのニュース情報も無し。
①2024年11月16日、無錫工芸職業技術学院において21歳の男が刺傷事件
を起こし、8名が死亡し、17名が怪我。
②2024年11月19日、湖南省常徳市鼎城区の小学校付近において車輌が人
混みに突っ込む事件が発生。
③2024年11月11日、珠海市香洲区の体育中心において、乗用車が複数の
歩行者をはねて逃走する事件が発生。
④2024年10月28日、北京市海淀区にある小学校付近において、刃物を持
った男が通行人を切りつける事案が発生。5人の通行人が負傷し、そのう
ち3人は未成年。
⑤2024年10月22日、寧波市海曙区横街鎮において50歳の男が通学途中の
女児及びその母親を刃物で切りつける刺傷事件。
⑥2024年10月8日、広州市天河区華強路で刃物を持った男（60歳）が刺
傷事件を起こし、3名が負傷。
⑦2024年9月30日、上海市松江区内のスーパーマーケットで刃物を持った
男が刺傷事件を起こし、3名が死亡し、15名が負傷。
⑧2024年9月18日、広東省深セン（しんせん）日本人学校の児童1名が徒
歩で登校中、男に襲われ負傷する事件が発生。

新規 ・動機などの詳細情報公開。

5 医機連 治安悪化 ・日本人出向者に対しての治安悪化。 継続 ・安全性向上のための工夫。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

2. 輸出入規制・関税・通関規制・物流

1 JEITA 輸出入ライセ
ンス取得手続
きの長期化

・リスト規制該当品を香港に輸入して、中国へ再輸出するに当たって、
香港工業貿易署(HKTID)に対して輸出入ライセンス(日本→香港：輸入、
香港⇒中国：輸出)の申請を行い、ライセンス交付後に輸出しているが、
HKTIDからの要求書類が不明確な為、申請⇒不具合の指摘⇒差戻し⇒再
申請のループを何度も繰り返しており、一向に受理〜ライセンス付与の
ステップに到達しない事例が発生しており、今後のリスト規制該当品関
連のビジネスにおいてリードタイムがボトルネックになるのではと懸念
されている。

新規 不具合箇所を端的に指摘の上、どの
ような資料を提出すれば受理に至る
のかを明確化して、審査の短期化を
実現頂きたい。

・香港の輸出入条例
https://www.elegislation.gov.
hk/hk/cap60

2 自動部品 トランシップ
規制の該当品
目の不明確

・香港経由Nansha向けでBKGを検討した際に、フォワーダーより香港ト
ランシップ規制に該当するか問い合わせを受け、JETRO HPにて確認し
たところ、2014年頃に発効された「車両、自動車部品および 111.9 キロ
ワット（150 馬力）を超える船外機を、250 トン未満の船舶によって香港
水域内で運搬する場合、輸送ライセンス（carriage license）が必要とな
る」ことがわかった。規制に該当する自動車部品については、製品サイ
ズの大小を問わず、規制の対象となるのか、また規制に至った背景を知
りたい。

新規

5. 税制

1 日機輸 税務上居住地
国の判定定義

・日本・香港租税協定において、香港側の税務上居住地判定の規定が管
理支配地基準となっており、香港が日本以外の国と締結している租税協
定で一般的に採用されている設立準拠法基準とは規定が異なっている。
そのため、日本との取引においては、租税条約の恩典を受けるために必
要な居住者証明書の取得にあたって、管理支配の実態の証明を求められ
る。これには、管理支配を証明する定性的な情報の提供や香港当局から
の質問対応など、煩雑な事務手続きを要する。
一方で、香港が締結している日本以外との国との間の租税条約では、香
港側の税務上居住地判定として設立準拠法基準をベースとした規定とな
っており、香港の国内法と整合的な規定となっている。形式的に判定が
可能な設立準拠法基準では同様の問題が生じづらい。

継続 ・日本との取引においても香港側で
の事務手続きを簡便にすべく、日港
租税協定において、香港側の税務上
居住地判定として設立準拠法基準を
採用頂きたい。

・日本・香港租税協定　第
4条1項a(iii)
Article 4, paragraph 1(a)(iii)
of the Japan-Hong Kong
Tax Treaty

7. 駐在員・出向者等に関する問題

1 日機輸 香港への派遣
に伴う安全教
育の受講義務

・2015年10月1日より香港法令改訂あり、派遣者本人が現地で認定された
協会でグリーンカード講座を受講し、試験に合格する事が必要となっ
た。
ガスタービンのケーシング内などの狭隘な場所で作業をする場合には、
上記講座と併せて閉所教育の受講及び試験の合格が必須となっている。
これにより香港入境後、サイト入構までに最大で2日間（不合格となれば
更に追加日程）必要となる為、派遣調整が難しい。

継続 ・会社単位での認定を取得する等、
派遣者個人での受講義務を無くして
欲しい。

8. 知的財産制度運用
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

1 日機輸 著名商標等冒
用商号の登記
問題

・世界的に著名な登録商標と同じ、または類似の商標を含む商号が多
数、会社設立が容易な香港で登記されている。また、最近では中国大陸
で登記される紛らわしい商号もある。これら著名商標冒用商号が中国大
陸で生産·販売される商品や宣伝に利用される。

継続 ・著名商標等冒用商号の登記審査の
厳格化。
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

1. 外資への諸規制・障壁（参入規制、撤退規制、優遇政策縮小、利益回収等）

1 日機輸 一貫性の無い
政策及び属人
主義的な判断
基準

・炭田開発案件においては入札を経て優先交渉権が確定したにも関わら
ず、案件そのものが政治案件化し時の政府の担当省庁・担当者の属人的
判断にて物事が取り進められてきた結果、一切その後の方針説明のなき
まま、2018年5月の国会にて上記入札の根拠となる政令が破棄され、IPO
で資金調達するという決議がなされ、優先権交渉権がまるで存在しなか
ったような結果となった。
結局国際IPOも実施されないまま今日にいたっているが、斯様に資源案件
はとにかく政局と結びついて利用される傾向が激しく、一貫性のある政
策が外資誘致拡大には不可欠と判断する。
その後TTプロジェクトは国内のリソースで進められてきたが、政治家の
汚職と賄賂問題により、石炭の長期にわたる違法取引が明らかになり、
外資がこのプロジェクトに参入することがより困難になり、通関統計の
正確性にも疑問が生じている。

継続 ・政権・政治家及びその利権がすべ
てを決定する状況は一向に変わら
ず。法律・規則に準じ、尊重した一
貫性かつ透明性のある対応が必要で
ある。石炭窃盗事件を法に則って公
平に解決し、国家通関データの事実
と情報の正確性を大切にしてもらい
たい。

4. 為替管理・金融

1 日機輸 金融システム
の未整備

・2017年に実施されたIMF主導の拡大信用供与措置（EEF）により金融整
備が一つの条件となり、徐々に改善されつつあるが鉱物資源・中国頼み
の脆弱な経済基盤及び金融システムにより為替リスクの回避が極めて困
難であり、先行きのリスクが見えにくい状況が新規投資を難しくしてい
る。開発銀行、その他種々ファンド利用報告が社会要請にて徐々に公開
されつつあるが、中小企業ファンドの一部政治家及びその親族の流用等
依然同じ問題が繰り返されている。さらに用途通り利用されていない事
が多く、返済不能となった問題等が絶えない。
一時FATF/EU等にリスト化される等の問題あり、国際的な信用力に悪影
響を与え、潜在的リスクが生じたが、モンゴル政府の迅速な対策でリス
トから外れる事が出来た。しかし、財政規律の徹底、法律執行の管理が
不十分な場合、再度リスト化されるリスクが十分ある。現時点ではIMFの
EFFプログラムに再度参入するほどの状況には至ってないが、パンデミ
ック時代の財政支出、中国の国境閉鎖対策、ロシアとウクライナの紛争
による影響を受け、物流滞留問題、輸送費の上昇、金融製品の一時停
止、ローン条件厳格化、外貨調達規制、石油品と電力不足など経済全体
への打撃は大きく、予断を許さない。

継続 ・早急な国際基準での金融システム
の構築及び透明性のある国際収支管
理。

6. 雇用

1 日機輸 人材不足 ・優秀な労働力不足に直面している。特に近年開発が活性化している鉱
業分野、及びそれに付随する分野の人材が不足しており、必要な職場に
適切な人材が回らない状況が発生している。従い、市場における労働力
の転職率は高く、長期雇用の文化も醸成されない状態が続く。そもそも
総人口に対する労働者人口は1.2百万人しかおらず、生活環境の未改善、
大気汚染、市内交通渋滞、政府対策への不満、不公正な制度等により、
若い労働者は海外へ職を求める傾向が強まっている。

新規 ・政府により重要な開発分野におけ
る労働力の確保・育成プログラムの
策定・実施が望まれる。国内での職
場環境の改善、透明性高い給料制度
の構築、安全安心な生活環境の整備
をすること。

11. 非能率な行政手続き・予見性を欠く法制度等
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問題番号 経由団体 問題点 問題点の内容 状況 要望 準拠法

1 日機輸 属人主義、計
画性のない政
策

・法制の統一した解釈がなされず組織及び担当によって解釈が違う等属
人主義的な個人の利益優先対応が多い。一貫性の無い、その場しのぎの
行きあたりばったりの政策が多く、経済基盤をより脆弱にさせている。

継続 ・関係各省庁による公式見解の策
定。
・政府の新復興政策にある行政能力
再生政策を着実に実施し、行政の持
続性、一貫性、官僚の能力を向上さ
せること。

99. その他

1 日機輸 政権交代リス
ク

・4年毎の選挙にて、政権が変わると、それまで推進してきたプロジェク
トへの優先順位が変わり、政府からの支援が途絶え、案件が頓挫する可
能性が多々ある。

継続 ・政権安定。
・政権交代に於いても、政府コミッ
トの継続
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